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フランス革命・ナポレオン戦争とロシア南下政策
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はじめに
18世紀のヨーロッパ国際政治は、種々の家門対立・局地紛争を内包しつつも、世界史的には植
民地支配をめぐる英仏対立z f第二次百年戦争j を底流として展開し、ブアルツ継承戦争（1689
-97年）・スペイン継承戦争（1700-13年）からオーストリア継承戦争（1740-48年）・七年戦
争（1756-63年）を経てアメリカ独立戦争（1775-83年）へと続く一連の抗争は、最終的にフ
ランス革命・ナポレオン戦争をもって終結する。 (I）英仏抗争の展開・決着と並行しながら、イギリ
スは海外市場の確保・産業革命の推進によって「最初の工業国家jに成長する一方、欧米各国はイ
ギリス基軸の市場連関と各々の発展段階・社会構造に規定されながら独自な国民経済の形成に努
め、さらに世界経済の外縁地域は局地的・自律的な経済機能を喪失して中核地域の製品販路、原料
・食糧供給地帯へと転換する。（2）こうして 19世紀には「世界の工場Jイギリスを中心とする農工
分業体制に立脚した国際平和＝「パックス・プリタニカJPax Britanicaが確立するのである。
ところで外交史的に見た場合、英仏抗争の最終階梯にあたるフランス革命・ナポレオン戦争は、
同時にまた東方世界での露土対立、すなわちピョートル大帝の露土戦争（1686-99年・ 1710-13 
年）からアンナ女帝の露土戦争（1736-39年）・エカチェリーナ二世の露土戦争（1768-74年・
1787 -92年）を経てアレクサンドル一世の露土戦争（1806ー 12年）へと至る、いわば露土百年
戦争とも言うべき長期抗争の最終局面でもあった。（3）この結果、長らくヨーロッパの「脅威jであ
ったオスマン帝国はその領土縮小・国力衰退によって「ヨーロッパの病人Jに転落する一方、かつ
て『シベリアの熊j と蔑視されたロシアは 19世紀前半のウィーン体制における「ヨーロッパの憲
兵Jとして台頭し、ヨーロッパ国際政治における「パックス・ルーシカJP似 Russicaを現出する。
｛め以後、オスマン領土をめぐる英露対立＝「東方問題JEastern Questionは国際政治の焦点として浮
上し、 19世紀最大の国際紛争であるクリミア戦争（1853-56年）を招くことになった。フランス
革命・ナポレオン戦争は、 18世紀英仏抗争の総決算としてのみならず、並行する露土戦争の終着
点として、さらには 19世紀英露対立の準備過程として、多角的に評価されるべきであろう。
また経済史的に見た場合、英仏戦争の展開・終結と並行するイギリス工業国家の形成過程は、露
土戦争の遂行・完了と連動するロシア海外貿易の再編過程でもあった。すなわち、露土戦争の勝利
に伴う肥沃な黒土地帯・温暖な黒海沿岸の獲得を背景として、輸出向け生産の拠点が北西の泥土・
森林地帯から南部の肥沃な黒土地帯へと移行する一方、輸出品目の主力も 18世紀の工業原料＝船
舶用品（大麻・亜麻・木材）・棒鉄から 19世紀には食料＝穀物（小麦）へと転換し、さらに輸出貿
易の動脈はズンド海峡を経由する北海・バルト海貿易からボスフォラス＝ダーダネルス海峡を経由
する黒海・地中海貿易へと旋回するのである。以後「農奴主国家Jロシアはイギリス向け穀物の源
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泉として機能し、イギリスを中心とする自由主義世界市場の一翼を担うことになる。め経済史上に
おけるフランス革命・ナポレオン戦争の意義は、その本流である英仏抗争の決着とイギリス産業資
本の成長という観点からだけでなく、その支流をなす露土戦争の終結と黒海経由ロシア穀物貿易の
始動という側面からも、評価されるべきであろう。
以上の問題関心に基づき、小稿はフランス革命・ナポレオン戦争の史的意義を、露土関係・黒海
貿易の観点から再考するが、具体的には以下の諸点を念頭に考察を進めたい。第一に外交関係に関
しては、一方でのフランス包囲の英露協調（及びこれに対抗的な仏土提携）に加えて、他方ではオ
スマン包囲の仏露協調（及びこれに対抗的な英土同盟）が編成された事実に留意し、英仏戦争・露
土戦争を両輪とする国際関係の推移を把握すること。第二に通商関係に関しては、一方での英露同
盟と連動した英露両国のバルト海貿易（及びこれに対抗的な仏土レヴァント貿易）に加えて、他方
では仏露同盟に立脚した黒海経由の仏露貿易（及びこれに対抗的な英土レヴァント貿易）が生成し
ている事実に着目し、外交関係の変遷に対応した貿易取引の再編を析出すること、以上である。（6)
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〔I〕フランス革命と第一回対仏同盟（1791-97年）
( 1)外交関係
17 
当該段階の外交関係は、フランス革命をめぐる英露同盟の成立、これに対抗的な仏土関係の形成、
こうした陣営配置のロシア帝位交代に伴う解消、以上が概略である。以下その推移を見ょう。
① フランス革命の展開と対仏同盟の形成
エカチェリーナ二世 (1763-96年）は外務官僚N・I.パーニンNikitaIvanovich Paninの外交
方針に基づいて英普両国との友好・同盟関係＝「北方体制JNorthern Systemを構築し、その後盾で
1768 -74年の露土戦争に勝利、 1774年のキュチュク・カイナルジ条約ではルーマニア両国（モル
ダヴィア・ワラキア）の保護、黒海北岸（ドニエプル＝プグ河閑）の領有、黒海航行の自由を実現
した。しかしその後アメリカ独立戦争・バイエルン継承戦争 (1778-79年）を通じてむしろ仏填
両国と接近し、この結果 1779年・例年のアイナリ・カヴァク条約によってルーマニア領事設置・
クリミア半島併合に成功するなか、官房書記ベズボロドコ AleksandrAndreevich Bezborodko ( 1775 
-93年）は仏填両国とのオスマン領土分割＝＝「ギリシア計画JGreek Projectを策定、 1787-92年
の露土戦争では、オーストリア皇帝ヨーゼフ二世（1765-90年）が戦線に合流する一方、プルボ、
ン王権も対土同盟を打診した。しかし 1789年 7月の革命勃発を契機に両国とも東方問題より撤退
したのみならず、スウェーデン国王グスタブ三世（1771-92年）がバルト海覇権の回復を目指し
て瑞露戦争（1788-90年）を開始する一方、ピット政権（1783ー 1801年）も地中海貿易の利害
から対露関戦を準備したため（オチャコブ危機）、ロシアは 1791年のヤッシ一条約によってルーマ
ニア占領地帯を返還、代償に黒海北岸（プグ＝ドニエストル河間）を獲得した。（I)
東方問題が列国の関心を吸引するなか、ポーランド議会は 1791年4月22日（5月3日）の統治
法によってロシア支配体制を廃棄する一方、フランス憲法制定議会は 1791年 9月 3日の憲法によ
って立憲君主政体を樹立する。これに対して今や東方危機を解決した填帝レオボルト二世（1890
-92年）・普王フリードリヒ・ヴイルヘルム二世（1786-97年）は 1791年 7月に対仏同盟を組
織、同年8月のピルニッツ宣言によって干渉戦争に着手した。他方、エカチェリーナ二世は駐仏大
使シモリンIvanMatveevich Simolin ( 1785 -92年）を通じて革命状勢を監視する一方、駐独大使
ルミアンツェフNikolaiPetrovich R田ni釦包ev(1782 -93年）を通じて亡命貴族の受入を進め、また
官房書記ベズボロドコは 1791年 IO月の瑞露同盟・ 1792年 7月の填露同盟によって対仏包囲に荷
担したが、露土・瑞露戦争に伴う財政逼迫から対仏出兵の余力は無く、当面はポーランド弾圧に専
念した。ところが直後、瑞填両国で若帝フランツ二世（1792ー 1806年）・幼王グスタフ四世（1792
- 1809年）が即位した結果、干渉戦争は普露両国が先導せざるを得ず、 1792年 7月の普露間盟に
よって両国各々のフランス・ポーランド出兵を確認する一方、 1793年 1月の第二次ポーランド分
割条約では、派兵経費を補償するべく、プロイセンの南プロイセン及びダンツィヒ・トノレン支配、
ロシアのドニエプル＝ドニエストル河間併合を確認した。（2）これを警戒するオーストリア宰相ツグ
ート百mgut(1793一1800年）はイギリスの参戦に期待したが、（3）ピット政権は干渉戦争に便乗し
たポーランド領土分割を批判し、対仏提携を拒否している。的
東欧諸国の干渉戦争に対して、ジロンド政権はベルギー・ライン左岸を占領する一方、 1792年9
月の共和政樹立に伴い、同年 11月に戦争目的を領土防衛から革命伝播へと転換、 1793年 1月には
国王処刑を断行する。このためピット政権はイギリス君主政体の維持と貿易拠点ベルギーの防衛の
ため同年2月1日に対仏宣戦する一方、エカチェリーナ二世も仏露国交を断絶、また駐英大使s. 
R・ ヴォロンツオフ SemenRomanovich Vorontsov ( 1785 -96年）を通じて英露同盟の交渉を進め、
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続く同年3月 14日（25日）のロンドン協定によって、イギリスがポーランド分割を公認する一方、
ロシアはバルト艦隊の派遣に同意した。かくして両国は 18世紀史上初めて公式の軍事同盟を締結
したのであるが、ただしピット政権は仏領植民地の攻略のため、官房書記ベズボロドコはポーラン
ド統治・露土国境防備のため、いずれも陸軍派遣を拒否しており、この点で重大な限界があった。
｛めなお国内反乱を抱えるオランダ総督ウイレム五世（1766- 95年）、ブルボン家門のスペイン国
王カルロス四世（1788-1808年）も同年2-5月に順次参戦し、第一回対仏同盟が完成する。
対仏同盟の拡充に直面したフランス歴代外相デュムリエ Dumouriez( 1792年 3-6月）・ルブリ
ュン＝トンデ、ュ Lebrun-Tondu （同年8月－ 93年6月）は、東欧諸国の干渉を撹乱するべく、ブル
ボン王権時代の友邦オスマン帝国に特使デコルシェ Descorsches( 1793 -95年）を派遣し、同盟関
係を要請した。これに対してセリム三世（1789ー 1807年）は、露土戦争の敗北以来、一連の内政
改革・欧化政策に着手するなか、その一環として在外大使（1793年ロンドン・ 1794年ウィーン・
1795年ベルリン）の整備を進め、片務外交から双務外交への転換を図っていたのであるが、未だ
国際認知を受けないフランス共和政権はその対象から除外し、むしろ対仏包囲を展開する列国との
共同歩調を優先しつつ フランス共和国の承認・駐土大使の受入とも拒否している。向
このため革命政権は 1778年の米仏同盟に期待し、 1793年に駐米公使ジュネ Edmond Genetを派
遣して軍事支援を求めた。これに対して国務長官T ・ジェブァーソンは、イギリス支配を克服した
独立戦争の経験から絶対王制を打倒したフランス革命に共感し、既に駐仏大使（1785-89年）と
して人権宣言の起草に協力しており、軍事支援の供与を主張した。しかし連邦派の財務長官A ・ハ
ミルトンは、連邦財政＝関税収入の基盤として最大の貿易相手イギリスとの通商関係を重視し、仏
王廃位に伴う同盟関係の失効を唱えた。最終的に大統領ワシントン（1789-97年）はフランス公
使を承認した反面、 1793年4月の中立宣言によって米仏同盟の発動を拒絶している。（7)
② 仏土関係の形成と対仏同盟の動揺
同盟関係、の形成に失敗したモンターニュ政権は、外国勢力と結ぶ王党勢力、連邦主義を唱える地
方勢力を恐怖政治によって掃討する一方、対外的には軍事作戦・講和交渉によって対仏包囲の打開
に努めた。他方、 1794年 3月のポーランド武装蜂起・コシューシコ首班政府の樹立はプロイセン
の対仏外交を後退させ、 1795年 4月にパーゼル条約＝仏普講和が成立する。（8）また総督制度を廃
止した新生オランダ（パタヴィア共和国）・スペインもそれぞれ同年 5月のハーグ条約・ 7月のパ
ーゼル条約で講和したほか、北欧両国は 1794年 3月の武装中立同盟によって対仏戦争への中立を
表明、続く 1795年 9月には瑞仏同盟が成立する。（的こうしたなかモンターニュ政権はオスマン特
使ヴ、エルニャック Vemiac(1795 - 97年）を派遣して仏土同盟を再び打診する一方、セリム三世
も填露両国のバルカン進出を抑止する手段として仏土国交の回復を急ぎ、軍事同盟の締結こそ保留
したものの、 1795年5月には第一共和制をブ、ルボン王朝の後継国家として公認している。（I的
対仏同盟が動揺するなか、ピット政権は駐土大使リストンRobert Liston ( 1794 -95年）を派遣
して英土友好に努める一方、 1794年 1月の米英条約（ジェイ条約）によってアメリカの中立を確
保した。（I）エカチェリーナ二世も対仏戦争に慎重な官房書記ベズボロドコを更迭、寵臣ツヴオフ
Platon Aleksandrovich Zubovを重用する一方、駐土大使コチュベイ VictorPavlovich Kochubei ( 1794 
-96年）を派遣して露土関係に留意し、（ロ｝また東欧三国の連帯を維持するべく 1795年 10月に第
三次ポーランド分割を断行、自らはクールラント・リトアニアを獲得した。｛日）さらに英露両国は、
プロイセン兵力の脱落を補填するべく、 1795年 2月 7日（18日）の英露同盟によってロシア陸軍
の対仏戦線投入とイギリスの財政支援を確認し、その留保条件としてポーランド・オスマン有事に
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おけるロシア軍隊の撤退、秘密条項として①フランス向け商船に対する両国海軍の海上封鎖、②露
土戦争の際におけるロシア艦隊への支援、③普露・瑞露戦争の際におけるイギリス艦隊のバルト海
派遣、以上を認めた。かくしてロシアは対仏同盟史上初めて陸軍のフランス派兵に同意する一方、
イギリスはその交換条件として英露関係史上初めて南下政策の支援を受諾したのである。｛仰なお
英填両国も同年5月に借款協定・同盟条約を締結し、かくして英填露の三国同盟が成立する。
対仏同盟の弛緩と 1795年 10月のヴァンデミエール反乱鎮圧によって革命政権の内憂外患は終息
し、総裁政府 Di問ctoirは集団指導体制によって独裁体制・恐怖政治を解消する一方、 1796年 2月
よりナポレオンをイタリア遠征に派遣、衛星国家「リグリア共和国J（ジェノヴァ）・「チザルピー
ナ共和国J（填領ミラノ・マントヴァ・モデナ）を建設した。並行して同盟体系の整備を進め、 1794
年の英米条約に対抗するべく、 1796年 8月に仏西同盟を復活する一方、同年 11月にアメリカ公使
ピンクニーCharlesCotesworth Pinckneyの着任を拒否、米仏国交を断絶する。また東欧勢力を牽制
するべくオスマン帝国との友好関係に努め、軍事顧問団を派遣したほか、駐土大使デ、ュパイェ Albert
du Bayet ( 1796 -98年）を通じて正式国交・大使交換を回復している。その一環として 1795年に
はワラキア公園に特使ゴーダン Emile Gaudinを派遣し、露填両国に続き西欧諸国としては初めて
ノレーマニア領事設置権を獲得、初代領事フルリー Ch町JesFlury ( 1796 -99年）が着任した。（防｝
③パーヴヱル一世の即位と対仏同盟の解体
対仏同盟の動揺・仏土関係の接近という事態は、 1796年 11月6日（17日）のエカチェリーナ二
世崩御、新帝ノミーヴェル一世（1796ー 1801年）即位によって大きく転換する。同帝は皇太子時代
の個人教師N・I.パーニンの政治思想に感化され、国内経済を撹乱した母帝の寵臣政治・露土戦
争を非難するとともに、英普両国との紐帯に立脚する北方体制・平和外交の再建を提唱し、 (16）先
帝の重臣ツヴオフ及びリヴォニア知事パーレンPe甘 AlekseevivhPahlenを追放した反面、 (17）先帝が
更迭した親仏派・和平派官僚の復権を進め、宰相ベズボロドコ（1797- 99年）・副宰相クラーキ
ンAlexanderBorisovich K町akin( 1797 - 1802年）を登用した。以後同帝は、ピット政権に対して
陸軍派遣の撤回を通告する一方、プロイセンには駐普大使N ・p・パーニンNiki旬 Pe住ovichPanin 
(1797 - 99年）を派遣して領土調整（仏：ベルギー・填：バイエルン・普：ライン左岸）を打診
し、 1797年 5月には在露各国大使を召集してライプツィヒ講和会議の開催を提唱している。なお
同帝は、帝位の権威付けを図る必要から 1797年 1月に帝国等族のマルタ騎士団に対するツアーリ
の後見を表明し、神聖ローマ帝国国制の番人としての地位を内外に誇示した。｛胞｝
普露両国の戦線離脱・領土調整が進むなか、イタリア軍司令官ナポレオンは 1797年5月初日に
ヴ、ェネツィアの交易・戦略拠点たるイオニア諸島（Co品1・Cephalonia・Zante・Santa Maura・Ithaca
・Paxo・Cerigo）を占領する一方、外相タレーラン Talleyrand( 1797 - 99年）はパーヴェル主導
の講和会議を牽制するべく同年 10月 17日のカンポ・フォルミオ条約によって仏填講和を樹立す
る。この結果フランスはベルギー・バルカン西岸（アルパニア西部・エヒ。ルス北部）・イオニア諸
島を領有、チザルピーナ共和国の公認を強制する一方、オーストリアはヴェネツィア・イストリア
・ダノレマツイアを獲得し、ヴェネツィア領土分割を前提とする国際平和が回復する。（聞
なお平和回復の反面、総裁政府の外交戦略が新たな札機を招いたことも事実である。まずセリム
三世は仏填講和の締結を宿敵オーストリアの敗北として歓迎した反面、フランスのイオニア併合を
オスマン帝国のバルカン支配にとって脅威とみなし、黒海自由航行の承認を条件としてイオニア諸
島の割譲を要求したが失敗、以後フランスの地中海進出を警戒することになる。また合衆国の場合、
連邦派の第二代大統領J・アダムズ（1797ー 1801年）はフランス使節を派遣して国交回復を打診
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したが、外相タレーランは 1778年の米仏同盟を根拠に軍事資金の供与・私的賄賂の提供を求め、
その高圧的態度は 1797年 IO月のアメリカ議会で強い反仏感情を巻き起こした（XYZ事件）。｛絢
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(2）通商関係
① フランス
革命前夜のフランス輸出貿易において（表 I-1)、政治関係の密接な南欧・地中海世界が全体
の25%を占める一方、北欧・バルト海世界は 6%程度にとどまるが、ただしバルト海貿易の中継
活動に従事するオランダ・ハンザ都市との取引は 30%前後に達し、第三国経由での再輸出はかな
りの程度展開されたものと推定される。主要品目の仕向け先としては（表I-2）、毛織物の場合、
レヴァント市場が単独で 30%弱を吸収する最大の販路であったが、者修的な熱帯産品・葡萄酒の
場合、オランダ・ハンザ都市が過半を吸収し、その多くはバルト海世界に向かったと思われるが、
ズンド海峡関税記録によれば（表 I-3）、その半分はプロイセン向け、残る 20-30 %はロシア
向けであった。輸入貿易に関しては、植民地市場が全体の実に 40%を占めるが、ヨーロッパ世界
では南欧・地中海市場が 30%を占める一方、バルト海世界は 5%未満にすぎず、中継国家オラン
ダの比重も 10%程度にとどまる（表I-1)。繊維原料の主要源泉はオスマン帝国（綿花）・イタ
リア（生糸）・スペイン（羊毛）にあるが、大麻についてはロシア市場が50%前後を占めた（表I
-2）。またオランダ経由と推定されるバルト海産品輸入は戦略的な船舶用品から成り、大麻・木
材ではロシア産品、棒鉄ではスウェーデン産品が圧倒的比重を占める（表I-3）。（I)
こうした貿易関係を背景に、新大陸貿易を展開する大西洋岸諸港の商業資本は、熱帯産品のバル
ト海向け輸出を直轄するべく 1783年に「フランス北方会社jCompagnie合加伊isedu Nordを企画す
る一方、マルセイユではレヴァント貿易に精通するアントワーヌ商会 Anthoineがバルト海経由の
英露貿易に対抗した黒海経由の仏露貿易を、またエジプト通商に従事するパルドン商会 Bardonの
代理商マガロン Charles Magallonはイギリスのケープ経由インド貿易に対抗的なスエズ経由の東洋
貿易を模索している。（2）これを受けて外務卿ヴェルジェンヌ Vergennes( 1774 - 86年）は、独立
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表 I-1 フランス海外貿易：主要市場内訳
① 1 量出
総額 イギリス オランダ ハンザ都市 ドイツ諸邦 バルト海世界
プロイセン デンマサ スウェーデン
1787 440.1 (100) 34.2 ( 7.8) 69.5 (15.8) 60.2 (13.7) 22.4 ( 5.1) 9.0 ( 2.0) 6.3 (1.4) 5.0 (1.1) 
1788 458.7 (100) 31.1 ( 6.8) 78.9 (17.2) 64.3 (14.0) 23.5 ( 5.1) 9.4 ( 2.0) 5.2 (1.1) 3.5 (0.8) 
1789 408.4 (100) 35.1 ( 8.6) 1~：.3 __ (lJ))_ －－~~·生〔！~·~2 24.9 ( 6.1) 12.7 ( 3.1) 7.3 (1.8) 3.2 (0.8) 
1792 481.5 (100) 35.8 ( 7.4) 116.2 (24.1) 94.9 (19.7) 1.5 ( 1.6) 5.5 (1.1) 2.3 (0.5) 
1797 211.1 (100) 0.2 ( 0.1) 29.6 (14.0) 39.8 (18.8) 39.8 (18.8) 6.2 (2.9) 0.7 (0.3) 
1798 229.7 (100) 0.0 ( 0.0) 34.0 (14.8) 20.4 ( 8.9) 54.5 (23.7) 3.8 ( 1.6) 6.6 (2.9) 0.7 (0.3) 
⑦ i 省入
1787 610.3 (100) 58.2 ( 9.5) 60.3 ( 9.9) 11.4 ( 1.8) 8.8 ( 1.4) 3.0 ( 0.5) 4.9 (0.8) 8.3 (1.4) 
1788 563.1 (100) 63.7 (11.3) 55.6 ( 9.9) 11.0 ( 1.9) 8.1 ( 1.4) 3.5 ( 0.6) 3.6 (0.6) 5.6 (1.0) 
1789 622.3 (100) 60.9 ( 9.8) 67.6 (10.9) 16.9 ( 2.7) 8.6 ( 1.4) －－~長Lr~~： 3.2 (0.5) 7.1 (1.1) 1792 541.9 (100) 51.8 ( 9.6) 36.9 ( 6.8) 11.8 ( 2.2) 1.9 ( 1.4 (0.3) 4.3 (0.8) 
1797 296.7 (100) 0.0 ( 0.0) 59.9 (20.2) 3~~；1 ( 4.5) 5.1 ( 24.3 (8.2) 2.2 (0.7) 
1798 226.4 (100) 0.0 ( 0.0) 51.5 (22.7) 8.5 ( 23.8 (10.5) 3.6 ( 1.6) 1.5 (3.3) 1.6 (0.7) 
典拠） A. Chabert, Essai sur /es mouvements des revenus et de I訟のiteeconomique en France de 1789 a 1820, P釘is,1949 
Europa und Nach Ubers関 undder Strukturverlinderungen des A国間出叩delsdurch Kr色gund Wirt釦:haftskrieg",W. Fischer/ 
表1-2 フランス海外貿易：主要品目の相手市場
①輸出市場
a ）毛
スペイン
2,851 ( 9.4) 
2,768 (13.5) 
5.710 (24.1 
?
? ，
?
?
?
ァ???????? ?
??
? ? ??
?， ． ，，?
????
北欧
2,460 ( 3.7) 
8,194 ( 6.8) 
6.355 ( 3.3) 
イタリア
6,306 ( 9.4) 
9,320 ( 7.8) 
18.253 ( 9.3) 
レヴァント ｜アメリカ植民地
1,145 (65.1) I 3,639 (33.2) 
n,367 (6 t.5) I 5,887 (31.8) 
14.073 (34.8) I 21.182 (53.9) 
色直
19,650 (100) 
12,244 (100) 
23.179 (100) 
スペイン
10,564 (51.5) 
12,135 (67.0) 
＆盈
2,473 (100) 
4,857 (100) 
イタリア
172 ( 6.9) 
880 (18.1) 
1.163 (12.5) 
戦争の終結以後、宥和外交の手段として互恵通商政策（1778年の米仏条約、 1783年の仏西条約、 1784
年の仏瑞条約、 1786年の英仏条約）を推進するなか、自身の駐土大使（1755- 68年）・駐瑞大使
(1771一74年）の経験からバルト海・レヴァント経由の仏露貿易にも関心を示し、 1787年に仏露
通商条約を締結したほか、 1785年のエジプト通商条約ではスエズ、地峡通行権を獲得した。ただし
フランス商人の黒海・紅海航行をめぐるオスマン本国との通商交渉は挫折し、黒海経由の仏露通商
はあくまでロシア国旗のもとで遂行される一方、エジプト経由の東洋貿易も幻想に終わった。（3)
市民革命の勃発に伴い、憲法制定議会は 1789年 8月・ 9月の法令によって営業活動の自由を確
認し、コルベール主義を体現する宣誓組合・特許会社を廃止した反面、イギリス産業と競争する国
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1.000.000リーヴル・フラン）
スペイン 地中海世界 アメリカ 仏領植民地
ロシア 小計 イタリア オスマン 小計 合衆国
6.6 (1.5) 26.9 ( 6.1) 40.1 ( 9.1) 38.8 ( 8.8) 25.6 (5.8) 64.4 (14.6) 2.1 (0.5) 95.5 (21.7) 
5.9 (1.3) 24.0 ( 5.2) 49.8 (10.9) 39.6 ( 8.6) 17.8 (3.9) 57.4 (12.5) 1.4 (0.3) 100.7 (22.0) 
6.9 (1.7) 30.1 ( 7.4) ー＿＿4_1.:Q _ (l_O.:Ql 41.l (10.1) 19.9 (4.9) 61.0 (14.9) 1.2 (0.3) 83.6 (20.5) 
2.7 (0.6) 18.0 ( 3.8) 41.7 ( 8.7) －－ ~i~Sl§ヨ）． 28.7 (6.0) 108.9 (22.6) 3.4 (0.7) 42.6 ( 8.8) 0.1 (0.0) 46.8 (22.1) 39.8 (18.9) (33.6) 4.2 (2.0) 75.2 (35.6) 11.9 (5.6) 0.0 ( 0.0) 
0.1 (O.O) 11.2 ( 4.8) 51.2 (22.3) 8.3 ( 3.6) 6.5 (2.8) 14.8 ( 6.4) 10.9 (4.7) 0.0 ( 0.0) 
6.5 (1.1) 22.7 ( 3.7) 92.8 (15.2) 47.6 ( 7.8) 37.7 (6.2) 85.3 (14.0) 14.1 (2.3) 243.2 (39.8) 
7.8 (1.4) 20.6 ( 3.6) 75.0 (13.3) 44.9 ( 7.9) 42.7 (7.6) 87.6 (15.5) 3.5 (0.6) 226.5 (40.2) 
6.1 (1.0) 22.l ( 3.6) 87.3 (14.0) 65.8 (10.6) 39.4 (6.3) 105.2 (16.9) ー＿ nよU：旦－：~－ー －~：ミl·~－（：ミI·~~3.1 (0.6) 10.7 ( 1.9) 46.3 ( 8.5) 54.2 (10.0) __ g~＿（~.7~ 106.7 (19.7) 15.1 252.6 (46.6) 
0.7 (0.2) 323 (10.9) 33.8 (11.4) 71.2 (24.0) 4.9 (1.7) 76.l (25.6) 24.7 0.0 ( 0.0) 
1.6 (0.7) 14.4 ( 6.4) 44.5 (19.7) 31.7 (14.0) 8.0 (3.5) 39.7 (17.5) 19.7 (8.7) 0.0 ( 0.0) 
'pp. 324・327;M. Ku民“＇Au陶 lhandelund Krieg 1789・1817:Eine quantitative Analyse de1「Au.Bet曲andelsbeziehungenin 
R. M. Mcinnis/ J. Schneid釘（Hg.),1恥Eme1宮"enceof a World Economy 1500・1914,s加抗脚色 1986,s. 253・254.
表 1-3 フランスのバルト海貿易：主要品目の相手市場
① t 員出
砂糖（1 000 oounds) 葡萄酒 (pi附）
総量 スウェーデン プロイセン ロシア 総量 デンマーク プロイセン ロシア
1787 12,264 915 ( 7.5) 6,570 (53.6) 3,356 (27.4) 34,908 2,936 ( 8.4) 19,631 (56.2) 6,403 (18.3) 
1788 11,285 421 ( 3.7) 6,104 (54.1) 4,336 (38.4) 26,982 1,952 ( 7.2) 17,161 (63.6) 3,959 (14.7) 
1789 15,798 1,230 ( 7.8) 9,354 (59.2) 4,848 (30. 7) 46,765 2,776 ( 5.9) 26,397 (56.4) 8,192 (17.5) 
1790 14,250 1,401 ( 9.8) 7,787 (54.6) 4,262 (29.9) 26,025 2,408 ( 9.3) 12,546 (48.2) 6,136 (23.6) 
1791 8,610 1,005 (11.7) 3,448 (40.0) 3,513 (40.8) 22,150 1,897 ( 8.6) 11,551 (52.1) 4,680 (21.1) 
1792 2,468 231 ( 9.4) 1,872 (75.9) 238 ( 9.6) 27,403 2,311 ( 8.4) 15,115 (55.2) 3,803 (13.9) 
1793 98 14 (14.3) 60 (61.2) 18 (18.4) 18,914 2,590 (13.7) 7,814 (41.3) 286 ( 1.5) 
1794 221 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 11,337 7,189 (63.4) 0 ( 0.0) 384 ( 3.4) 
1795 140 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 16.657 9.605 (57.7) 2.697 (16.2) 1 ( 0.0) 
② 1 量入
大麻（100 shiooounds) 木材（1.000ti悶 s) 鉄 (100shioooun也）
総量 プロイセン ロシア 総量 プロイセン ロシア 総量 スウェーデン ロシア
1787 203 35 (17.2) 167 (82.3) 534 87 (16.3) 437 (81.8) 401 367 (91.5) 28 ( 7.0) 
1788 664 68 (10.2) 593 (89.3) 405 44 (10:9) 331 (81.7) 469 345 (73.6) 122 (26.0) 
1789 349 55 (15.8) 293 (84.0) 309 21 ( 6.8) 282 (91.3) 470 355 (75.5) 101 (21.5) 
1790 317 29 ( 9.1) 288 (90.9) 81 18 (22.2) 63 (77.8) 211 164 (77.7) 47 (22.3) 
1791 237 5 ( 2.1) 229 (96.6) 194 20 (10.3) 174 (89.7) 109 62 (56.9) 43 (39.4) 
1792 153 3 ( 2.0) 150 (98.0) 113 15 (13.3) 98 (86.7) 58 31 (53.4) 27 (46.6) 
1793 。 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 5 0 ( 0.0) 5 (100 ) 6 6 (100) 0 ( 0.0) 
1794 。 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 18 0 ( 0.0) 2 (11.1) 2 0 ( 0.0) 。（ 0.0) 
1795 。 0 ( 0.0) 。（ 0.0) 7 1 (14.3) 0 ( 0.0) 43 41 (95.3) 0 ( 0.0) 
典拠） H. C. Joh組問i,Shipping and Trade between t舵 BalticArea and Western Europe 1784・95,Oden民 1983,Appendix. 
内産業を育成する観点から、 1791年 2月 12日の一般関税法はヴ、エルジェンヌ時代の互恵通商路線
を廃棄し、コルベール時代の高率保護関税を復活する一方、人権宣言の精神とは裏腹に植民地支配
も温存し、本国経済に従属的な西インド貿易を維持した。続く第一共和制は、 1793年 2月の英仏
開戦に対応するべく通商規制を強化し、まず同年3月 1日の輸入禁止令・ 5月 19日の追加条項は、
敵国との通商条約の廃棄、繊維・金属製品の輸入制限（製造国不問）、原料輸入の許可（敵国産品
除く）によって実質的にイギリス製品を駆逐し、また同年 10月 9日のイギリス製品追放令は名実
ともその輸入・使用を規制した。他方、同年 9月 21日の航海条令・ 10月 18日の追加条項は第三
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国商船の入港禁止、外国商船への差別的港湾使用料によって英蘭両国の海運活動を撹乱している。
｛めさらに戦略的な制裁措置としては、開戦直後 1793年 2月より自国領内に停泊する敵国商船の国
外出港を禁止したほか、同年5月9日には敵国との通商活動に従事する公海洋上の中立船舶にも傘
捕活動を開始した。並行して革命政権は、 1793年 1月にエジプト代理商マガロンをカイロ領事に
任命し、スエズ経由インド貿易を画策したが、その反面、フランス南部の地方反乱・連邦主義を弾
圧するなか、 1794年 12月21日の法令ではマルセイユの自由貿易特権を剥奪している。｛勾
続く総裁政府は、 1795年のパーゼル条約を端緒としてヨーロッパ貿易を漸次回復したが、対英
戦争の継続に対処するべく通商規制は一層強化し、 1796年 10月 31日の法令では純粋なイギリス
製品に加えてイギリス通商活動に由来するあらゆる産品（英領植民地の産品、イギリス原料使用の
製品）の輸入を禁止した。また、 1796年の米仏断交に伴い 1797年 3月2日より敵国商品を輸送す
るアメリカ商船を牟捕する一方、同年7月2日にはイギリス通商に従事する全ての中立商船を傘捕
し、イギリスへの経済封鎖を拡充した。並行して新規市場の開拓も模索され、 1795年 10月にはエ
ジプト特使デュボワ・テンヴイユ Dubois-Thainvilleが通商条約を交渉する一方、 1796年にはブカレ
スト領事フルリーが黒海経由のルーマニア貿易、さらには仏領ベルギーを起点とするライン・ドナ
ウ経由のルーマニア貿易を提唱している。こうしたなか 1797年のカンポ・ブオルミオ条約＝イオ
ニア獲得は、バルト海経由の英露貿易に対抗したイオニア経由レヴァント貿易、あるいはイギリス
東洋貿易と競合するレヴァント経由東洋貿易に向けて新たな展望を示したと言えよう。（め
革命戦争の勃発に伴う通商規制・海上封鎖の結果、 18世紀を通じて上昇してきたフランス海外
貿易は半減し、なかでも海上輸送の安全を前提とする西インド貿易、敵国イギリスとの貿易が途絶
する一方、対仏包囲に荷担するロシアとの取引総額も急落し（表I-1)、1792- 93年を画期と
してズンド海峡経由の仏露通商はほぼ消滅している（表I-3）。とはいえバルト海貿易を中継す
る衛星国家オランダ・中立諸国（北欧両国・アメリカ合衆国）との取引は輸出・輸入の 30%に達
し、これら第三国を経由する間接貿易・密輸活動としての仏露通商はある程度存続したと推定され
る。｛η他方レヴァント貿易は、 1792年の統計を見る限り、仏土関係の接近を背景として若干の上
昇が認められるものの、その拠点都市マルセイユに対する通商規制、イオニア・エジプト進出に対
するオスマン帝国の警戒から戦争末期には 18世紀史上の最低水準まで下落している。
② イギリス
イギリスは 1763年のパリ条約によって北米・インド支配を確立する一方、 1766年の英露通商条
約・最恵国待遇条項によってバルト海経由のロシア貿易を掌握し、なかでも商船・海軍整備に必要
な船舶用品（大麻・亜麻・木材）・棒鉄の大半はロシア会社RussiaCompanyを通じてロシア市場よ
り調達した（表 I-4）。（め新大陸・バルト海の二大貿易はアメリカ独立戦争・武装中立同盟によ
って危機に直面して以後、ピット政権は代替市場として東洋貿易の拡充に努め 1784年のインド
法によって東インド会社の統制を強化する一方、 1787年には中国使節カスカート Charles Cathcart 
を派遣して極東進出を図った。またエジプト領事ボールドウィン George Baldwinは拡大する東洋
貿易の経路として従来の喜望峰ルートに代わる新たな地中海ルートの開拓に注目する一方、 1787
-90年の枢密院・レヴァント貿易調査委員会はレヴァント会社LevantCompanyの現状とともにエ
ジプトの市場・戦略価値を調査している。（9）他方、商務院総裁ジェンキンソンCharlesJenkinsonは
重商主義体制に代わる互恵通商政策を志向し、 1786年に英仏通商条約（イーデン条約）の締結に
成功した反面、低迷するレヴ、アント貿易の回復に必要なオスマン帝国との交渉は挫折し、またバル
ト海貿易の後盾であった英露通商条約も 1787年をもって満了する。 (10）それでもイギリス海外貿易
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は独立戦争の終結以後、未曾有の発展を遂げ、なかでも新大陸・アジア貿易が輸出・輸入総額の30
- 40 %に達する一方、ヨーロッパ市場ではイーデン条約を背景として西欧・南欧向け輸出が漸増
し、ロシア産品輸入も通商条約の失効にもかかわらず10%近い比重を保った（表I-5）。
1793年 2月の英仏開戦に伴い、フランス革命政権の通商規制・海上封鎖によって貿易活動を撹
乱されるなか、ピット政権は引き続き 1793年の東インド会社特許状改正、北京大使マカートニー
George Mac訂加ey(1792 - 94年）の派遣によって東洋貿易の開拓を図る一方、 1794年よりレヴァ
ント会社に年間 5000ポンドの補助金を給付し、また同年 5月 20日のエジプト通商条約では紅海
・スエズ通行の自由を確保した。｛川また海軍向け木材の確保が急務となるなか、ロシア会社がそ
の手段として英露通商条約の回復を陳情する一方、駐露大使ウィトワース CharlesWhitwor血（1788
- 1800年）はむしろ代替手段としてレヴァント会社の黒海参入を提言したが、その実現には既に
黒海航行権を保持するロシアとの通商協定が必要であった。かくしてバルト海・黒海貿易の両面か
ら英露通商条約の復活を求める声は高まり、上記 1793年 3月のロンドン協定は、政治的には英露
同盟を形成したのみならず、経済的には 1766年の英露通商条約の復活を確認している。 (12)
またフランス通商規制・海上封鎖への対抗措置として、 1793年2月 14日の法令・同年4月4日
の海上戦時公法はフランス船舶・貨物に対する傘捕行為を、同年6月8日の司I令はフランス向け食
糧を輸送する中立船舶への停船・臨検を認め、また同年 11月 6日の訓令は仏領植民地物産の輸入
・仏領植民地向け輸出に従事する中立商船への傘捕活動を開始した。しかし後者の措置は仏領西イ
ンドの貿易活動を媒介してきたアメリカの抗議を招いたため、 1794年 1月 8日の訓令はヨーロッ
パ以外の中立諸国を迂回するフランス植民地貿易を当該諸国の再輸出貿易とみなして容認し（迂回
貿易 circuitousvoyage・中断貿易の原則 brokenvoyage principle）、フランス本国・植民地を直結する
貿易活動の中継のみ規制するにとどめた。また 1796年の仏西同盟・イタリア侵攻＝地中海封鎖に
対処するべく、 1797年の航海条令改正はレヴァント会社にオスマン領外との取引を、また同盟諸
国にイギリス地中海貿易の中継活動を認めた。さらに 1797年の仏填講和＝対仏同盟の崩壊に伴い、
1798年 1月8日の訓令は、一転してイギリス・中立諸国と仏領植民地との直接貿易の中継を認め、
仏領熱帯産品のイギリス・中立諸国向け輸送を誘導、フランス向け輸送の撹乱を図った。｛日｝
全体として 1790年代のイギリス海外貿易は、干渉戦争の展開に伴い西欧・南欧貿易を縮小した
とはいえ、対仏同盟・英露条約の後盾によってバルト海経由の北欧・東欧貿易を維持したほか、東
表 1-4
D 大麻 径 12インチ以上）
北米
825 (28.2) 
455 (16.9) 
656 (13.9 
ス勺ェーヂン
21,066 (49.9) 
18,218 (38.8) 
（表 I-5）。
1880 -89 I 110.229 <100> I 138.746 (81.2) I I 1180 -89 I 48.436 (loo) I 17.345 (35.8) I 29.937 C6I.8) 
典拠）大麻・亜麻は、 H.H.K却Ian，“Russia’SImpact on the Industrial Revolution in Great Britain d町ingthe Second Half 
of白e18白 Cen加ry:The Si伊ificanceof International Commer明”， Forschungenzur osteuropiiischen Geschichte, Bd. 29, 
1981, pp. 51・52.木材は、 H.S. M. Kent, War and Trade in Northern Seas: A噌lo・Sc，伺 dinavian&onomic Relations in 
the Mid-18th Ce.，蜘ry,c翻伽idge,1973, p. 181.棒鉄は、 K.・G.Hildebra叫“Forei伊 Marlee匂島rSwedish Iron in白e
18th Century", Sctu.凶＂navian&onomic Histoy R側 ・ew,V。i.6, 1958, pp. 10, 33. 
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表1-5 イギリス海外貿易：主要市場内訳
① i 省出
総額 フランス オフンダ ドイツ諸邦 パノレト海世界
プロイセン デンマサ スウェ】デン ロシア
1787 16,870 (100) 987 (5.9) 2,127 (12.6) 1,318 ( 7.8) 94 (0.6) 268 (I.6) 70 (0.4) 308 ( 1.8) 
1788 17,472 (100) 1,260 (7.2) 2,164 (12.4) 1,473 ( 8.4) 146 (0.8) 267 (1.5) 62 (0.4) 358 ( 2.0) 
1789 19,341 (100) 1,290 (6.7) 2,802 (14.S) 1,625 ( 8.4) 152 (0.8) 297 (I.S) 76 (0.4) 309 ( 1.6) 
1790 20,120 (loo) 872 (4.3) 2,324 ( 11.6) 1,695 ( 8.4) 113 (0.6) 262 (1.3) 64 (0.3) 454 ( 2.3) 
1791 22,732 (100) 1,131 (5.0) 2,296 (10.1) 1,890 ( 8.3) 135 (0.6) 355 (1.6) 15 (0.3) 573 ( 2.5) 
1792 24,905 (100) 1,228 (4.9) 2,548 ( 10.2) 2,139 ( 8.6) 167 (0.7) 313 (1.3) 116 (0.5) 801 ( 3.2) 
1793 20,390 (100) 229 (1.1) 2,393 (11.7) 2,483 (12.2) 175 (0.9) 291 (1.4) 76 (0.4) 321 ( 1.6) 
1794 26,748 (100) 35 (O.I) 2,313 ( 8.6) 5,943 (22.2) 303 (1.1) 489 (1.8) 105 (0.4) 496 ( 1.9) 
1795 27,271 (100) 79 (0.3) 125 ( 0.5) 8,072 (29.6) 360 (1.3) 498 (1.8) 127 (0.5) 862 ( 3.2) 
17% 28,026 (100) 8 (0.0) 354 ( 1.3) 6,238 (22.3) 460 (1.6) 411 (1.5) 116 (0.4) 737 ( 2.6) 
1797 26,316 (100) 674 (2.6) 1,098 ( 4.2) 6,571 (25.0) 470 (1.8) 475 (1.8) 127 (0.5) 科4( 1.7) 
1798 30.219 (loo) 4 (O.O) 665 ( 2.2) 8.073 (26.7) 344 (1.1) 401 (1.3) 47 (0.2) 610 ( 2.0) 
② i 量入
1787 17,804 (100) 577 (3.2) 582 ( 3.3) 598 ( 3.4) 534 (3.0) 128 (0.7) 265 (1.5) 1,662 ( 9.3) 
1788 18,027 (100) 452 (2.5) 489 ( 2.7) 449 ( 2.5) 463 (2.6) 1-27 (0.7) 258 (1.4) 1,916 (10.6) 
1789 17,821 (100) 556 (3.1) 618 ( 3.5) 438 ( 2.5) 434 (2.4) 113 (0.6) 276 (1.5) 1,471 ( 8.3) 
1790 19,131 (100) 605 (3.2) 861 ( 4.5) 603 ( 3.2) 688 (3.6) 150 (0.8) 301 (1.6) 1,710 ( 8.9) 
1791 19,670 (100) 546 (2.8) 1,047 ( 5.3) 716 ( 3.6) 830 (4.2) 182 (0.9) 268 (1.4) 1,549 ( 7.9) 
1792 19,659 (100) 718 (3.7) 934 ( 4.8) 650 ( 3.3) 604 (3.1) 187 (1.0) 339 (1.7) 1,709 ( 8.7) 
1793 19,257 (loo) 121 (0.6) 926 ( 4.8) 794 ( 4.1) 906 (4.7) 206 (1.1) 307 (1.6) 1,804 ( 9.4) 
1794 22,289 ( 100) 1,090 ( 4.9) 796 ( 3.6) 612 (2.7) 210 (0.9) 288 (1.3) 1,789 ( 8.0) 
1795 22,737 (100) 10 (O.O) 124 ( 0.5) 1,021 ( 4.5) 550 (2.4) 154 (0.7) 395 (1.7) 1,858 ( 8.2) 
17% 23,187 (100) 15 (0.1) 317 ( 1.4) 2,082 ( 9.0) 1,304 (5.6) 244 (1.1) 347 (1.5) 2,510 (10.8) 
1797 21,014 (100) 14 (0.1) 540 ( 2.6) 1,576 ( 7.5) 747 (3.6) 135 (0.6) 192 (0.9) 1,708 ( 8.1) 
1798 27.858 (100) 21 (0.1) 609 ( 2.2) 2.092 ( 7.5) 968 (3.5) 176 (0.6) 226 (0.8) 2.417 ( 8.7) 
典拠） M. Kutζa. a. 0., S. 248・249.
表1-6 アメリカ海外貿易：主要市場内訳
1 
総額 イギリス フランス オランダ ドイツ諸邦 バルト海世界
デンマーク ロシア
1790 20,205 (100) 6,300 (31.2) 4,669 (23.1) 1,926 ( 9.5) 478 ( 2.4) 224 (I.I) 
1791 17,572 (100) 6,200 (35.3) 4,299 (24.5) 1,635 ( 9.3) 426 ( 2.4) 4 (O.O) 
1792 21,918 (100) 6,100 (27.8) 4,200 (19.2) 1,750 ( 8.0) 1,116 ( 5.1) 280 (1.3) 5 (0.0) 
1793 26,012 (100) 6,000 (23.1) 4,500 (17.3) 1,800 ( 6.9) 1,806 ( 6.9) 290 (1.1) 6 (0.0) 
1794 29,464 (100) 5,100 (17.3) 4,%8 (16.9) 4,000 (13.6) 3,393 ( 11.5) 300 (1.0) 
1795 47,856 (100) 6,324 (13.2) 7,699 (16.1) 1,917 ( 4.0) 9,655 (20.2) 303 (0.6) 66 (O.O) 
17% 67，侃4(100) 17,153 (25.6) 3,172 ( 4.7) 6,083 ( 9.1) 9,507 (14.2) 422 (0.6) 47 (0.0) 
1797 51,294 (100) 6,637 (12.9) 3,825 ( 7.5) 7,714 (15.0) 9,590 (18.7) 184 (0.4) 3 (0.0) 
61.327 (100) 11 909 (19.4) 1477 ( 2.4 4 714 ( 7.7) 14 563 (23.7 1400 2.3) 60 (0.0) 
23,313 (33.4) 3,671 ( 5.3) 1,330 ( 1.9) 1,663 ( 2.4) 285 (0.4) 1,169 (1.7) 
31,929 (39.2) 1,835 ( 2.3) 0,943 ( 1.2) 2,176 ( 2.7) 465 (0.6) 1,383 (1.7) 
27 ,303 (36.2) 1,539 ( 2.0) 2,405 ( 3.2) 2,756 ( 3.7) 343 (0.5) 1,418 (1.9) 
1798 I 68.552 <100) I 17.331 (25.3) 1.057 ( 1.5) 1.757 ( 2.6) 3.739 ( 5.5) 226 (0.3) 1.007 (1.5) 
典拠） M. Kutζa. a. 0., S. 259・263. ※西インドの「その他Jはスペイン領・オフンダ領・デンマーク領・スウ
③ アメリカ
密輸拠点ボストンの商業資本は、既に英領時代から本国政府の通商規制＝＝航海条例を無視してバ
ルト海貿易の中継活動、なかでも仏領西インド・南欧諸国・ロシアを結ぶ三角貿易に従事し、①仏
領西インドからフランス南部・イベリア両国、又はオランダ・ハンブルクへと熱帯産品を輸出する
小計
740 ( 4.4) 
833 ( 4.8) 
834 ( 4.3) 
893 ( 4.4) 
1,138 ( 5.0) 
1,397 ( 5.6) 
863 ( 4.2) 
1,393 ( 5.2) 
1,847 ( 6.8) 
1,724 ( 6.2) 
1,516 ( 5.8) 
1402 ( 4.6) 
2,589 (14.5) 
乙764(15.3) 
2,294 (12.9) 
2,849 (14.9) 
2,829 (14.4) 
2,839 (14.4) 
3,223 (16.7) 
2,8”（13.0) 
2,957 (13.0) 
4,405 (19.0) 
2,782 (13.2) 
3.787 (13.6) 
小計
271 (1.3) 
303 (1.7) 
351 (1.6) 
356 (1.4) 
340 (1.2) 
393 (0.8) 
487 (0.7) 
187 (0.4) 
1.562 (2.5) 
1,503 (2.2) 
1,908 (2.3) 
1,905 (2.5) 
1.277 (1.9) 
ェー デン領。
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(1.000ポンド：公式価格
イベリア諸国 地中海世界 アメリカ 西インド
ポルトガル スペイン イタリア オスマン 合衆国 （英領）
603 (3.6) 575 (3.4) 739 (4.4) 100 (0.6) 2,014 (11.9) 1,733 (10.3) 
722 (4.1) 678 (3.9) 745 (4.3) 48 (0.3) 1,886 (10.8) 1,766 (10.1) 
733 (3.8) 677 (3.5) 730 (3.8) 134 (0.7) 2,525 (13.1) 1,764 ( 9.1) 
566 (2.8) 667 (3.3) 891 (4.4) 113 (0.6) 3,432 (17.1) 1,986 ( 9.9) 
688 (3.0) 673 (3.0) 1,047 (4.6) 189 (0.8) 4,225 (18.6) 2,649 ( 1. 7) 
755 (3.0) 811 (3.3) 963 (3.9) 274 (1.1) 4,271 (17.1) 2,922 (11.7) 
583 (2.9) 503 (2.5) 544 (2.7) 45 (0.2) 3,515 (17.2) 2,695 (13.2) 
591 (2.2) 653 (2.4) 611 (2.3) 118 (0.4) 3,860 (14.4) 3,633 (13.6) 
709 (2.6) 471 (1.7) 864 (3.2) 150 (0.6) 5,254 (19.3) 2,461 ( 9.0) 
870 (3.1) 559 (2.0) 752 (2.7) 133 (0.5) 6,054 (21.6) 3,223 ( 11.5) 
710 (2.7) 7 (0.0) 116 (0.4) 24 (0.1) 5,057 (19.2) 3,144 (11.9) 
924 (3.1) 217 (0.7) 57 (0.2) 5.580 (18.5) 5.198 (17.2) 
600 (3.4) 803 (4.5) 855 (4.8) 192 (1.1) 894 ( 5.0) 3, 783 (21.2) 
617 (3.4) 811 (4.5) 663 (3.7) 183 (1.0) 1,024 ( 5.7) 4,088 (22.7) 
697 (3.9) 604 (3.4) 850 (4.8) 223 (1.3) 1,050 ( 5.9) 3,906 (21.9) 
747 (3.9) 738 (3.9) 973 (5.1) 249 (1.3) 1,191 ( 6.2) 3,891 (20.3) 
874 (4.4) 733 (3.7) 1,020 (5.2) 178 (0.9) 1,194 ( 6.1) 3,691 (18.8) 
978 (5.0) 908 (4.6) 1,070 (5.4) 291 (1.5) 1,039 ( 5.3) 4,183 (21.3) 
482 (2.5) 490 (2.5) 621 (3.2) 185 (1.0) 904 ( 4.7) 4,392 (22.8) 
714 (3.2) 760 (3.4) 707 (3.2) 325 (1.5) 626 ( 2.8) 4,783 (21.5) 
849 (3.7) 1,008 (4.4) 597 (2.6) 84 (0.4) 1,352 ( 5.9) 4,099 (18.0) 
678 (2.9) 
525 (2.5) 
705 (2.5) 
イベリア諸国
3,272 (16.2) 
2,341 (13.3) 
2,788 (12.7) 
2,698 (10.4) 
2,993 ( 10.2) 
3,026 ( 6.3) 
1,912 ( 2.9) 
2,337 ( 4.6) 
3.097 ( 5.0) 
4,486 ( 6.4) 
3,481 ( 4.3) 
3,677 ( 4.9) 
2.478 ( 3.6) 
826 (3.6) 375 (1.6) 150 (0.6) 2,081 ( 9.0) 3,967 (17.1) 
518 (2.5) 98 (0.5) 105 (0.5) 1,176 ( 5.6) 4,309 (20.5) 
354 (1.3) 145 (0.5) 42 (0.2) 1.783 ( 6.4) 5.419 (19.5) 
地中海世界 西インド諸島
139 (0.7) 
200 (1.1) 
336 (I.5) 
472 (1.8) 
379 (1.3) 
1,693 (3.5) 
1,724 (2.6) 
1,000 (1.9) 
1.692 (2.8) 
319 (0.5) 
268 (0.3) 
852 (1.1) 
726 (1.1) 
英領 仏領
2,953 (14.6) 
2,353 (13.4) 
2,092 ( 9.5) 1,475 ( 6.7) 
2,431 ( 9.3) 2,550 ( 9.8) 
2,058 ( 7.0) 
2,635 ( 5.5) 4,955 (10.4) 
5,447 ( 8.1) 8,409 ( 12.5) 
2,149 ( 4.2) 8,565 (16.7) 
4.256 ( 6.9) 5.317 ( 8.7) 
2,635 < 3.8) I 15,152 <22.6) 
6,302 < 1.1> I 15,744 (19.3) 
3,045 < 4.o) I 14,o3o (18.6) 
2.926 < 4.3) I 15,380 <22.4) 
その他
59 ( 0.3) 
1,175 ( 5.4) 
3,139 (12.1) 
5,202 (17.6) 
6,425 (13.4) 
10,581 (15.8) 
10,360 (20.2) 
10. 169 (16.6) 
7,282 (10.4) 
8,931 (11.0) 
9,263 (12.3) 
12.006 (17.5) 
東インド
1,551 ( 9.2) 
1,431 ( 8.2) 
1,957 (10.1) 
2,386 (11.9) 
2,272 (10.0) 
2,438 ( 9.8) 
2,722 (13.3) 
2,9ヨ5(10.9) 
2,383 ( 8.7) 
2,377 ( 8.5) 
2,288 ( 8.7) 
1.146 ( 3.8) 
3,431 (19.3) 
3,454 (19.2) 
3,350 (18.8) 
3,150 (16.5) 
3,699 (18.8) 
2,672 (13.6) 
3,4卯（18.2)
4,458 (20.0) 
5,761 (25.3) 
3,373 (14.5) 
3,942 (18.8) 
7.627 (27.4) 
小計
2,953 (14.6) 
2,412 (13.7) 
4,742 (21.6) 
8,120 (31.2) 
7,260 (24.6) 
14,015 (29.2) 
24,437 (36.4) 
21,074 (41.1) 
19. 742 (32.2) 
25,669 (36.8) 
30,977 (38.0) 
26,338 (34.9) 
30.312 (44.2) 
27 
一方、②南欧・西欧諸国で直接・間接に購入したフランス者修品・地中海産品をバルト海市場へと
再輸出、③ノ〈ルト海市場からアメリカ向けロシア棒鉄・大麻を輸入している。こうした三角貿易は
独立戦争期に米仏同盟・武装中立同盟の支援を受け、戦後ヨーロッパ貿易が合法化されるに伴い、
従来の拠点ボストンに加えてセイラム・ニューヨーク・プロヴィデンスの商船も参入した。（附
28 武田元有：フランス革命・ナポレオン戦争とロシア南下政策
対仏戦争の勃発に際して、ワシントン政権は 1793年 4月の中立宣言によって軍需物資の対仏輸
出を規制した反面、アメリカ商船の中継貿易を維持するため民間物資の取引は認めた。これに対し
てピット政権は 1793年 1月の訓令によって中立船舶のフランス植民地貿易を禁止したため、アメ
リカ商船は自衛手段として東岸諸港を経由する間接取引の形態で当該貿易を継続し、またワシント
ン政権も制裁措置として 1794年 3月の「出港禁止法JEmbargo Act ( 60日期限）を公布、イギリ
ス向け食糧輸出を停止する。以後アメリカ商船は、中立国としての立場を利用しつつ、交戦国相互
の、あるいは交戦国・中立国の通商関係を媒介し、輸出総額は 1793-96年において3倍に成長し
ている（表 I-6）。バルト海貿易の比重は低いが、仏領西インド・南欧諸国との安定取引を背景
として、熱帯産品のデンマーク向け輸出・ロシア船舶用品の輸入とも上昇を続けた（表 I-7）。｛防）
米英対立は同年 1 月のジェイ条約によって終息するが、当該条約はイギリスの主張に基づいて
船舶用品の対仏輸出、及び仏領西インドとの通商関係を禁止する一方、フランス総裁政府も 1796
年の米仏断交に伴い 1797年 3月からアメリカ商船の中継貿易を規制したため、仏領熱帯産品の対
仏輸出を前提とするアメリカ商船のバルト海貿易は大幅に動揺することになった。このためアメリ
カ商業資本はジプラルタル海峡経由の南欧貿易、なかでも地中海貿易を中継する填領トスカーナ大
公園の自由港市リヴォルノ Livomo（レグホンLeghorn)＝「南欧のライプツイヒjへの輸出貿易を
開始する一方、ワシントン政権も 1795年 9月にアルジエリアと、 1796年 1月・ 1797年 1月にト
リポリと、続くアダムズ政権も 1797年8月・ 1799年3月にチュニジアと友好・通商条約を締結し、
北アフリカ海賊からアメリカ商船の安全を確保した。また 1798年にはフランス向け獣脂輸出に従
事してきたボストン商人アップルトン百lomasAppletonが初代リヴォルノ領事に着任している。以
上は、新たにリヴォルノを一角に組み込むバルト海貿易の試みとして、あるいは地中海経由のオス
マン通商、さらにはオスマン経由の黒海通商への一歩として注目されよう。州
表I-7 アメリカのバルト海貿易：主要品目の相手市場
① l 量出 （砂糖・コーヒー・煙草： 1.側デンマサ・1イル／ラム：約グスヘバ）
砂糖 フム コーヒー 煙草
計 デンマーク ロシア 計 デンマーク 計 デンマーク 計 デンマーク
1791 276 276(100.0) 433 433 (100.0) 10 10(1仰.0) 668 597 (89.4) 
1792 160 160(100.0) 3,959 3,695 (93.3) 66 39 (59.1) 1,717 1,503 (87.5) 
1793 1,006 573 (57.0) 226 (22.5) 2,006 2，侃6(100.0) 371 326 (87.9) 607 601 (99.0) 
1794 1,687 1,314 (77.9) 373 (22.1) 774 609 (78.7) 267 257 (96.3) 
1795 940 741 (78.8) 180 (19.1) 923 861 (93.3) 1,367 1,036 (75.8) 249 222 (89.2) 
1796 533 322 (60.4) 8 ( 1.5) 1,842 1,750 (95.0) 552 527 (95.5) 1,019 90企（88.5)
1797 182 178 (97.8) 2,012 2,012 (100.0) 243 243 (100.0) 307 307(100.0) 
1798 3.276 3.262 (99.6} 2.096 2.087 (99.6} 1.428 1.428(100.0) 250 250(100.0) 
② l 自入 （鉄・大麻・舗萄：シァプポンド／帆布：反＝ 31.4m 
鉄 大麻 帆布 縄類
計 ロシア 計 ロシア 計 ロシア 計 ロシア
1791 5,730 5,407 (94.4) 8,931 7,433 (83.2) 6,548 5,306 (81.0) 
1792 16,129 13,185 (81.7) 12,377 11,218 (90.6) 16,985 15,007 (88.4) 5 
1793 22,055 18,655 (84.6) 19,383 16,583 (85.6) 16,832 13,356 (79.3) 303 303(100.0) 
1794 29,603 24,870 (84.0) 28,460 24,480 (86.0) 30,772 25,373 (82.5) 566 533 (94.2) 
1795 26,968 21,431 (79.5) 17,780 14,503 (81.6) 16,670 11,961 (71.8) 2,669 2,450 (91.8) 
1796 37,591 32,744 (87.1) 23,294 19,880 (85.3) 14,261 11,529 (80.8) 4,573 4,182 (91.4) 
1797 15,690 11,385 (72.6) 9,623 9,139 (95.0) 8,232 7 ,884 (95.8) 1,280 1,259 (98.4) 
1798 17.757 14.575 (82.1) 22.169 17.618 (79.5) 47.227 35.478 (75.1) 1.703 868 (51.0) 
典拠） A. R踊ch，“Ameri倒 iTrade in the Baltic, 1783・1807’＇，ScandinavianEconomic History Review, Vol. 13, 1965, pp. 
43・46,5（ト54.
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④ ロシア
18世紀のロシア海外貿易はズンド海峡経由のバルト海貿易を動力として成長を続け（図 I-1）、
エカチェリーナ二世時代には 1766年の英露通商条約＝イギリス商人への最恵国待遇を挺子として、
船舶用品（大麻・亜麻・木材）・棒鉄のイギリス向け輸出、イギリス羊毛製品・英領植民地産品の
輸入を加速し（図 I-2・表 I- 7）、イギリス重商主義体制の重要な一角を構成した。（Iη 他方、1768
- 74年の露土戦争・ 1774年のキュチュク・カイナルジ条約によって黒海北岸（ドニエプル＝プ、グ
ノヴォ・ロシア
河間）の領有と黒海の自由航行を実現するに伴い、新ロシア総督ポチョムキン（1775- 91年）は
南部ステップの植民活動を進める一方、（時） 1778年にドニエプル河口の港湾都市ヘルソン阻ierson
を建設し、黒海経由の穀物輸出が勃興する。（問折しもアメリカ独立戦争・イギリス海上封鎖によ
ってイギリス市場に偏重する貿易構造の脆弱性が露呈するなか、イギリス商業資本の独占体制から
脱却した新たな市場関係の構築は急務となり、商業参議会長官A ・R ・ヴォロンツオフ Alexander
Romanovich Vorontsov ( 1773 - 94年）は 1780年の武装中立同盟によって米仏同盟との通商活動を
奨励する一方、 1782年の関税改革ではイギリス商人の特権を制限した。側また仏露貿易の経路と
して、イギリス海上覇権の及ばない黒海・地中海ノレートの開拓に注目し、 1784年の勅令では黒海
三港（ヘルソン・セヴァストポリ・テオドシア）を全ての外国商人に開放している。（21）通商条約
体系も再編され、 1783年の蕗士通商条約が英仏商人と対等な通商特権（通過貿易への低率関税）
を確保し、オスマン領土＝海峡経由の通商活動を保全する一方、 1785年の填露通商条約は黒海・
ドナウ河の自由航行を確認してヘルソンの中継機能を強化し、さらに 1787年の仏露通商条約はフ
(2009) 第 6号鳥取大学教育センタ一紀要
図1-2 ロシアの英仏貿易
（左： 1,000ポンド・右： 1,000！） ヴール）
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典拠） J. Newman，“Russian Foreign Trade, 1680・1780:
The British Contribution”， Ph. D. dissertation, University 
of Edinburg, 1985, pp. 342・343;A. Kahan, The Pl，仰心
the Hammeπ・and the Kn仰 t:An Economic History of 
Eighteen／，かCenturyRussia, Chicago, 1985, pp. 164・165,
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ランス商人への最恵国待遇を認めた反面、同年をもって 1766年の英露通商条約は失効する。（22)
革命前夜においてイギリスは依然としてロシア最大の相手市場であったが、それでもフランスは
麻類・木材輸出の 10%、棒鉄輸出の5%を、また葡萄酒・植民地物産輸入の 50%前後を占めたほ
か、南欧諸国（イベリア両国・地中海諸国）が船舶用品・穀物の仕向け先・熱帯産品の調達市場と
して成長したことは注目される（闘 1-2・表I-7）。また新ロシアへの入植が進んだ結果（表
Iー 8）、南部ステップを後背地とする黒海諸港の貿易活動も着実に成長している。とはいえ揺筆
期における黒海貿易の地位はなお低く、 1780年代のタガンローク・ヘルソン両港の取引規模はそ
表 1-7 ロシア海外貿易（バルト海経由）：主要品目の相手市場
①輸出
a ）大麻・亜j
総量 イギリス オランダ フランス
203,364 (100) 117,685 (57.9) 37,461 (18.4) 10,339 ( 5.1) 
271,173 (100) 150,569 (55.5) 32,292 (11.9) 27,949 (10.3) 
330,267 (100) 181,868 (55.1) 27,261 ( 8.3) 36，胤 (IIぺ4,950 
376.600 (100) 254 083 (67.5) 18.833 ( 5.0) 11.467 ( 3.0) 43.767 (11.6) 15.150 
オランダ
426 (45.4) 
577 (44.6) 
485 (26.4) 
‘ 
）｜ 274 (18.5) I 57 ( 3.8 
c）棒鉄
総量 イギリス オランダ フランス 南欧諸国
129,396 (100) 107,633 (83.2) 6，卯4(5.3) 3,692 (2.9) 
210,268 (100) 174,592 (83.0) 4,908 (2.3) 8,379 (4.0) 
223,205 (100) 190,792 (85.5) 3,038 (1.4) 8,867 (4.0) 2,950 (1.3) 
234.950 (100) 197 950 (84.3) 1.817 (0.8) 1.950 (0.8) 16.200 (6.9) 15.533 (6.6) 
Oast 
総量 イギリス オランダ フランス イベリア ハンザ都市
6,884 (100) 3,496 (50.8) 180 (2.6) 427 ( 6.2) 1,829 (26.6) 
17,390 (100) 10,870 (62.5) 349 (2.0) 550 ( 3.2) 1,7判（10.0)
9,797 (100) 139 (1.4) 3,995 (40.8) 67 (0.7) 1,100 (11.2) 972 (9.9) 
21.254 (100) 467 (2.2) 16 139 (75.9) 211 (I.O) 2.652 (12.5) 1.192 (5.6 
②輸入
a）櫨緯拠品
羊毛製品 その他のi
総量 イギリス オランダ 総量 イギリス
21,070 (100) 18,136 (86.1) 2,896 (13.7) 3,965 (100) 996 (25.1) 
26，栃6(100) 22,962 (85.5) 3,864 (14.4) 13,847 (100) 4,785 (34.6) 
22.383 (100) 21.330 (95.3) I.015 ( 4.5) 12.195 (loo) 5.554 (45.5) 
ハンザ都市 フランス イベリア
45 (1.7) 2,293 (87.0) 41 ( 1.6) 
89 (2.1) 2,918 (70.3) 840 (20.2) 
22 (0.4) 3,071 (54.6) 1,895 (33.7) 
85 C I.9) I 48 (1.1) 1.274 (27.9) 2.276 (49.9) 
c i盈島地産品
オランダ
1,144 (32.3) 
1,749 (27.4) 
696 ( 9.8) 
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れぞれ40万ループリ前後にとどまり（表 I-9）、仮に両港合算で黒海諸港の輸出・輸入規模を年
間 100万ループリ程度と見積もったとしても、当該期のロシア輸出・輪入年額2,000万ループリ（図
I -1)に対する比重は 5%程度にすぎない。穀物輸出の動向を見ても（表 I-10①）、 1780年
代における平均総量395,300チェトベルチのうち、バルト海諸港がその 80%に相当する 314,400チ
ェトベルチの水準を維持したのに対して、黒海諸港はわずかに 14,500チェトベルチ、比重にして
全体の 3.7%にとどまった。しかし注目するべきはむしろその販路にある。すなわち、バルト海諸
港の場合、 1780年代の穀物輸出は専らオランダを対象としたが（表 I-10②）、黒海諸港の場合、
詳細は不明ながら、貿易取引の 60%がオスマン臣民のギリシア商人によって遂行された状況から
判断して（表 I-9）、主にギリシア商人の活動領域である地中海・南欧市場に向かったと推定さ
れる。現に黒海諸港のマルセイユ向け輸出は、 1783年の 160チェトベルチから 1786年の 69,000チ
エトベルチ、 1793年の 162,000チェトベルチへと上昇する一方、バルト海経由のフランス向け輸出
は 2,000チェトベルチの水準にとどまるから、フランス向け穀物輸出に関する限り、その動脈はバ
ルト海ルートから黒海・地中海ルートへ転換したと言える。イギリス重商主義のバルト海貿易独占、
あるいはオスマン帝国の黒海貿易独占に対抗的な仏露貿易の胎動を確認できょう。（劫
続く瑞露戦争・対仏戦争の勃発、とりわけ対仏戦争に伴う各国の海上封鎖・牟捕活動はバルト海
貿易を大幅に撹乱し、 1780年代末－ 90年代前半を通じて主要品目の輸出・輸入規模が減少・停滞
する一方（表 I-7）、ロシア貿易総額は、名目価格こそループリ紙幣の増発・減価によって倍増
したものの、実勢価格では勝着している（図 I-1)。バルト海貿易の閉塞を打開するべく、商業
人
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? ? ，? ???? クリミア
アルメニア商人
73,309 (21) 
60.605 (15 
ロシア商人
38,726 (ll) 
28.592 ( 7 
ヨーロッパ商人
仇4ll( 2) 
40‘882 (10 
1.000 chetvert) 
黒海経由
小計 I 械 ！？イま｜ 小計 i械｜；域！？イま｜ 小計
6.3 I 175.6 (85.9) I 13.3 I 15.4 I 28.7 04.1) I o.o I o.o I o.o I o.o < o.o) 
12.6 I 355.2 (71.4) I 35.0 I 106.9 I 142.0 (28.S) I 0.21 o.o I o.o I 0.2 < o.o) 
27.2 I 314.4 (79.S) I 20.8 I 45.4 I 66.5 06.8) l 14.1 I o.o I 0.3 I 14.5 < 3.7) 
10.31 335.6 (75.8) I 20.9 I o.o I 22.5 < 5.0 177.3 I 4.21 3.21 84.7 09.0 
(chetvert、
オランダ ｜ハンザ都市｜ 北欧諸国 ｜イギリス｜フランス｜ イベリア
1111 -75 I 332,391 ooo> I 205,261 (61.6) I 42,101 <12尉 I3,322 < to) I o <o.o) I 6,3例 Ct.9)I 5,852 c t.s) 
1776 -801 152,858 Ooo) I 93,116 (60.9) I 4,406 < 2.9) I 4,128 < 2.1) I o co.o) I 1,960 CI.3) I 10,212 < 6.7) 
1781 -85 I 229,197 ooo> I 85,211 (37.2) I 25,924 Ctl.3) I 37,474 06.4) I 5,518 C2.4) I 2,113 co.9) I 24,408 oo.6) 
1786 -90 I 88,140 ooo) I 66,553 <15.s) I 4,559 < 5.2) I 4,490 < 5.t) I 2,141位.4)I 2,460 <2.s> I 6,992 < 1訓
1791 -95 I 290.121 000) I 217.021 (74.8) I 16.305 < 5.6) I 4.170 C 1.4) I 5.769 (2.0) I 1.098 (0.4) I 41.200 04.2) 
1加t= 80 bushels = 13.9 ch仰 ertで換算 (1bushel = 36.37リットル、 Ichetvert = 209.21リットル）。
典拠） A.K油an,op. cit., pp. 169・170,172・175;J. Newman, op. cit., pp. 271・273;H. C. Johansen, op. cit., Ap問 idix. 
1761 -70 
1771 -80 
1781 -90 
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参議会長官ヴォロンツオフは対日使節ラクスマンAdamKirikovich L誌smanの派遣（1791年）、キ
ャフタ貿易の再開（1792年）によってシベリア経由極東貿易・アラスカ経由米露貿易の開拓に努
めたが、（24）エカチェリーナ二世は自由主義運動の波及を警戒して開明派のヴォロンツオフを解任
し、むしろ革命政権への経済制裁に専念することになる。まず 1793年 4月 8日の関税改革では盟
邦イギリス・オランダへの規制措置を緩和した反面、フランス製品への輸入関税を引き上げ、同年4
月 26日・ 12月 13日の関税規定ではフランス産品の大半を禁輸品目に指定した。また 1793年 4月
14日（25日）には仏露国交の断絶を受けて 1787年の仏露通商条約を破棄する一方、間前述同年3
月 14日（25日）のロンドン協定では 1766年の英露通商条約を復活し、両当事国・中立諸国にお
けるフランス商船の入港禁止を確認している。すなわちロシアは、先の武装中立同盟ではフランス
の対英戦争＝アメリカ独立戦争を支援するべく交戦国・中立国の相互通商を奨励したのに対して、
今回の英露同盟ではむしろイギリスの対仏戦争＝フランス革命戦争を援助するべく一転して交戦国
・中立国の通商活動を禁止する立場をとったのである。こうしてロシア海外貿易におけるフランス
の地位は激減し、イギリスを主要相手とする市場編成が回復する（図 I-2・表I-7）。（2め
とはいえ、かつての自由主義路線が完全に復活したわけではない占エカチェリーナ二世は、イギ
リス製品の流入による産業危機に加え、先の対土・対瑞戦争に伴う深刻な財政逼迫・通貨混乱が進
むなか、間 1792年の填露同盟・ 1793年の英露同盟では一貫して対仏出兵を留保し、経費節減を試
みたものの、 1795年の英露同盟では脱落したプロイセン兵力を補填するべく陸軍派遣に同意せざ
るを得ず、 1796年の関税改革ではイギリス綿製品・酒類に従価 70%・ 200-300 %の高率関税を
導入し、国家財源の拡充・貿易収支の改善を図っている。対仏包囲の観点から英露関係を回復した
とはいえ、イギリス通商利害から脱却した独自の政策路線を維持したことが留意されよう。側
対照的に露土戦争の展開は、一時的には黒海貿易を遮断したものの、長期的には 1792年のヤッ
シ一条約に伴う黒海北岸の領土拡張、オスマン要塞オチャコフ Ochakov・ハジベイ Hadjibeyの接収
によって南部農業・黒海貿易のさらなる発展に貢献している。まず新ロシア総督ツヴオフ（1793
- 96年）はブグ＝ドニエステル河聞の植民活動を進め、優遇条件の保証・自由身分の付与を挺子
に国内農奴の移住を促したのみならず、海外移民（バルカン農民・ドイツ少数宗派・フランス亡命
貴族）の入植を図った。また女帝は 1794年に要塞ハジベイを解体して港湾都市オデッサ Odessaの
建設に着手したが、岡市はブグ＝ドニエストル河口から一定の距離を保つため、河川輸送の便宜を
享受しつつも河口都市ヘルソンに顕著な砂州堆積の弊害は無く、また断崖絶壁に面するためアゾフ
海諸港とは異なって大型船舶の着岸に十分な水深があり、しかもどの既設諸港よりも南方に位置す
るため結氷期間も 12月中旬ー 1月上旬の最短にとどまり、黒海貿易の拠点都市としての発展が期
待された。女帝はナポリ出身の将校リパス DonJoseph de Ribぉ・オランダ人技師ヴォランドFranz
de Volandを派遣して都市整備を進める一方、 1792年の勅令では入植市民に対する 6年の免税措置
を、 1795年の勅令では信仰宗派の自由・宗教団体の組織を認め、黒海通商に精通するギリシア商
人の吸引に努めた。オデッサ人口は 1795年の 2,300人から 1797年の 4,000人、 1802年には 9,000
人へと増大したが、なかでもギリシア商人の移住が進み、 1799年の時点で岡市に居留する商人208
／名のうち、その 60%に相当する 126名が外国商人、とりわけギリシア商人を筆頭とするオスマン
臣民であった。ギリシア商人は内陸の穀作農民に対する資金前貸を通じて生産過程を掌握、輸出向
け穀物を調達する一方、消費市場たるオスマン帝都・祖国エーゲ海沿岸における人脈・取引関係を
通じて輸出販路も確保し、オデ、ッサの南欧向け穀物輸出を牽引することになる。｛均
しかし露土戦争に続く対仏戦争の発生は、一方ではバルト海貿易を撹乱して代替経路としての黒
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海貿易の存在価値を高めた反面、他方では仏露通商条約を解消して輸出販路としてのフランス市場
を喪失せしめることになった。現に黒海諸港の穀物輸出は、露土戦争での低迷を経て、戦後の 1793
年には主要 4港合計で 134,352チェトベルチまで上昇したものの、仏露断交に続く 1794年には 4
港とも輸出を縮小し、 63142チェトベルチまで急落している（表 I-11）。黒海貿易の有望な仕向
け先として期待されたフランスに代わる販路が模索されるなか、上記 1793年のロンドン協定によ
って復活した英露通商条約は、バルト海貿易における旧来のイギリス商人の通商特権を回復すると
同時に、これまでフランス商人に対してのみ承認してきた黒海・アゾフ海諸港での関税特権をイギ
リス商人に適用することを確認している。かくしてバルト海貿易と同じく黒海貿易においても、一
時試みられた仏露通商の開拓は放棄され、再び英露貿易の振興が追求されたのである。｛拘
1790年代の黒海貿易を概観すれば、まず新興都市オデッサの貿易活動は着実に上昇し、船舶寄
港は 1794年の 7隻から 1795年の 39隻、 1796年の 86隻へと拡大する一方、 1795ー 1800年におい
て輸入総額は 43,000ループリから 260,000ループリへと 6倍に、輸出総額は 25,000ループリから
290,000ループリへと 10倍以上に急増した（表I- 12）。とはいえ 1790年代のオデッサ貿易収支
は、都市建設に伴う資材・物資搬入のために一貫して輸入超過・貿易赤字を記録し、また輸入・輸
出の取引規模も伝統的な貿易拠点として機能してきたアゾフ海のタガンロークに及ばず、輸入貿易
で概ね後者の半分程度、輸出貿易では、判明する 1798年の数値を見る限り、わずか 10%にとどま
る。また黒海諸港全体の貿易規模を見れば、 P・ハリヒーは 1793- 97年の輸出・輸入総額の合計
として年間平均 190万ループリという数値を示しており、先に見た 1780年代のタガンローク・ヘ
ルソン両港の輸出・輸入総額 100万ループリ（合計200万ループリ）と比べて大きな変動はない。
むしろ、当該期においてロシア輸出・輸入総額の合計は平均年額 7,690万ループリ（うちバルト海
貿易 7,130万ループリ、白海貿易 370万ループリ）へと倍増したから、結果的にロシア貿易総額に
占める黒海貿易の比重は 1780年代の 5%から 2.5%へと半減したことになる。（31）しかし穀物輸出
の動きを見る場合（表 I- 10①）、バルト海諸港の平均総量は 1780年代の 314,400チェトベルチ
から 1790年代の 335600チェトベルチへと漸増する一方、黒海諸港の輸出総量は 1780年代の
14,500チェトベルチから 1790年代の 84,700チェトベルチへと 6倍に拡大し、穀物輸出に占める割
合は 19.1%まで上昇している。しかもバルト海諸港がライ麦を主力としたのに対して、黒海諸港
は商品価値の高い小麦に特化する傾向があり、 1790年代の小麦輸出に関する限り、バルト海経由
の87,300チェトベルチに対して黒海経由は 877,300チェトベルチに達し、両者はほぼ桔抗した。
墨選直
計 I オチャコフ ！ ヘノレソン ｜ ニコライエブ
44,695 <100) I 8,875 (19.9) I 14,812 (33.t) I 15,682 (35.I) 
134,352 Ooo> I 46,615 (34.7) I 29,399 <2t.9) I 26,010 (19.4) 
1794 I 63.142 <100) I 33.390 (52.9) I 2.758 < 4.4) I 6.511 (10.3) 
典拠）搬出拠点については、 P.HぽUhy,Odessa: A History 1794・1914,Cambridge，陥SS.,1986, p. 6. 
I -12 黒海諸港の海外貿易 （ルー プリ
タガンローク ｜ オデッサ
輸出 ｜ 輸入 I 収支 ｜ 輸出 ｜ 輸入 ｜ 収支
1795 I I I I 24,824 I 43，ρ65 I -18,24 I 
17ヲ6I .1 182,744 I I 79,422 I 92,559 I -13,137 
17ヲ7I I 388,788 I I 79,091 I 129.4＇匁 I -so,401 
1798 I 858 
典拠） M. L. H釘v可，‘'TheDe刊 lopmentof Russian Commぽceon the Black S回 andIts Signifi倒防’＇， Ph.D.di路創祖語on,
University of California, 1938, p. 76; P. Herlihy，αたssa,pp. 19, 39; V. Sirotkin, "Le renouvellement en 1802伽回i低 de
cαnmerce企anco-rus田 de1787”，La R附・sieet l’'Eur，句>eXVle-.XXe siec/es, Paris, 1970, pp. 79・80.
34 武田元有：フランス革命・ナポレオン戦争とロシア南下政策
なお新帝パーヴェル一世は、 1797年 4月 5日の賦役制限令に見られる如く、一般に女帝時代の
原則に逆行して貴族特権を縮小したと言われる。（明その反面、女帝時代の積極外交によって逼迫
した国家財政を再建するべく、貿易撹乱・租税負担で疲弊する領主経営の救済に努め、 1797年 2
月 10日（21日）の英露通商条約更新によってバルト海経由イギリス向け輸出貿易を促進する一方、
同年 12月 18日の「貴族振興銀行jの創設によって領主勢力への低利融資・負債軽減を試みたこと
も事実である。｛到しかし露土関係の緊迫を招いた母帝の寵臣ポチョムキン・ツヴオフらの南部開
発には好意を示さず、むしろ新ロシア三県を統合してその名を先帝に因むエカチェリノスラフ県を
抹消する一方、露土戦争によって併合した領土への財政補助を中断、オデッサのギリシア入居住区
を廃止したほか、 1797年 10月 12日の関税改革では黒海諸港に対する 25%の関税免除も撤廃し、
概して黒海・地中海貿易には否定的立場をとった。｛鈍）ただし 1797年のマルタ騎士団に対する保護
宣言は、マルタ島が地中海における穀物貿易の中継基地として機能してきた事実を踏まえる場合、
客観的には黒海経由の穀物輸出を刺激する効果をもったと言えよう。倒
⑤ オスマン帝国
オスマン帝国は「地理上の発見J以後も東西貿易の中継機能を保ち、一方ではカピチュレーショ
ン capi旬lationの付与＝領事裁判権・関税特権の承認を挺子として、ヴェネツィアのほかオランダ
・イギリス商人から新大陸銀・羊毛製品を吸収、東方世界に放出し、他方ではアラブ・アノレメニア
商人の隊商貿易、ペルシア湾・紅海経由の海上貿易を通じて、インドより綿布・香料・染料を、ペ
ルシアより生糸・繊訟を輸入し、西欧世界に転売した（表I-13）。｛%）また帝国領内では、ルーマ
ニア・エジプトを両極とする域内貿易が発達し、ギリシア商人の独占的な黒海貿易によってドナウ
河下流の肥沃なルーマニア穀倉地帯から首都向け穀物の 60%を確保する一方（表I- 14）、エジ
プト商人の東地中海貿易を通じてナイル河口デルタ地帯より食糧・原料を調達し、帝都イスタンプ
ールを中心とする f帝国経済JImperial Economyを構築したのである。聞
こうした自律的な貿易構造は 18世紀後半より急速に変容する。まずヨーロッパ貿易においては、
市場編成においてイギリス・オランダの地位が減少する一方、 1740年のカヒ。チュレーション（最
恵国待遇・ 3%関税）を契機としたマルセイユ商人の台頭が著しく（図 I-3・表 I-13）、 18世
紀中葉には輸出・輸入ともヨーロッパ貿易全体の 50%を占めたほか、 1747年にカヒ。チュレーショ
ンを獲得した填領トスカーナの中継基地リヴォルノの成長も注目される。相手市場の変化に伴い、
輸入品目ではラングドック羊毛製品・仏領西インド産品（砂糖・染料・コーヒー）が、輸出品目で
は小アジア西部・バルカン南部の食糧・原料（羊毛・綿花）・煙草が上昇する一方（表 I- 15）、
I -13 オスマン
1634 
1686 19.0 
のヨーロッパ
オランダ
7.8 
21.0 
リヴオ／レノ！ハプスプルク
12.0 7.0 2.0 
計
100.0 
100.0 
1784 I 36.5 I 18.3 I 9.2 I 12.0 I 24.0 I 100.0 
典拠） B. W. McGow:加， ＆onomiclife加 OttomanEur僻： TaxaJion,1加 feand t舵 Str嚇 'le介 lm叫 1600-1800, 
Cambridge, i981, p. 18; H. Inalcik/ D. Q瑚taert(ed.}, An &onomic and Social History of 1，舵 OttomanE叫がre1300ゐ1914,
Cambridge, 1994, p. 728. 
I -14 オスマン帝国の穀物調達市場（1758年） (I.000キラ）
総計 ｜ 海運組合加盟商人 ｜ 独立商人 ｜政府代理商
小計
1.050 c100) I 1.600 c22.1> I 2.623 (37.2) I uoo (25.5) I 6.423 (91.1) I 47 <o.6) I 580 (8.2) 
典拠） L. G陶er，“GrainSupply of Istanbul in the 1紬印刷ry",C. Isaw:i, The &onomic History of T耐均F1800」1914,
Chiαigo, 1980, pp. 30・31.
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輸出貿易の拠点も、東方物産の窓口で 図1-3 オスマン帝国の英仏貿易
あったシリア・エジプトから綿作・農 （左： 1,000ポンド・右： 1,000リー ヴル）2,000・
業地帯を背後に控える港湾都市スミル
ナ・サロニカ両港へと移行する（表 16
• 17・18）。こうしてヨーロッパ貿易 1一一対フランス輸出
は伝統的な東西中継貿易の一翼として 1,sor .・H ・－－対フランス輸入
の役割を縮小し、なかでも仏土貿易は ~ 
萌芽的な中核・周辺関係＝農工分業体
制の性格を示したのである。四）並行し 1000
て従来帝都に従属してきたバルカン西
南は、今やフランス向け原料供給を拡
大するなか、次第に帝国経済から分離
500 
する傾向を強めたため、オスマン帝国
は東西貿易の中継機能を縮小したエジ
プトから必要物資を調達し、帝国経済
の延命を図ることになった。倒 。
1700 1720 1740 1760 1780 1800 また黒海貿易については、 1774年の 典拠）イギリスについては、 c.Whi伽orth,op. cit., pp. 37・38;A.C.
キュチュク・カイナルジ条約及び 1784 Wood, A History oft，舵 LevantCompo砂， Oxford,1935, pp. 179・180,
年の填士通商条約によってロシア・オ 188, 193.フランスについては、 R Romano，“Documenti e ~rime 
cinsiderazioni intomo alla ≪Balance du commer＇伺》 dellaFrancia dal 
ーストリア商人が黒海貿易に参入した 1716 al 1780＂，品 d in onore di Armando Sapori, Mil四o,1957, p. 
結果、露領ウクライナ・填領ガリツィ 1288; R. Paris, De 1660 a 1789: Le Levant, P組s,1957, pp. 600・601.
アの穀作地帯と南欧の消費市場を連結する殺物貿易が成長し、オスマン帝国の内海であった黒海地
域は今やロシア地中海貿易の通過経路として機能することになった。のみならず 1787-92年の対
露・対填戦争に際してそルダヴィア・ワラキア両国は蕗填軍隊の占領下に置かれ、ルーマニアのオ
スマン軍隊向け兵糧・帝都向け穀物供給は一時途絶している。 1791・92年のシストヴァ・ヤッシ
一条約によってオスマン帝国のルーマニア統治は回復するものの、代価として 1792年の新法はル
ーマニア両国における穀物の強制・無償徴発を廃止し、適正価格での買取を保証したため、オスマ
ン帝国の食糧調達を支えてきたルーマニア穀物貿易の独占体制も大幅に弛緩したのである。｛的
続くフランス革命の勃発に伴い、ヨーロッパ貿易におけるフランスの地位が急落する一方、イギ
リスの比重が漸増し、従来のプランス独占体制は解体する（図 I-3）。また対仏戦争の開始によ
って東欧両国がバルカン問題から後退するに伴い、オスマン政府は首都向け食糧・軍隊向け兵糧供
給を維持するべくルーマニア通商規制を再び強化し、 1793年に家畜輸出を規制する一方、 1794年
には余剰穀物の海外輸出を禁止、帝都向け輸出を義務付けている。しかしルーマニア両国は 1792
年の不作・ 1793年の疫病流行・ 1794年の干魅・ 1795年の厳冬によって穀物生産を縮小したため、
不足部分を填領トランシルヴァニア・ポーランドより輸入して補填せざるを得ず、オスマン支配体
制・貿易統制への不満は高まった。（叫 1795ー 1800年においてバルカン東部＝黒海沿岸はオスマン
穀物輸入の 30%に相当する 150万キラを帝都に供給し、依然最大の食糧基地として機能していた
が、その規模は前述 1750年代における 400万キラの水準・ 60%の比重から絶対的・相対的に半減
し、バルカン西南＝地中海沿岸及びエジプトが全体の 50%を充足している（表 I-19）。
1795年の仏土国交回復に伴い、オスマン海外貿易におけるフランスの地位、とりわけバルカン
50,000 
一一一一対イギリス輸出
対ーイギリス輸入
40,000 
30,000 
， ， ． ?
? ?
? ? ? ?
? 20,000 
10,000 
。
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南部の対仏輸出は再び上昇し（図 I-3・表I-18）、 1797年のカンポ・フォルミオ条約によるイ
オニア諸島の仏領編入はフランスのアドリア経由バルカン市場進出を助長することになる。しかも
1796年におけるフランスのルーマニア領事設置はフランスの黒海貿易を準備する一方、対仏戦争
に伴うイギリス東洋貿易の拡大とスエズ・ルートの志向は、独自の中継貿易を目指すエジプト太守
の分離傾向を刺激し、フランス革命戦争を通じてオスマン帝国経済の動揺は加速したと言えよう。
表I-15 イギリス・フランスのレヴァント貿易：品目構成
bイギリス
1752 -54 
1772 -76 
1790-92 
1.倒的ポンド
94 000 
100 (52.1) 
68 (72.3) 
1752 -54 
1775 
1785 
1789 
計
128 (100) 
146 (100) 
147 (100) 
223 (100) 
強ーーム
生糸
81 (63.4) 
? 、
??
???
??
??
? ? ?
?
?
?
?
? ?
再輸出品
輸出 ｜ 輸入
計 ｜ 毛織物 I 熱帯産品 ｜ 計 ｜ 繊維原料 ： うち綿花
1150 -54 I 14,600 <100) I s,243 (56.5) I 4,745 (32.5) I 21,420 <100) I 11,439 (53.4) : 3,760 c11.6) 
1786 -89 I 16.675 (loo) I 5.767 (34.6) I 8.120 (52.3) I 33‘025 <100) I 19‘145 (58.0) : 9.853 (29.8) 
典拠）イギリスについては、 A.C. Wood, op. cit., pp. 193・194;R. Davis，“English Impo巾伽mthe Middle E邸t1580・
1780", M. A. Cook (edみStudiesin t恥 EconomicHisto.η of t恥 M凶'dieEast from the踏seof Islam to t加 PresentDay, 
Londom, 1970, p. 202; M. Ku民 a.a. 0., S. 250・251；川分圭子「近代英国のレヴァント貿易一一18世紀の衰退につ
いて一一J『史林』第73巻 1990年、 91、93、96頁。フランスについては、服部、前掲書、 301ー302頁。
I -16 ヨーロッパ向け輸出貿易：主要拠点内言
ギリシア ｜ シリア ！ エジプト ｜ 計
1700 5 25 29 100 
1784 I 4 I 32 I 24 I 23 
典拠） B. W. McGowan，伊.cit., p. 28; H. Inalcik/ D. Quataert (edみop.cit., p. 734. 
I -17 フランス向け輸出貿易：主要拠点内訳 (1.000リー ヴル
計 ｜ スミルナ ｜ サロニカ ｜ シリア ｜ エジプト ｜ その他
1111 -211 15,340 <100) I 2,306 (15.o) I 607 < 4.o) I 4,435 (28.9) I 2,494 <16.3) I 5,498 (35.8) 
1124 -28 I 13,580 <100> I 1,806 <13.3) I 689 c 5.0 I 3,806 C28.o) I 1,560 <1 t.5) I 5,119 (42.t) 
1736 -40 I 13,960 <too) I 1,949 <14.o) I 388 < 2.8) I 5,039 (36.1) I 2,011 <14.4) I 4,567 (32.1) 
mo -541 21,420 <100) I 5,089 (23.8) I t,399 c 6.5) I 5,780 <21.0) I 2,532 <11.8) I 6,620 (30.9) 
1765 -691 24,480 <100) I 9,606 (39.2) I 3,351 cn.1) I 5,116 (23.3) I 2,889 <11.8) I 2,918 <11.9) 
1773ー 111 25,160 <too) I 乳142(36.3) I 3,998 <15.9) I 4,258 <16.9) I 3,112 <12.6) I 4,590 <18.2) 
1785 -89 I 32.440 <100) I 14.221 (43.8) I 2.847 < 8.8) I 5.327 (16.4) I 2.863 < 8.8) I 7.182 <22.1 
典拠1)R. Paris, op. cit., pp. 370, 393, 403, 415, 447, 4靴 R.Owen, The Mi必1eEast in the World Economy 1800-1914, 
London, 1981, p. 6. 
I -18 サロニカ
13 100 
1.000ピアストル
計 ｜ フランス向け I I 計 ｜ フランス向け
1100 -18 I 鮒o<100) I 300 (33.3) 1 mo -10 I 3,500 <100> I 1,300 (31.1) 
1122 -37 I 1,100 <100> I 550 C5o.o> 1 1m -11 I 6，側 ooo> I 2,800 (46.7) 
1738 -43 I 1,600 <100> I soo (5o.o> 1 1118 -87 I 1,500 <100) I 2,200 C29.3) 
1744 -49 I 1.450 (100) I 450 (31.0) 1 1786 -oo I 9.500 <100) I 2.500 (26.3) 
典拠） N. Svoronos, Le com附 ・rcede Salon勾ueen XVllle siecle, Paris, 1956, pp. 319, 387; J. R. Lampe/ M. R. Jack釦n,
Balkan Economic History, l 550」1950:From lmperia/ Bon喰・r/andsto D四•e/opi.噌 Nations, Bloomington, 1982, p. 42. 
I -19 オスマン帝国の穀物調達市場（1795ー00年） (1脚キラ
総計 ｜ 黒海沿岸 ｜マルマラ海｜ 地中海沿岸
ルメリア ｜アナトリア｜ エジプト
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〔E〕フランス総裁政府と第二国対仏同盟（1798ー 1802年）
( 1)外交関係
当該段階の国際関係、は、総裁政府のエジプト遠征をめぐる英露・露土同盟の成立、その結果とし
てのロシアの地中海進出をめぐる英露関係の悪化と仏露関係の接近、以上を特質とする。
① エジプト遠征の展開と三国同盟の形成
総裁政府は右派・左派に対する一連のクーデターによって国内支配を確立する一方、 1798年よ
り衛星国家「ローマ共和国J（教皇領）・「ヘルベティア共和国J（スイス）を建設し、イタリア支
配を拡充した。続く対英戦略をめぐって総裁ルーベルReuben及びラ・レヴェリエールLaRevelliere 
がプリテン上陸作戦を計画する一方、イタリア軍司令官ナポレオン・外相タレーランはむしろイギ
リス東方貿易の撹乱・フランス地中海貿易の振興を念頭にエジプト攻略を主張し、総裁政府は 1798
年4月 12日にエジプト派兵を決定、 6月のマノレタ占領を経て、 7月にカイロを制圧する。（I)
フランスのマルタ占領・エジプト遠征は、アメリカの独立以来スエズ経由の東洋貿易を模索して
きたピット政権、及びマルタ騎士団への保護権を主張するパーヴ、エルの警戒を惹起したのみならず、
何よりもエジプトへの宗主権を保持するオスマン帝国の反発を招いた。外相タレーラン・駐土公使
リュファンPierreJean Marie Ruffin ( 1797 -98年）は遠征目的としてマムルーク勢力の駆逐・フラ
ンス商人の保護を強調したものの、イオニア占領に続くエジプト遠征はセリム三世の疑念を払拭で
きず、同年9月2日に仏土戦争が勃発する。かくしてハプスプルク包囲の観点から近世を一貫して
きた仏土両国の友好関係は解体し、東方状勢をめぐる国際関係は新たな時代を迎えた。（2)
仏土関係が緊迫するなか、ピット政権は 1798年7月より駐土公使S・スミス SpencerSmith ( 1795 
- 99年）を通じて英土同盟を交渉する一方、提督ネルソンの艦隊を派兵して同年 8月 1日のアブ
キール海戦に勝利し、同年 12月には軍事顧問団を派遣してオスマン軍隊の改革を支援するなど、
対仏提携に努めた。（3）他方パーヴェルは、フランスのマルタ島占領を契機に従来の中立路線を見直
し、先に更迭したパーレンを近衛隊長・帝都総督に抜擢して対外戦争に備える一方、東方状勢に精
通する駐土大使コチュベイを外務参議会長官（1797- 99年）に、黒海貿易に従事するギリシア商
人トマーラ V鎚ily Tomaraを駐土大使（1797- 1802年）に起用して露土関係の改善に努めた。さ
らに同年 11月 9日、パーヴェルはマルタ騎士団長に就任し、同島の奪回を表明する。これを受け
て 1798年 9月 5日のオスマン勅令はロシア海軍の海峡通航を承認し、ロシア黒海艦隊は史上初め
て合法的にボスプオラス海峡に入港・停泊する。 18世紀を通じて仇敵関係にあった露土両国が、
フランス包囲の観点から一転して協調関係に入ったことが注目されよう。｛め
以後、英露両国の反仏・親土外交を基盤として対仏同盟の編成が進む。まず 1798年 12月 18日
(29日）・ 1799年 6月 11日（22日）の聖ベテルプルク条約によって英露同盟が成立し、両国はオ
ランダ・北イタリア・マルタ島の奪回に関する兵力提供・財政補助を確認した。続く 1798年 12月
23日（1799年 1月 3日）のコンスタンチノープル条約では露土同盟（8年期限）が成立し、ロシ
アは海軍艦艇・陸軍兵力の提供を、オスマン政府は補給物資の供与を約束したほか、秘密条項（第4
条）では戦時におけるロシア艦隊の排他的な海峡通航を承認した。最後に 1799年 1月 5日のコン
スタンチノープル条約によって英土同盟（8年期限）が成立し、三国同盟が完成する。（S）これに対
して、プロイセン新王フリードリヒ＝ヴイノレヘノレム三世（1797- 1840年）は依然中立を保ったが、
オーストリア宰相ツグートは既に 1798年 5月 19日にナポリ王国と軍事同盟を締結しており、 1799
年 1月 10のナポリ陥落＝「パルテノピア共和国jの建設に伴い三国同盟に合流している。（め
対仏同盟の完成に伴い、パーヴ、エルは積極外交に対応した官僚人事を進め、 1799年 4月に和平
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派の宰相ベズボロドコが病死するに伴い、新たに主戦派の宰相＝外務参議会長官ロストプチン
Fedor V asilevich Rostopchin ( 1799 -1801年）を採用する一方、親仏派の副宰相クラーキンを更迭、
親英派の副宰相N・p・パーニン（1799- 1801年）を登用した。以後イタリア半島ではロシア陸
軍将校スヴオロフ AlexanderV asilevich Suvorovが仏軍を掃討する一方、アドリア海では黒海艦隊提
督ウシャコフ FedorFedorovich Ushakovがイオニア諸島を奪回、 1799年4月に fイオニア共和国J
を樹立する。この結果、同年8月にナポレオンはスペイン艦隊の支援でエジプトから脱出する一方、
露土両国は 1800年 3月21日（4月2日）のコンスタンチノープノレ条約によってイオニア共和国に
おけるオスマン帝国の宗主権とロシア帝国の正教徒保護・海軍基地使用を確認した。｛η
② フランス統領政府の成立と仏露関係の接近
エジプトより帰還したナポレオンは 1799年 10月のチューリヒ会戦によってスヴオロフの部隊を
駆逐する一方、同年 11月9日（ブリュメール 18日）のクーデターによって統領政府Consulatを樹
立、自ら第一統領に就任した。統領政府は国内支配を確立するべく対外戦争の終息を急いだが、外
務官僚グータンGuttinはその手段として仏露同盟の結成を提唱し、交渉材料としてオスマン領土の
共同分割を提案している。しかし外相タレーラン（1799ー 1804年）はオスマン領土分割を非現実
的とみる一方、第一統領ナポレオンはむしろ英填両国との対露包囲を志向し、 1799年 12月 25日
に同盟交渉を開始した。だが英填両国ともこの提案を拒否したため、以後グータンの構想に基づい
てオスマン領土分割・マルタ島割譲を挺子とした仏露同盟を試みる。その反面、オスマン政府とは
1800年 1月にエル・アリシュ講和条約を締結し、エジプト撤退を約束している。（8)
他方パーヴェルは、陸海両軍の戦功によってフランス勢力を駆逐したにもかかわらず、むしろそ
れ故にそれぞれ地中海・北イタリア利害の保全を追求する英填両国から警戒されるに至った。現に
オーストリアはチューリヒ会戦に際してロシア軍の救援要請を拒否し、 1799年 12月にイタリア東
岸のアンコナを単独占拠する一方、ピット政権はスエズ経由の貿易経路を保全する上でイオニア諸
島の黒海艦隊を警戒し、 1800年 9月にマルク島を占領している。同盟諸国の離反行為に失望した
ノ号ー ヴェルは 1799年末にスヴォロフ部隊・ウシャコフ艦隊の帰還を指示し、 1800年には英填両国
との大使交換を解消して対仏同盟から離脱する一方、むしろフランス統領政府の成立を共和政権の
崩壊として歓迎し、一転して仏露提携を画策することになった。（9）また宰相ロストプチンも内政問
題に専念するべく対外戦争の終息を望み、 1800年 IO月 12日の覚書ではオスマン領土分割を手段
とする仏露同盟を提案している。 (Iめ以後パーヴェルは親英派の副宰相N ・p・パーニンを罷免、
親仏派の面Ij宰相コリチェフ StepanAlexeevich Kolychev ( 1800ー 01年）を任命する一方、イギリス
のバルト海封鎖に対抗するべく、 1800年 7月 25日のデンマーク船団攻撃（「フレヤ事件JFreya) 
を契機として、同年 12月 4-6日（16- 18日）にはロシア・デンマーク・スウェーデ、ン・プロ
イセン四国の f武装中立同盟Jを組織した。（I）またイギリス東洋貿易を撹乱するべく仏露共同の
コーカサス経由インド遠征を立案し、 1801年2月よりコサック部隊を中央アジアに派兵する一方、
同年3月には副宰相コリチェフをパリ特使として派遣し、仏露同盟を打診した。（町
並行して仏露両国はそれぞれアメリカ政府への接近を図った。統領政府の場合、エジプト攻略・
東方進出の失敗に伴い北米進出＝西領ルイジアナの回復を画策し、その前提として米仏関係の改善
を志向する一方、パーヴェルは武装中立同盟を拡充する手段として中継貿易国家アメリカの加盟に
期待したのである。対してアダムズ政権は 1800年9月30日のモルフォンテーヌ条約によって 1778
年の米仏同盟を正式に廃棄し、参戦義務を解消して米仏両国の中立・友好関係を再建する一方、（日）
大統領子息の駐普大使J・Q・アダムズJohnQ凶ncyAdams (1797 -1801年）の助言に基づいて
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1800年 12月に武装中立同盟に参加した。続く共和派の大統領ジェファーソン（1801- 09年）も
外交政策においては連邦派の中立主義を踏襲し、統領政府を間接的に支援している。 (14)
対仏同盟の解体・米露両国の支援に乗じて統領政府は優位に立ち、 1800年 5月のへリオポリス
会戦でエジプト支配を復活する一方、同年 6月のマレンゴ会戦・ 12月のホーエンリンデン会戦を
経た 1801年 2月 9日のリュネヴ、イル条約によって仏填講和を締結、先のカンポ・フォルミオ条約
を再認してライン左岸・イタリア支配を確立する。また 1800年 IO月の仏西密約では西領ルイジア
ナの買収を約束し、北米進出の足場を築く一方、 1801年 3月には「エトルリア王国J（填領トスカ
ーナ）を樹立、イタリア支配も拡充した。 (15）他方、武装中立同盟は 1801年 3月に北海・バルト海
の主要河川を武力制圧し、列国の包囲体制に直面したピット内閣は3月 14日に辞任する。（附
③ アレクサンドル一世の即位と仏露関係の解体
仏露同盟に反対して失脚した親英派の外務官僚パーニン・近衛隊長パーレンは、仏露提携・武装
中立同盟を警戒するイギリス大使ウィトワース・ハノーヴァー大使館付武官ベニクセン Bennigsen
と内通してクーデターを画策し、 1801年3月 11日（23日）に皇帝パーヴ、エルを暗殺、アレクサン
ドル一世（1801-25年）を擁立する。（Iη 新帝はクーデターの報償としてパーレンを外務参議会長
官に任命する一方、パーニンを外交顧問として登用し、また常設の行政機関として国家評議会（常
設会議）を組織した。外交顧問パーニンは、伯父のN • I・パーニンが構築した英露同盟・北方体
制の再建を唱えて仏露協調の解消・統領政府の粉砕を提言し、新帝は直ちにインド遠征を中止する
一方、同年3月28日にマルタ騎士団長の地位を放棄、また駐英大使S • R •ヴォロンツオフ（1801
- 06年）を再任して英露国交の回復に努めた。（18）対してアディントン内閣（1801一例年）は特
使セント・へレンSt.Helensを派遣して英露関係を回復する一方、武装中立同盟に対抗して丁領ヴ
ァージン諸島を占領、 1801年 4月のコペンハーゲン海戦（碇泊地の戦い）でデンマーク海軍を撃
破したほか、同年 IO月にはエジプト戦線でもフランス勢力を駆逐、対外危機を脱した。（問
アレクサンドノレ一世は即位直後の政変不安・英露危機を解消するに伴い、 1801年 6月に在外勤
務より帰国した腹心＝「若き友人たちJ、すなわちV・P・コチュベイ、 P・A・ストロガノフPavel
Aleksandrovich Stroganov、N・N・ノヴォシリツェフNicholasNikolaevich Novosiltsev、 A• J・チ
ヤルトリスキーAdamJerzy Czartoryskiら4名を中心に「秘密委員会JSecret Commit栂e(1801ー 07
年）を組織し、外交方針を協議した。｛拘その一員コチュベイは、女帝時代にギリシア計画・仏露
同盟を策定した宰相ベズボロドコの甥として、パーニンの英露提携・対仏戦争を批判し、同年7月
の覚書では仏露友好・中立外交の展開とオスマン帝国領土の保全を訴えた。（幻）また同帝自身は必
ずしも統領政府の対外戦略に脅威を覚えず、むしろ専制君主ナポレオンの行政手腕を高く評価する
なか、対仏戦争への中立を志向した。このため同帝は同年 IO月に親英派のパーニン・主戦派のパ
ーレンを更迭して外務参議会長官コチュベイ（1801- 02年）を再任する一方、駐仏大使モルコブ
Arkady Ivanovich Morkov (1801 -03年）を派遣して講和交渉を進め、同年9月26日（IO月8日）
の仏露和親条約を経て、続く 9月 28日（10月 IO日）のパリ密約では仏露両国のイタリア撤退・
イオニア独立を確認した。また同年 IO月には填露両国の大使交換を再開する一方、 1802年 6月の
メーメル会談で普露関係も改善している。聞こうしてロシアを基軸に友好関係が回復するなか、
1802年 3月 27日のアミアン条約によって英仏両国は講和、続く同年6月 25日のアミアン条約で
は仏土両国も講和し、エジプト遠征に始まる一連の国際紛争が終結する。｛お）先の対仏戦争と同様、
帝位交代に伴う外交方針の転換が戦争の帰趨を左右した点が注目されよう。
なお国際平和を回復したアレクサンドル一世は本格的な内政改革に着手し、なかでもピョートル
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大帝時代以来の参議会制度を廃止して新たに大臣制度を導入している。以後、宰相＝外相A・R・
ヴォロンツオフ（1802-05年）・外相補佐チャルトリスキー（1802-05年）が外交政策を主導す
る一方、内務大臣コチュベイ（1802ー 07年）・内相補佐スペランスキー Mikhail Mikhailovich 
Speranskii (1802一12年）がツアーリズム国家の基盤整備に従事することになる。（拘
他方、オスマン帝国はエジ、プト直轄統治を回復したとは言え、エジプト支配の弛緩は否めず、む
しろ列国の軍事支援に対する代償としてルーマニアに関する一連の権利を承認することになった。
まず 1802年 10月の勅令は上記 1792年の勅令が保証するロシアのルーマニア権益、なかでも公園
君主の任免における 7年任期制・ツアーリ裁可権を再認し、同年には親露派のモルダヴ、イア君主A
・モノレズイ Alexandru Moruzi ( 1802ー 06年）及びワラキア君主C・イプシランティ Constantin
Ipsilanti (1802 -06年）が即位する。｛沼｝また上述 1802年 6月のアミアン条約は、オスマン帝国領
土の保全を条件として、仏土戦争に伴い停止されていたフランスのルーマニア領事派遣を回復する
一方、側続く 1803年 1月 17日の勅令では新たにイギリス大使エルギン百iom錨 BruneElgin ( 1799 
-1803年）に対してルーマニア領事設置権を承認し、間もなく初代プカレスト領事サマラーFrancis
Summerers ( 1803ー 07年）が着任する。間かくしてこれまで填露両国の独占してきたルーマニア
領事設置は英仏両国に開放され、オスマン帝国のルーマニア支配は大幅に縮小したのである。
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(2）通商関係
① フランス
総裁政府は 1798年 1月 18日の「ニヴォーズ法Jによって、イギリス製品・英領産品を輸送する
中立商船を傘捕したのみならず、イギリスに寄港した中立船舶の来航も禁止し、また中継拠点ベル
ギー・オランダを直接・間接に支配して北海・バルト海の監視を強化した。以上の措置は、中立船
舶の媒介するイギリス海外貿易を撹乱した反面、中継貿易に従事する北欧諸国・合衆国の反発を招
き、バルト海貿易・対米通商とも下落する（表II-1)。（』｝他方、同年 7月のエジプト占領はイギ
リス東洋貿易を遮断するとともにイオニア・エジプト経由の販路開拓を図るものであったが、現実
には三国同盟の形成に伴い、オスマン政府から通商特権の停止・ルーマニア領事の退去処分を受け
る一方、ロシア黒海艦隊にイオニア諸島を奪われたほか、填領リヴ、オルノ経由のオスマン産品輸入
も途絶し、革命前夜より続くレヴァント貿易の衰退はむしろ決定的となる。
続く統領政府は、事態を打開するべく、 1799年 12月にニヴ、ォーズ法を廃止して中立諸国の通商
活動を保証し、 1800年 12月の武装中立同盟を後盾としてバルト海貿易・対米通商を回復する一方、
デンマーク政府にズンド海峡の封鎖を打診してイギリス向け木材供給を撹乱したほか、同年 1 月
にはベルギーのイギリス向け穀物輸出を規制している。 ω地中海世界では、 1800年 3月 18日の対
ナポリ通商条約、 1801年 3月 21日の仏西通商条約、同年 9月29日の仏葡通商条約によって輸出
販路を確保する一方、 1801年 3月のエトルリア王国樹立によってリヴ、オルノ経由のオスマン産品
輸入を回復し、またこれらの条約締結諸国・衛星諸国におけるイギリス商船の入港を規制した。か
くして北海・バルト海から地中海へと至る「沿岸制度jCoast Systemが構築されたのである。（3)
沿岸制度の整備に伴いナポレオンはマルセイユ拠点・黒海経由の仏露通商に多大な関心を示し、
前述 1801年 9月の仏露和親条約によってv 政治的には仏露両国の友好関係を確認する一方、経済
的には仏露通商条約の復活、及び黒海航行をめぐる仏土交渉の仲介を約束した。｛の続く 1802年、
ナポレオンは一連のアレクサンドル一世宛て親書において、黒海貿易を通じたフランス製品・植民
地産品の対露輸出、ロシア穀物・木材の対仏輸出を展望する一方、例外相タレーランはマルセイユ
商業会議所の請願を受けて黒海貿易の現状調査を進めたが、コンスタンチノープル領事秘書ゴーダ
ンは、先の総裁政府時代におけるワラキア使節の経験から、南部ロシア・ドナウ諸国・西アジアが
フランス葡萄酒・油脂・香水・砂糖・コーヒー・繊維製品の有望な販路であること、南部ロシアが
穀物・塩漬け肉・大麻・亜麻・灰汁・タール・煙草の重要な供給地帯であるほか、モルダヴィア・
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表ll-1 フランス海外貿易：主要市場内訳
①輔 出
総額 イギリス オランダ ハンザ都市 ドイツ諸邦 バルト海世界
プロイセン デンマーク スウェーデン
1798 229.7 0.0 ( 0.0) 34.1 (14.8) 20.4 ( 8.9) 54.5 (23.7) 3.8 ( 1.7) 6.6 ( 2.9) 0.7 ( 0.3) 
1799 282.3 0.4 ( 0.1) 40.4 (14.3) 33.2 (11.8) 78.8 (27.9) 11.1 ( 3.9) 12.9 ( 4.6) 0.5 ( 0.2) 
1800 248.3 0.1 ( 0.0) 37.8 (15.2) 12.1 ( 4.9) 70.1 (28.2) 9.4 ( 3.8) 11.1 ( 4.5) 0.3 ( 0.1) 
1801 277.4 0.4 ( 0.1) 41.6 (15.0) 25.6 ( 9.2) 73.9 (26.6) 13.3 ( 4.8) 9.2 ( 3.3) 0.9 ( 0.3) 
1802 326.0 15.5 ( 4.8) 49.7 (15.2) 17.6 ( 5.4) 76.3 (23.4) 7.2 ( 2.2) 3.9 ( 1.2) 1.2 ( 0.4) 
1803 349.1 17.1 ( 4.9) 54.6 (15.6) 22.2 ( 6.4) 74.1 (21.2) 13.5 ( 3.9) 6.6 ( 1.9) 1.1 ( 0.3) 
②輔 入
1798 226.4 0.0 ( 0.0) 51.4 (22.7) 8.5 ( 3.8) 23.8 (10.5) 3.6 ( 1.6) 7.5 ( 3.3) 1.6 ( 0.7) 
1799 219.8 0.0 ( 0.0) 71.5 (32.5) 6.8 ( 3.1) 31.6 (14.4) 2.6 ( 1.2) 2.6 ( 1.2) 1.3 ( 0.6) 
1800 303.6 0.0 ( 0.0) 80.7 (26.6) 19.0 ( 6.3) 41.1 (13.5) 24.8 ( 8.2) 37.7 (12.4) 1.2 ( 0.4) 
1801 386.2 0.0 ( 0.0) 103.1 (26.7) 33.0 ( 8.5) 47.0 (12.2) 35.3 ( 9.1) 20.8 ( 5.4) 2.1 ( 0.5) 
1802 457.6 6.7 ( 1.5) 85.2 (18.6) 26.8 ( 5.9) 45.3 ( 9.9) 38.9 ( 8.5) 22.3 ( 4.9) 4.8 ( 1.0) 
1803 473.0 2.1 ( 0.4) 66.8 (14.1) 6.4 ( 1.4) 39.1 ( 8.3) 64.2 (13.6) 14.7 ( 3.1) 5.9 ( 1.2) 
典拠） M.K瓜z,a. a. 0., s. 253・254；服部、前掲書、 116-117頁。
表ll-2 イギリス海外貿易：主要市場内訳
① 1 量出
総額 フランス オランダ ドイツ諸邦 バルト海世界
プロイセン デンマ』ク スウェーデン ロシア
1798 30,219 4 ( 0.0) 665 ( 2.2) 8,073 (26. 7) 344 (1.1) 401 (1.3) 47 (0.2) 610 (2.0) 
1799 33,640 9 ( 0.0) 29 ( O.l) 6,500 (19.3) 299 (0.9) 309 (0.9) 49 (0.1) 751 (2.2) 
1800 38,120 1,174 ( 3.1) 2,795 ( 7.3) 9,485 (24.9) 624 (1.6) 417 (1.1) 78 (0.2) 927 (2.4) 
1801 37,767 1,193 ( 3.2) 3,874 (10.3) 8,750 (23.2) 533 (1.4) 337 (0.9) 106 (0.3) 841 (2.2) 
1802 41,412 2,390 ( 5.8) 4,393 ( 10.6) 8,005 (19.3) 818 (2.0) 427 (1.0) 91 (0.2) 1,282 (3.1) 
1803 31.458 1.184 ( 3.8) 1.692 ( 5.4) 5.111 (16.2) 1.544 (4.9) 1 684 (5.4) 82 (0.3) 1.260 (4.0) 
② i 量入
1798 27,858 21 ( O.l) 609 ( 2.2) 2,092 ( 7.5) 968 (3.5) 176 (0.6) 226 (0.8) 2,417 (8.7) 
1799 26,837 30 ( 0.1) 213 ( 0.8) 2,820 (10.5) 1,055 (3.9) 194 (0.7) 348 (l.3) 2,662 (9.9) 
1800 30,571 110 ( 0.4) 1,007 ( 3.3) 2,352 ( 7.7) 1,734 (5.7) 242 (0.8) 309 (I.O) 2,382 (7.8) 
1801 32,796 222 ( 0.7) 1,052 ( 3.2) 2,044 ( 6.2) 1,387 (4.2) 209 (0.6) 306 (0.9) 2,247 (6.9) 
1802 31,442 424 ( 1.3) 1,001 ( 3.2) 1,192 ( 3.8) 1,058 (3.4) 156 (0.5) 327 (1.0) 2,182 (6.9) 
1803 27.992 479 ( 1.7) 647 ( 2.3) 919 ( 3.3) 831 (3.0) 325 (1.2) 289 (1.0) 2.335 (8.3) 
典拠） M. Kutz, a. a. 0., S. 248・249.
ワラキアの経済価値も高いことを報告した。（6）他方、アレクサンドル一世は駐土大使トマーラを通
じて黒海航行をめぐる仏土交渉を仲介し、この結果 1802年 6月のアミアン条約においてフランス
商人は史上初めて黒海自由航行権を獲得している。め続く 1802年 9月 16日、前年の和親条約に基
づいて 1787年の仏露通商条約が回復され、黒海経由仏露貿易の法的基盤が整備された。｛め
なお 1802年 3月の終戦に伴い、統領政府はイギリス商船への規制を解除した反面、 1786年の英
仏通商条約の更新は保留し、イギリスとの自由貿易を拒否した。むしろ同年 6月 22日の関税改革
では外国植民地の熱帯産品に対して仏領産品よりも 50ー 100%高い差別関税を課したほか、 1803
年4月 28日の関税改革では 1791年の高率関税を復活、なかでも綿製品には 8フラン／ kgの高率
関税を導入し、実質的にイギリス製品の駆逐・フランス産業の保護を図った。現に戦後、対英輸出
の上昇に比して対英輸入は低迷し、アミアン和平とは裏腹に両国の経済摩擦は高まった。（9)
② イギリス
ピット政権は対仏同盟の再建に伴い海上封鎖を復活したが、狭義の軍需物資（武器・弾薬）のほ
かに軍艦資材・兵糧への転用が可能な船舶用品（木材・麻布）・穀物も禁輸品目とし、またフラン
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(1.000.000フラン
スペイン 地中海世界 アメリカ
ロシア 小計 イタリア トスカーナ オスマン 小計 合衆国
0.1 ( 0.0) 11.2 ( 4.9) 51.2 (22.3) 8.3 (3.6) 0.0 6.S (2.8) 14.8 (6.4) 10.9 ( 4.7) 
0.0 ( 0.0) 24.5 ( 8.6) 65.4 (23.2) 5.8 (2.1) 0.0 1.3 (0.5) 7.1 (2.5) 2.5 ( 0.9) 
0.1 ( 0.0) 20.9 ( 8.4) 62.4 (25.1) 3.4 (1.4) 0.0 0.6 (0.2) 4.0 (1.6) 0.3 ( O.l) 
0.3 ( 0.1) 23.7 ( 8.5) 54.3 (19.6) 9.4 (3.4) 0.0 1.4 (0.5) 10.8 (3.9) 9.3 ( 3.4) 
2.9 ( 0.9) 15.2 ( 4.7) 74.7 (22.9) 14.7 (4.S) 0.0 13.S (4.1) 28.2 (8.7) 15.0 ( 4.6) 
3.8 ( 1.0 25.0 ( 7.2) 70.2 (20.1) 12.5 (3.6) 0.0 14.4 (4.0 26.9 (7.7) 17.1 ( 4.9) 
1.6 ( 0.7) 14.3 ( 6.3) 44.S (19.7) 20.6 ( 9.1) 11.1 (4.9) 8.0 (3.5) 39.7 (17.5) 19.7 ( 8.7) 
0.1 ( 0.0) 6.6 ( 3.0) 64.0 (29.1) 12.5 ( 5.7) 7.0 (3.1) 2.6 (1.2) 22.1 (10.0) 3.6 ( 1.6) 
0.2 ( 0.1) 63.9 (21.9) 64.4 (21.2) 1.7 ( 0.6) 0.0 0.2 (O.l) 1.9 ( 0.6) 10.9 ( 3.6) 
0.7 ( 0.2) 58.9 (15.2) 71.4 (18.S) 13.2 ( 3.4) 0.0 2.0 (0.5) 15.2 ( 3.9) 22.7 ( 5.9) 
4.3 ( 0.9) 70.3 (15.4) 73.8 (16.1) 33.9 ( 7.4) 6.8 (1.S) 12.5 (2.7) 53.2 (11.6) 55.3 (12.1) 
10.5 ( 2.2) 95.3 (20.2) 121.8 (25.8) 25.8 ( 5.5) 5.7 (1.2) 26.2 (5.5) 57.7 (12.2) 44.7 ( 9.4) 
(1.000ポンド：公式価格
ポルトガル 地中海世界 アメリカ 西インド 東インド
小計 イタリア オスマン 小計 合衆国
1,402 ( 4.6) 924 ( 3.1) 217 (0.7) 57 (0.2) 274 ( 0.9) 5,580 (18.S) 5,198 (17.2) 1,146 ( 3.8) 
1,408 ( 4.2) 1,185 ( 3.5) 347 (I.O) 201 (0.6) 548 ( 1.6) 7,057 (21.0) 5,947 (17.7) 2,436 ( 7.2) 
2，似6( 5.4) 1,199 ( 3.1) 569 (1.5) 157 (0.4) 726 ( 1.9) 7,886 (20.7) 4,087 ( 10. 7) 2,860 ( 7.5) 
1,817 ( 4.8) 823 ( 2.2) 362 (1.0) 168 (0.4) 530 ( 1.4) 7,518 (19.9) 4,386 ( 11.6) 2,946 ( 7.8) 
2,618 ( 6.3) 1,284 ( 3.1) 1,950 (4.7) 163 (0.4) 2,113 ( 5.1) 5,329 (12.9) 3,926 ( 9.5) 2,930 ( 7.1) 
4.570 (14.5) 561 ( 1.8) 642 (2.0) 154 (O.S) 796 ( 2.5) 5.273 (16.8) 2.380 ( 7.6) 2 733 ( 8.7) 
3,787 (13.6) 705 ( 2.5) 145 (O.S) 42 (0.2) 187 ( 0.7) 1,783 ( 6.4) 5,419 (19.S) 7,627 (27.4) 
4,259 (15.9) 1,062 ( 4.0) 225 (0.8) 33 (0.1) 258 ( 1.0) 1,819 ( 6.8) 6,162 (23.0) 4,285 (16.0) 
4,667 (15.3) 927 ( 3.0) 412 (1.3) 200 (0.7) 612 ( 2.0) 2,358 ( 7.7) 7,369 (24.1) 4,942 (16.2) 
4,149 (12.7) 1,108 ( 3.4) 126 (0.4) 141 (0.4) 267 ( 0.8) 2,707 ( 8.3) 8,436 (25.7) 5,424 (16.S) 
3,723 (11.8) 962 ( 3.1) 724 (2.3) 182 (0.6) 906 ( 2.9) 1,924 ( 6.1) 8,531 (27.1) 5,795 (18.4) 
3.780 (13.5) 1.160 ( 4.1) 654 (2.3) 175 (0.6) 829 ( 3.0) 1.914 ( 6.8) 6.132 (21.9) 6.349 (22.7) 
ス領内に寄港した商船だけでなく公海洋上を航行する船舶にも海上臨検を行い、さらにフランスと
の直接通商にとどまらずフランス本国と仏領植民地との中継貿易も規制対象とした。これに対して
北欧両国・合衆国、及びこれら中立諸国を媒介に輸出貿易を展開する普露両国は、前述 1800年 12
月の武装中立同盟によって、禁輸品目を純粋な軍需物資に限定すること、臨検行為の実施を港湾近
辺に限ること、「中立諸国の自由貿易j合・eships，合・egoodsを保証すること、以上を提唱してフラ
ンス貿易を続行したため、イギリスの対仏戦略は挫折を余儀なくされた。のみならずイギリス海外
貿易は 1800ー 01年から下落に転じ、なかでもバルト海貿易・対米通商は鈍化・縮小している（表
II-2）。この結果、海軍向け木材が枯渇したほか、産業革命の進展・農業人口の減少から 8分の7
を海外市場に、うち 75%を東欧世界に依存する穀物の不足が深刻となり、折しも 1800年の天候不
順・凶作によって国内穀価が急騰するなか、都市暴動が頻発して食糧危機は頂点に達する。（防｝
以後ピット政権はバルト海貿易の閉塞を補完するレヴ、アント市場の開拓を急ぎ、前述 1799年 1
月のコンスタンチノープル条約では、政治的な英土同盟の形成と並んで、経済的にはレヴァント会
社に対する両海峡・黒海・ドナウ河航行の認可、逆にフランス商人に対するオスマン領内通商の禁
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表ll-3 アメリカ海外貿易：主要市場内訳
① l 省出
総額 イギリス フフンス オフンダ ドイツ諸邦 バルト海世界
デンマ】F ロシア 小計
1798 61,327 11,909 (19.4) 1,477 ( 2.4) 4,714 (7.7) 14,563 (23.7) 1,400 (2.3) 60 (0.1) 1,562 (2.5) 
1799 78,666 18,931 (24.1) 697 (0.9) 17,250 (21.9) 951 (I.2) 46 (0.1) 1,718 (2.2) 
1800 70,972 19,086 (26.9) 40 ( 0.1) 4,373 (6.2) 8，似4(11.3) 357 (0.5) (O.O) 473 (0.7) 
1801 93,021 30,931 (33.3) 3,985 ( 4.3) 6,234 (6.7) 10,516 (11.3) 531 (0.6) 9 (0.0) 699 (0.8) 
1802 71,957 16,084 (22.4) 7,611 (10.6) 5,051 (7.0) 6,229 ( 8.7) 639 (0.9) 74 (0.1) 877 (1.2) 
1803 55.800 17.801 (31.9) 4.402 ( 7.9) 3.987 (7.1) 3.280 ( 5.9) 701 (I.3) (O.O) 1.031 (1.8) 
② 1 量入
1798 68,552 17,331 (25.3) 1,057 ( 1.5) 1,757 (2.6) 3,739 ( 5.5) 226 (0.3) 1,007 (1.5) 1,277 (1.9) 
1799 79,069 29, 133 (36.8) 2,776 ( 3.5) 663 (0.8) 6,929 ( 8.8) 802 (1.0) 2,275 (2.9) 3,269 (4.1) 
1800 91,253 32,877 (36.0) 3,378 ( 3.7) 776 (0.9) 4，”9 ( 5.5) 377 (0.4) 1,525 (1.7) 2,282 (2.5) 
1801 111,364 39,519 (35.5) 3,197 ( 2.9) 2,529 (2.3) 4,687 ( 4.2) 401 (0.4) 1,672 (1.5) 2,223 (2.0) 
1802 76,350 30,266 (39.6) 1,443 ( 1.9) 1,683 (2.2) 3,568 ( 4.7) 277 (0.4) 1,706 (2.2) 2,178 (2.9) 
1803 64.642 30.372 (47.0) 1.292 ( 2.0) 1.300 (2.0) 1.462 ( 2.3) 347 (0.5) 1.859 (2.9) 2.332 (3.6) 
典拠） M.K1凶z,a. a. 0., s. 259・263.
止を確認している。また 1800年 9月のマルタ島占領は、イギリス海軍の戦略拠点としてのみなら
ず、レヴァント貿易の中継拠点としても重要な意味をもった。現に 1800年以降、イギリスのレヴ
アント貿易、なかでも輸入貿易は上昇傾向を示している（表Il-2）。レヴ、アント貿易への関心が
高まるなか、駐土大使エルギンは 1800年 2月に黒海貿易について報告し、これまでバルト海経由
で輸出されてきた木材・大麻が近年では港湾都市オデッサから黒海経由で輸出されていること、バ
ルト海経由の木材輸出が専らイギリス市場を主要販路とするのに対して、黒海経由の木材輸出はフ
ランス海軍を主な顧客としていることを警告し、イギリス商人の黒海参入を提言している。（II)
続くアディントン内閣は 1801年 4月のコベンハーゲン条約によってデンマーク武装中立主義を
解除する一方、ロシア帝位の交代・英露関係の回復を契機として同年 6月 17日に英露航海条約を
締結し、バルト海貿易の危機は終息する。｛問また英仏戦争の終結に続く 1802年 7月 24日のオス
マン勅令はイギリス商船の黒海自由航行を正式に認め、旧来制限されてきたイギリス商人の穀物・
獣脂・木材輸入を解禁するとともに、従来ロシア商人のみ享受してきた特恵税率をイギリス商人に
も適用した。（13）かくしてイギリスは仏露両国の独占してきた地中海・黒海貿易への参入を実現し、
以後レヴァント会社の貿易活動は未曾有の繁栄を記録、政府も補助金給付を停止する。｛附
③ アメリカ
交戦諸国の直接通商が停止するなか、中立国家アメリカの中継貿易は未曾有の発展を遂げる。な
かでも各国西インド植民地との取引が輸出・輸入とも全体の 30%前後を占め 相互に敵対するヨ
ーロッパ各国はアメリカ商船を媒介として従来の植民地貿易を維持したことがうかがえる。その一
環としてバルト海貿易も着実に上昇しており（表Il-3）、依然としてデンマーク向け熱帯産品の
輸出・ロシア船舶用品の輸入を中軸とするが、なかでも在露領事ノ、リスの着任を背景としてアメリ
カのロシア産品輸入は 1803年に両国史上最大の水準に達している（表Il-4）。
アメリカ商船の中継貿易は国際紛争の続く地中海方面にも及び、その中心はリヴ、オルノ経由のイ
タリア貿易にあったが、スミルナ拠点のオスマン通商に加えて、エジプト経由のコーヒー輸入も開
始している。（均 1801年 5月にはトリポリ地方政権のアメリカ商船拳捕事件が発生したが、ジェフ
ァーソン政権は現地に海軍を派遣する一方（トリポリ戦争： 1801 - 05年）、在露領事ハリスはア
レクサンドル一世に救援を求め、同帝はトリポリの宗主国家オスマン政府にアメリカ商船の解放を
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一軍司・－ . 
イベリア 地中海世界 西インド 東インド
諸国 英領 仏領 西領 その他 計
3,097 (5.0) 1,692 (2.8) 4,256 ( 6.9) 5,317 ( 8.7) 5,081 ( 8.3) 5,088 ( 8.3) 19, 742 (32.2) 449 ( 0.7) 
5,250 (6.7) 1,920 (2.4) 6,285 ( 8.0) 2,777 ( 3.5) 8,993 ( 11.4) 9,274 (11.8) 27,329 (34.7) 606 ( 0.8) 
6,313 (8.9) 3,923 (5.5) 6,405 ( 9.0) 5,123 ( 7.2) 8,270 (11.7) 3,641 ( 5.1) 23,439 (33.0) 1,177 ( 1.7) 
4,852 (5.2) 2,662 (2.9) 9,700 (10.4) 7,148 ( 7.7) 8,438 ( 9.1) 2,240 ( 2.4) 27,526 (29.6) 1,636 ( 1.8) 
2,345 (3.3) 3,215 (4.5) 6,689 ( 9.3) 6,711 ( 9.3) 6,016 ( 8.4) 4,221 ( 5.9) 23,637 (32.8) 1,497 ( 2.1) 
4.396 (7.9) 2.205 (4.0) 5.715 (I0.2) 3.684 ( 6.6) 877 ( 1.6) 4.652 ( 8.3) 14.928 (26.8) 355 ( 0.6) 
2,478 (3.6) 726 (1.1) 2,926 ( 4.3) 15,380 (22.4) 8,139 (11.9) 3,867 ( 5.6) 30,312 (44.2) 8,707 (12.7) 
4,091 (5.2) 753 (1.0) 6,083 ( 7.7) 2,023 ( 2.6) 10,974 (13.9) 6,478 ( 8.2) 25,558 (32.3) 6,448 ( 8.2) 
4,674 (5.1) 1,105 (1.2) 5,774 ( 6.3) 9,335 (10.2) 10,588 (11.6) 4,252 ( 4.7) 29,949 (32.8) 11,795 (12.9) 
4,615 (4.0 902 (0.8) 6,968 ( 6.3) 13,593 ( 12.2) 12,800 ( 11.5) 5,476 ( 4.9) 38,837 (34.9) 14,125 (12.7) 
1,869 (2.4) 436 (0.6) 4,308 ( 5.6) 9,101 (11.9) 4,326 ( 5.7) 3,307 ( 4.3) 21,042 (27.6) 8,479 ( 11.1) 
1‘633 (2.5) 294 (0.5) 4 381 ( 6.8) 4.552 ( 7.0) 1.818 ( 2.8) 3.367 ( 5.2) 14.118 (21.8) 7.765 (12.0) 
表Il-4 アメリカのバルト海貿易：主要品目の相手市場
① i 量出 （砂糖・コーヒー・揮草： 1.000デンマサ・トグル／ラム：ホげスヘッド：
砂糖 フム コーヒー 煙草
計 デンマーク 計 デンマーク 計 デンマーク 計 デンマーク
1798 3,276 3,262 (99.6) 2,096 2,087 (99.6) 1,428 t,428 (loo) 250 250 (100) 
1799 3,683 3,417 (92.8) 1,822 1,822 (100) 626 621 (99.2) 2,703 2,694 (99.7) 
1800 1,377 1,338 (97.2) 1,147 1,147 (100 ) 430 379 (88.1) 500 500 (100) 
1801 4,381 3,560 (81.3) 781 721 (92.3) 1,163 1,081 (92.9) 222 222 (100) 
1802 2,056 2,056 (100) 3,594 3,445 (95.9) 4例 294 (72.8) 294 274 (93.2) 
1803 1.802 1.634 (90.7) 7.512 6.727 (89.6) 270 238 (88.1) 591 523 (88.5) 
C2) i 動入 （鉄・大麻・鍋誼：シ7プポンド／帆布：圧＝ 31.4m 
鉄 大麻 帆布 縄類
計 ロシア 計 ロシア 計 ロシア 計 ロシア
1798 17,757 14,575 (82.1) 22,169 17,618 (79.5) 47,227 35,478 (75.1) 1,703 868 (51.0) 
1799 28,020 23,952 (85.5) 28,534 25,223 (88.4) 24,571 21,611 (88.0) 2,796 2,003 (71.6) 
1800 13,764 10,641 (77.3) 3,492 3,492 (100) 6,464 6,276 (97.1) 1,753 1,728 (98.6) 
1801 30,698 26,037 (84.8) 22,870 22,604 (98.8) 37,135 33,100 (89.1) 8,365 4,858 (58.1) 
1802 36,516 30,715 (84.1) 24,571 23,695 (96.4) 12,853 10,408 (81.0) 1,692 1,438 (85.0) 
1803 44.698 41.226 (92.2) 38.922 35.609 (91.5) 35.763 34.255 (95.8) 1.433 1.077 (75.2) 
典拠） A.R錨ch,op. cit, pp. 43・46,50』 54.
要請するとともに、アメリカ商船の海峡・黒海自由航行を提言している。この試みは挫折するが、
米露貿易がバルト海経由のみならず黒海・地中海経由でも志向された点は留意されよう。州
④ ロシア
ノ号ー ヴェル一世は、 1799年の三国同盟によって統領政府への経済制裁を援護し、イギリスのバ
ルト海封鎖を支援する一方、オスマン政府にフランス地中海貿易の規制を要請した。（Iη しかし 1800
年に対仏同盟から離脱して仏露提携を追求するなか、同年 10月30日には一転してイギリス商船の
傘捕を開始、同年 11月にはイオニア諸島のロシア艦隊が地中海の封鎖を試み、同年 12月には武装
中立同盟を先導してイギリス経済を圧迫した。続く 1801年 1月・2月にはイギリス向け木材・穀
物輸出を全面禁止し、封鎖体制は頂点に達する。以上の措置は、対外的にはイギリスの海軍増強・
対仏戦略を撹乱した反面、国内的には領主階級のイギリス向け産品生産や織布工場の安価なイギリ
ス綿糸の輸入を限害し、国内不満を醸成して 1801年のクーデターの一因になったと言える。 (18)
このため新帝アレクサンドル一世は、クーデターを支援した親英官僚・領主勢力の意向を踏まえ、
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墨 ll-5 ロシア海外貿易：経路内訳 (I.000ルー プリ
輸 出 輸 入
総 額 黒海経由 うちオデッサ 総 額 黒海経由 うちオデッサ
1798 63,379 (100) 90.977 48,188 (loo) 581. 722 ( 1.2) 117.888 (20.3) 
1799 68,997 (100) 111.258 41,051 (IOO) 822.825 (2.0) 303.822 (36.9) 
1800 287.540 594.357 264.651 (44.5) 
1801 519.906 501.820 
1802 63,300 (100) 2,132.072 (3.4) 1,534.114 (72.0) 45,800 (100) 1,467.119 (3.2) 719.982 (49.1) 
1803 67.100 (100) 3.939.240 (5.9) 44.500 (100) 2 368.708 (5.3) 
※黒海経由のカッコ内数値は貿易総額に占める%、オデッサ貿易のカッコ内数値は黒海貿易に占める%。
典拠） V. G. Sirotkin, op. cit., p. 80.オデッサ貿易の総額は、 M.L.Hぽvey,op. cit., p. 76; P. Herlihy，α'/esa, pp. 19, 39. 
1801年 5月の関税改革によってイギリス製品（繊維製品・金属製品・陶磁器・ガラス）の輸入を
解禁したほか、他の品目への高率関税も緩和し、自由貿易路線へと復帰した。また英露国交の回復
とともに通商条約の更新を試み、同年6月の英露航海条約によって両国の自由貿易を確認したが、
外務官僚パーニンはバルト海諸国の武装中立同盟に配慮し、戦時の中立貿易も確認している。（開
戦後 1802年の大臣制度導入に伴い、初代商務大臣ルミアンツェプ（1802- 10年）が通商政策
を主導する。商相ルミアンツェフはバルト海貿易を通じたイギリス経済への従属を懸念して黒海拠
点の独自な貿易体系、とりわけフランス通商を志向し、前述 1801年の和親条約に従って 1802年 9
月に 1787年の仏露通商条約を回復する。（却｝続く 1803年 5月 13日の関税改革では黒海貿易の 25
%関税免除を復活し、 1804年 3月 5日にはオデッサ通過貿易の自由を承認、 18ヶ月以内の貨物保
管には対外関税を免除した。（21）またアレクサンドル一世は輸出貿易の前提として農業振興を重視
し、 1801年 12月の勅令によって都市民・国有地農民の未開墾地購入を許可する一方、 1803年2月
の勅令では領主の任意に基づく有償方式（土地割譲）・村落単位の農奴解放を認めた。（22）黒海貿易
に不可欠な南部植民については、 1801年の勅令でドナウ河経由の移民を規制し、バルカン農民の
流出を警戒するオスマン政府を懐柔した反面、黒海経由で流入した移民にはロシア市民権を付与し
た。続く 1802年 1月の勅令はオデッサ市民に 25年間の免税措置、軍隊向け宿営提供の免除を認め、
都市人口の拡大を図った。｛幻）さらに同年 10月の勅令は新ロシアを再びニコライエフ・エカチェリ
ノスラフ・タヴリダ三県に分離し ニコライエフ県知事から独立したツアーリ直属のオデッサ市長
としてフランス亡命貴族リシュリューRichelieu( 1803 - 14年）を任命した。｛拘
世紀転換期のロシア海外貿易は、 1798・1802年の名目総額を比較した場合、対仏戦争にも関わ
らず輸出 6,000万・輸入4,000万ループリの水準を維持し（表II-5）、戦費調達に伴う紙幣増発・
通貨減価を考慮、しでも大きな変動は無い。その一方、対仏戦争に伴う露土同盟の形成・イオニア諸
島の確保は、両海峡・地中海航行の安全を前提とする黒海貿易の成長を促し、 18世紀末段階では
輸出・輸入それぞれ 100万ループリ程度と推定される黒海諸港の取引総額は、 1802年には輸出 200
万ループリ・輸入 150万ループリまで、国際紛争が終結した 1803年には輸出 400万ループリ・輸
入 250万ループリまで、上昇している。この結果、ロシア貿易総額に占める黒海貿易の比重も 18
世紀末の 2.5%程度から 1802年には3%、1803年には 5-6%まで伸張した（表II-5）。
なかでも新興都市オデッサの成長は目覚ましく、 1799ー 1802年において輸出総額は 10万ルー
プリから 150万ループリへと、輸入取引も 80万ループリから 150万ループリへと拡大し、 1802年
の黒海貿易において輸出の 70%、輸入の 50%、寄港船舶の 65%を吸収し、黒海貿易の主導的な
地位を確立する。（お｝オデッサ寄港船舶の船籍を見れば（表II-6）、オスマン臣民たるギリシア商
人が依然全体の 36%を占める一方、ロシア商人の比重も 20%まで上昇したが、その大半はオデッ
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サに移住し、ロシア市民権を獲得したギリシア商人と推定される。
英仏商船は 1802年の国際条約・オスマン勅令によって黒海海域へ
の参入を公認されたが、その比重はなお低い。ギリシア商人はロ
ンドン初めヨーロッパ主要市場に血族のネットワークを形成して
おり、英仏両国の黒海通商はこうしたギリシア商人を媒介として
展開されたと言われる。
オデッサの主力輸出産品は、後背の黒土地帯・南部ステップで
生産される各種穀物、とりわけ小麦から成り、 1802年のオデッサ
輸出総額 1,525,671ループ、リのうち 1,329,776ループ、リは穀物であ
ったとされる。黒海諸港の穀物輸出は、前述の如く 1790年代には
年間平均 8万チェトベルチを記録したが、 1802年には 52万チェ
トベルチへと激増し、 1803- 04年にはさらに倍加して 100万チ
ェトベルチの大台に達した（表II-7）。｛あ）販路は不詳ながら、
プルイヤーによればその25%はマルセイユに向かったとされる。
また 1799- 1800年に深刻な凶作・食糧不足を見たイギリスに関
しては、オデッサから直接の穀物輸送こそなかったものの、英露
両国の支配するマノレタ島？イオニア諸島、あるいは地中海貿易の
表Il-6オデ、ッサの船舶寄港
(1803年）
船籍 隻
オスマン 353 (36.2) 
オ』スト97 295 (30.2) 
ロシア 225 (23.1) 
イオニア 37 ( 3.8) 
フランス 22 ( 2.3) 
イギリス 7 ( 0.7) 
その他 38 ( 3.9) 
計 977 (100.0) 
典拠） N. E. Saul, R筒'Siaam/ the 
Meditern四国E倒 World1797・1807,
Chicago, 1970, pp. 178・179.
Il-7黒準諸港の
年
1so2 I 519,211 
1803 I 950,141 
1804 I 1.004‘108 
典拠） 1791-1800年の平均は前掲
表 I-10。1802・04年の数値は、
N. E. Saul, op. cit., p. 179, n. 13. 
中継拠点リヴォルノを経由して、一定の穀物輸出が展開されたものと推定されている。ソウルによ
れば、イギリス穀物輸入において間接貿易の形態で流入した黒海穀物の割合は、戦中の 1801年に 8.4
%を記録したものの、アミアン和約後は 1802年で 1%、1803年で 1.8%へと低落している。黒海
貿易が戦時の海上封鎖に伴うバルト海貿易の撹乱を代替したことが確認できょう 0 (27) 
なおロシア海外貿易の輸出品目において（表II-8）、船舶用品（大麻・亜麻・木材）・鉄は依
然全体の 30%を占めるが、穀物も 17- 18 %の比重まで躍進し、主力品目の一翼を担うに至って
いる。南部農業の発展・黒海貿易の開拓が、ロシア穀物輸出の拡大に大きく寄与したと言えよう。
表Il-8 ロシア海外貿易：主要品目内訳
D 輸出
年度｜ 総額 ！大麻・亜麻
⑤ オスマン帝国
15.1 (23.9) 
19.1 (28.5) 
鉱物
0.86 ( 1.9) 
オスマン帝国の域内貿易はフランスのイオニア併合・エジプト遠征によって大幅に撹乱され、帝
都向け食糧供給は 18世紀末の 500万キラから 19世紀初頭の 300万キラへと減少している。なかで
も18世紀末に合算で50%を占めた地中海沿岸地帯（ギリシア・エジプト）の絶対的・相対的下落
が著しく、フランス占領下のエジプトに至っては穀物供給をほぼ停止している（表II-9）。この
ためオスマン政府は、 1740年のカヒ。チュレーションを停止してフランス商人のレヴ、アント貿易を
規制する一方、 1799年の三国同盟を後盾としてフランスの領土拡張を牽制し、 1800年のコンスタ
ンチノープル条約及びエル・アリシュ条約によってそれぞれイオニア諸島・エジプト太守への宗主
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権を獲得・回復することに成功した。また地中海貿易の閉塞を補填する必要から黒海貿易の統制、
とりわけルーマニア通商の規制を強化し、フランスのルーマニア領事設置権を剥奪する一方、 1799
年にはルーマニア両国のドナウ河経由オーストリア・ポーランド向け木材輸出を制限したほか、
1802年には食肉の海外輸出を禁止した。この結果、食糧供給における黒海沿岸地帯＝バルカン東
部の役割は高まり、当該期を通じて供給総量は 150万キラから 200万キラへと 3割の増大を、全体
に占める比重も 30%から過半の60%へと急増している（表II-9）。｛却｝
こうしてオスマン政府は英露両国の後援によって帝国経済の再建に成功するが、しかしながらそ
の代償としてルーマニア・黒海貿易の独占体制を縮小したことも確かである。まず 1799年の英土
同盟では、同盟条約の条件としてイギリス商船の黒海航行を暫定的に認め、戦後 1802年 7月の勅
令によってイギリス商人の黒海航行権を公式に認可するに至った。また仏土関係を修復した 1802
年6月のアミアン条約では、フランス商人のカヒ。チュレーションを回復するに伴い、フランス商人
に対しでも初めて黒海航行の権利を認めている。さらに上述 1802年 10月の勅令は、露土同盟の見
返りとしてルーマニア君主人事におけるツアーリの裁可権を認めるとともに、ルーマニア穀物供給
制度を調整し、規定品目を除いてオスマン政府の先買特権を廃止すること、規定品目は時価支払で
取引されること、その供給総量は両国の合議で決定され、かっ上限が設定されること、以上を確認
している。こうして、既に黒海貿易の権利を享受する露填商人に加えて今や英仏商人が黒海貿易に
参入したほか、オスマン帝国のルーマニア穀物徴発はロシア政府の監督によって縮小を余儀なくさ
れ、かくしてオスマン帝国の黒海独占は最終的に崩壊する一方、ルーマニア両国はオスマン帝国経
済の周辺地域から漸次脱却して世界市場に接続してゆくのである。側
表ll-9 オスマン帝国の穀物調達市場
総計 ｜ 黒海沿岸
ルメリア ｜アナトリア
1795・1soo1 5,021 <100) I 1,567 (31.2) I 120 (2.4) 
180か 1805I 3,144 (100) I 1,970 (62.7) I 142 (4.5) 
典拠） T. Giiran, op. cit., p. 40. 
註
マルマラ海
沿岸 ｜ ノレメリア
887 <11.1) I 1,452 (28.9) 
333 (I0.6) I 669 (21.3) 
(I) E. F. H回：kscher,op. cit., pp. 48・50；吉田、前掲書、 127頁。
地中海沿岸
アナトリア
S ( O.l) 
(I,000キラ）
エジプト
989 (19.7) 
28 ( 0.9) 
(2) H. Rags伽le，“AContinental System in 180 I: Paul I釦 dBona阿 te",Journal ザM似たmHistory, Vol. 42, 1970. 
(3) E. F. H田：kscher,op. cit., pp. 77・78；吉田、前掲書、 141ー 144頁。
(4) V. G. S加，fkin，“Lerenouvellement en 1802 du回泌 decommerce franco-rus田 de1787", La R附 ＇sieet I’'Euro.戸 XVle・・
k文esiecles, Paris, 1970, pp. 89・90;A. I. An白oine,op. cit., pp. 249・251.
(5) V. G. Sirotkin, op. cit., pp. 84・85;P. H釘lihy,Odessa, pp. 18・19.
(6) V. G. S加tkin,op. cit., pp. 80・84;v. J. Pury伺r,M中o/eonand t舵 Dar，伽 relies,pp. 4・5.他にもスミルナ領事A ・
ローボ－ Raubaudはイギリス・レヴァント会社の活動はフランス商人と競合する危険が少ないこと、クレタ副領
事V ・T ・フノレサー ド Four明白はフランス黒海貿易を拡大する手段として南部ロシアのオデッサ・へ／レソン、
ルーマニアのヴァルナ・ガラツ諸港の使用を推奨するべきこと、以上を指摘している。
(7) M. L. H訂vey,op. cit., pp. 22・23;A. I. Anthoine, op. cit., pp. 252・256.
(8) V. G. Sirotkin, op. cit, pp. 90・91.
(9) E. F. H田k釦hぽ， op.cit., pp. 83・84；吉田、前掲書、 146-150頁。
(IO) H. Ragsdale, op. cit., pp. 71・75,85”88; A. W. Crosby, op. cit., pp. 84・85;R. G. Albion, Forests and Sea Power: The 
Timber Problem of t舵 Rの1a/Nai少， Cambridge,Ma., 1926, pp. 316四 345;W. F. Galpin, The Grain Supply of England 
ゐiringthe N中o/eonicPeriod, Philadelphia, 1925 (Reprint ed., New York), pp. 123・134.
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(11) A. C. Wood, op. cit., pp. 182・183;T. J. Hope，‘官riぬinand the Bl釦kS伺 Trade”，pp.172・173.
(12）吉田、前掲書、 145頁；C.Parry (ed.). op. cit., Vol. 56, pp. 105・134.
53 
(13) A. C. Wood, op. cit., pp. 18か 181,186・187;C. Issawi, 1為e&onomic Histo.η of Turkey 180仏 1914,Ch陶酔， 1980,
pp. 85・86;A. D. Turgay，“白胎man・BritishTrade出roughSou出回S肱 nBl即kSea Ports during the Nine鈴enthCen卸ry”，
J.-L. Bacq凶-Grammont/P. Dumont (ed.), op. cit., pp. 299・300.
(14) A. I. B喝is.，“'BritishEconomic Policy in the Ottoman Empire under G回 rgeII", W. Hale/ A. I. B唱is(ed.), Four 
Cen仰げesof Turco-British Relations: Studies加Diplomatic&onomic and Cultural Affairs, Pickering. 1984, pp. 46-47; P. 
Cernovod個別，“BritishEconomic Interests in the Lower Danube and the Balkan Shore of the Black S回 betw田n1803 and 
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シア軍隊に参加し、 1790年にオスマン軍隊との戦闘で負傷したものの、エカチェリーナ二世から功績を評価さ
れ、勲章を授与されている。その後フランス本国における革命政権の崩壊によって 1801-02年に一時帰国した
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(26）なお当該期のロシア穀物輸出総量が不明なため、黒海貿易の位置を判定することは困難であるが、 P・ハリ
ヒーは 19世紀初頭のロシア小麦輸出に占める黒海諸港の比重として 16.3%という数値を挙げている。 P.H町lihy,
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(29）なお 1792- 1806年のワラキア関税統計によれば、市場価格に基づく新たな自由取引として、オスマン市場
に家畜・酪農品・加工食品・繊維製品・獣皮・木材・果実・塩を輸出する一方、オスマン市場より繊維原料・繊
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〔E〕フランス第一帝制と第三回対仏同盟（1803ー 11年）
( 1)外交関係
当該期には、第一帝制の樹立をめぐる英露同盟の再建、続く仏土関係の接近と露士戦争の再発、
さらには仏露同盟の形成と英土同盟の成立、以上の知き同盟関係の頻繁な再編が見られる。
① フランス第一帯制の成立と三国同盟の再建
ナポレオンはアミアン和約に反してオランダ・イタリア支配を維持し、 1802年 8月の憲法修正
によって終身統領に就任する一方、イギリス政府もフランス軍事政権の台頭を警戒してマノレタ駐留
を続行したため、早くも 1803年 5月に英仏戦争が再発する。（I）以後ナポレオンはハノーヴァー・
イタリア南部に侵攻する一方、 1804年 3月にはプ、ルボ、ン王族アンガン公の処刑・フランス民法典
の交付によって支持基盤を確立、同年5月の憲法改正で第一帝制を樹立する。他方、外相タレーラ
ン（1804- 07年）は対仏包囲を警戒して露土両国と接近し、アレクサンドノレ一世にはオスマン領
土分割を条件とする仏露提携を打診した反面、（勾セリム三世には駐土大使ブリュヌ GuillaumeBrune 
(1802 - 04年）を通じてオスマン領土保全を前提とする帝位承認・両海峡通航権を要求した。（3)
アディントン内閣・ピット内閣（1804-06年）も駐露大使ワーレンJohnWarren ( 1802ー 04年）
・後任レヴェソン＝ゴワ Leveson-Gower ( 1804 -07年）、及び駐土大使エルギン・後任アーブスノ
トー CharlesArbu曲not(1804 -07年）を通じて英露同盟の復活・英土同盟の維持に努めた。（め
英仏両国から同盟関係を求められるなか、ロシア宰相＝外相A・R・ヴォロンツオフは、商業参
議会長官の経験から商業利害に立脚した外交政策を唱え、領主経済を撹乱した先帝パーヴ、エルの積
極外交や海外市場を縮小したコチュベイの中立外交を批判し、むしろフランスの地中海・黒海進出
を限止するべく英露同盟の締結を主張した。付）また祖国ポーランドの独立を希求する外相補佐チャ
ルトリスキーは、 1803年の覚書『外交方式』において大国の膨張主義を予防＝小国の独立状態を
保障する国家連合を提唱し、当面はフランスの領土拡張を阻止する手段として英露両国の対仏同盟
を支持した反面、フランス単独のオスマン支配に備えた列国のオスマン領土分割も検討している。
(5）以後アレクサンドル一世はイギリス特使ノヴォシリツェフを派遣して英露同盟を交渉する一方、
駐土大使イタリンスキーAndreiY akovlevich Italinsky ( 1803ー 06年）を派遣して仏土同盟の成立を
妨害し、 1803年 12月には仏露国交を断絶する。（め続く第一帝制の成立を契機に同帝は対仏提携を
急ぎ、 1804年 5月の普露密約・同年 10月（11月）の填露密約によって東欧三国の連携を確認しつ
つ、続く 1805年 3月30日（4月 11日）に英露同盟を締結する一方、（η同年9月21日に露土同盟
を更新し、秘密条項ではロシア軍艦の排他的な海峡通航とオスマン軍隊の対仏出兵を確認した。（8)
他方オスマン政府は、イオニア併合・エジプト遠征以来、フランスの膨張主義を警戒した反面、
エジプト解放の代償として黒海進出を図るイギリス外交にも疑念を抱き、 1803年 7月 20日にはさ
しあたり英仏戦争への中立を表明した。しかし続く 1805年 11月7日、フランス第一帝制が同盟締
結の最後通牒を通告するに及び、セリム三世はフランス大使ブリュヌの強制送還をもって応え、以
後 1798年の英土同盟・上記 1805年の露土同盟を通じて対仏同盟に合流する。｛勾かくしてフランス
包囲を共通利害とする三国同盟が復活し、露土両国は再び連帯関係に入ったのである。
なおアメリカ合衆国・ジェファーソン政権は、 1803年 4月のサン・ロレンソ条約で仏領ルイジ
アナを買収、広大な西部地帯を獲得する一方、間接的にフランス軍事財政の補充に寄与した。（10)
また英仏戦争の再発に伴い、 1803年に初代ペテルプ、ルク領事ハリス LevettH紅白を派遣して米露関
係の安定に努めたが、アレクサンドル一世はルーマニア進出の手本としてルイジアナ買収問題に興
味を示す一方、宰相ヴォロンツオフも米露貿易の手段として領事着任を歓迎している。（ll)
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②仏土関係の接近と露土戦争の再発
ロシア黒海艦隊は 1805年7月にイオニア諸島を制圧する一方、イギリス海軍は同年 10月のトラ
フアルガー海戦に勝利したが、フランスは同年 10月のウルム会戦・ 12月のアウステルリッツ三帝
会戦に連勝し、同年 12月26日のプレスブルク条約＝仏填講和によってイストリア・ダルマツイア
を獲得、アドリア支配を拡充した。間以後ナポレオンは衛星国家の血族支配を進め、 1806年3-7
月にナポリ国王・オランダ国王・ベルク大公として実兄ジョゼフ・実弟ルイ・義弟ミュラを任命す
る一方、同年7月に「ライン同盟Jを編成して神聖ローマ帝国を解消した。また英露間盟に対抗し
た仏土同盟を志向し、駐土大使セパスチャーニ Horace Sebastiani ( 1806ー 08年）はクリミア奪回
を、（日）ヤッシー領事レイナールCharlesReinhardはルーマニア支配の回復を打診している。 (14)
対してセリム三世も三帝会戦の敗戦・仏填講和の成立に失望して英露両国との連携を放棄し、む
しろフランスの軍事支援を後盾としたバルカン・黒海支配の回復を志向する。以後 1806年 1月 10
日には主要国として初めてフランス元首の帝位を公認し、続く 8月 24日には親露派のモルダヴ、イ
ア君主A・モノレズィ及びワラキア君主C・イプシランティを廃位、新たに親土派の後任君主s.カ
リマキ ScarlatCallimachi及びA・スーツ AlexsandruSu加（同年 8ー 10月）を任命している。りS）ま
た同年9月には対仏戦争への中立を表明し、露土問盟の秘密条項を破棄してロシア海軍の海峡通航
を制限する一方、 1807年 1月25日には 1798年の英土同盟が満了・失効した。（16)
アレクサンドル一世は、 1805年に親英派・宥和派の宰相＝外相ヴ、オロンツオフが引退・死去し
て間もなく外相補佐チャルトリスキーを更迭、軍部出身の外相ブトベルク AndreiGotthard Budberg 
(1806 -08年）を登用して対仏戦争に対処した。｛町しかし一連の敗戦・仏填講和の樹立を契機に
外交方針の転換を迫られ、フランス亡命貴族オープリ Pierre Y akovlevich Oubrilをパリ特使として
派遣し、 1806年 7月20日の休戦協定によってロシアのイオニア放棄・フランスのドイツ撤兵を確
認する。｛閉また駐土大使イタリンスキーはツアーリの事前承認無きオスマン政府のルーマニア君
主人事に強く抗議し、この結果同年 10月にモルダヴィア君主モルズィ及びワラキア君主イプシラ
ンティ（1806ー 07年）が復位したほか、ロシア海軍の海峡通航も回復して露土緊張も収拾するに
至った。かくして仏露講和が成立するかに見えたが、主戦派の外相ブトベルクは軍事作戦での解決
に固執し、休戦協定の批准を拒否して対仏戦争を続行する一方、南方進出の野心からルーマニア君
主問題を口実として同年 1 月にモルダヴィア侵攻を開始し、対してセリム三世もフランスの後盾
を期待して 12月に宣戦、露土戦争（1806-12年）が再発するのである。（問
イギリス・グレンヴイル内閣（1806一07年）は野党ウィッグの外相フォックスを起用して挙国
体制を築き、ライン同盟の結成を契機として 1806年 9月に英普同盟を組織した。また仏土接近を
阻止するべく駐土大使アープスノートを通じて英土同盟の破棄を非難する一方、ルーマニア問題に
介入してロシアの主張を支持し、 1807年 2月には提督ダックウォース Duckworthを派遣して同盟
再建を求めた。｛均しかしセリム三世はフランス大使セパスチャーニの助言から交渉を拒み、同年3
月にはダーダ、ネルス海峡より帰還するイギリス艦隊を砲撃、英土両国も戦争状態に入る。（幻）
③ 1807年のテイルジット条約と仏露同盟の形成
ナポレオンは 1806年 10月のイェナ・アウエルシュタット会戦でプロイセンを敗った反面、海上
ではイギリス海軍の優位を崩せず、同年 11月22日のベルリン勅令＝大陸封鎖によってイギリス経
済の圧迫を図った。しかし大陸封鎖の達成にはバルト海最大の輸出国家ロシアの参加が不可欠であ
ったから、 1807年 6月のフリートラント会戦の勝利を契機に仏露講和を打診する。他方、アレク
サンドル一世も対土戦線に軍隊主力を投入する必要から対仏戦争の終息を急ぎ、同年6月25日（7
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月7日）にテイルジット条約が締結された。当該条約は、一方では両国の休戦とフランスのイオニ
ア諸島・ダルマツイア回復を確認した講和条約であっただけでなく、他方ではフランスの中欧覇権
とロシアのルーマニア支配を相互に尊重する両国のヨーロッパ分割協定、及びこれを前提に両国の
対英協調を保証する軍事同盟でもあった。こうしてかつて 18世紀末に試みられて挫折した、仏露
協調を前提とするロシア南下政策の原則がここに再現したのである。以後フランスは駐露大使コラ
ンクールAnnandAugustin Louis de Caulaincourt ( 1707 -11年）を通じて公式の同盟交渉を開始す
る。｛却なお同年 7月 9日のテイルジット条約＝仏普講和は、仏露講和とは対照的に、否むしろ仏
露両国の密約の故に、プロイセンに対してエルベ以西・ポーランドの放棄と「ヴェストファーレン
王国J・「ワルシャワ大公園jの建設、巨額の賠償支払など、過酷な内容を強制したのである。
大陸封鎖の実現にはズンド海峡を領有するデ、ンマ｝クの動向も重要な鍵を握った。このため第一
帝制は 1807年 7月よりハンザ都市・北ドイツに駐留して南部国境を威嚇し、大陸制度の受諾と対
英同盟の締結・ズンド海峡の封鎖を迫った。（幻｝他方、ポートランド内閣（1807-09年）の外相G
・キャニングGeorgeCanningは、普露両国が戦線を離脱するなか、残された盟邦スウェーデンとの
紐帯を強化するべく 1807年6月に英瑞同盟を更新する一方、ズンド海峡通航を防衛するため同年8
月にデンマーク特使ジャクソン Jacksonを派遣し、英丁同盟の締結を要請した。側デンマーク外相
ベルンシュトルフ Bemstorff( 1800一IO年）は、仏露同盟・英瑞同盟の二大陣営から提携を求めら
れるなか、丁仏同盟の締結＝対英戦争の勃発に伴う中継貿易の破壊を恐れ、英丁同盟の形成＝対仏
戦争の遂行を選好した。しかし国王クリスチャン七世は、フランスの警戒を回避するべく、丁英同
盟を専守同盟とする条件に闘執したため交渉は決裂、 1807年 9月に英丁戦争が再発する。この結
果、同年 IO月に丁仏同盟が成立し、むしろイギリス包囲体制が拡大することになった。（お｝
オスマン政府は、対露戦争の穆着・対英戦争の潜在を打破するべく、仏土同盟の早期締結を求め
たが、フランスはクリミア半島・ルーマニア奪回の支援を約束した反面、交換条件として対英同盟
の締結・フランス通商活動の保護を要求した。しかしセリム三世の集権政策と親仏外交・対露戦争
に反発する地方勢力・宮廷官僚は 1807年5月の政変によって新帝ムスタファ四世（1807-08年）
を擁立する一方、フランスは同年6月の仏露休戦に伴いもはやオスマン帝国を支援する理由を失っ
ており、同盟交渉は破綻する。（泌）続く同年7月 1日のダーダネルス海戦（「ロシアのトラフアルガ
ーjR凶 sian Traf訂g訂）においてロシア艦隊がオスマン海軍に勝利する一方、問同年7月のテイル
ジット条約によってフランスはロシア南下政策を支持したため、オスマン帝国の軍事的・外交的な
劣勢は明らかとなった。こうしたなかイギリス外相キャニングは、仏露提携に対抗した英士関係の
修復を図り、同年6月にダックウォース艦隊を撤収する一方、オスマン特使パゲ、ット Arthur Paget 
を派遣して同盟交渉を打診する。（28）このため急逮フランスは露土講和の斡旋に乗り出し、同年 8
月24日にスロボシア休戦協定（1808年3月21日期限）が締結された。｛怨｝
④ 1808年のエルフルト条約と仏露間盟の確立
続く 1808年、仏露協調は一層強化される。まずナポレオンは 1807年 1月に外相シャンパーニ
Champagny ( 1807 -1年）を登用し、同年 IO月にエトルリア王国、 1808年5月にパルマ公園、 1809
年9月にローマ共和国を併合してイタリア直轄支配を進めた。また 1807年 IO月の仏西密約に基づ
いて親英国家ポルトガルへの侵攻を開始、首都リスボンを制圧したのみならず、 1808年 6月には
スペイン政変＝新王フェルナンド七世の即位に便乗して実兄ジョゼフを国王ホセ一世（1808- 13 
年）として擁立し、イベリア支配を開始した。これに対してポートランド内閣はブラジルに脱出し
たポルトガル王室と連携してイベリア半島の武装勢力を支援し、所調「半島戦争J（スペイン独立
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戦争）が勃発する 0 (30）他方、アレクサンドル一世は親仏路線に批判的な秘密委員会の解体を図り、
国内行政に関しては内相コチュベイの病気を機会に親仏派の内相補佐スペランスキーを重用する一
方、ストロガノフを対土戦線に、ノヴォシリツェフをウィーン勤務（1808- 12年）に充て、また
主戦派の外相ブトベルクを更迭して親仏派の後任外相ルミアンツェプ（1807- 14年・商相兼務）
に外政を委ねた。外相＝商相ルミアンツェフは、イギリス経済覇権から脱却した商業活動を育成す
るべく英露協調を否定する一方、黒海・地中海貿易を振興する手段として対土戦争・バルカン進出
を志向し、オスマン支配に抵抗するセルピア独立運動を支援した。また、弱体なオスマン国家の海
峡支配こそ是認したものの、強力なオスマン国家の登場、あるいは他国のオスマン征服・海峡封鎖
が懸念される場合には、仏露両国のオスマン共同分割とロシア単独の海峡支配に踏み切る必要を認
めた。以後アレクサンドル一世は、 1807年 10月（1月）に英露戦争を、続く ・1808年 2月に瑞露
戦争を開始する一方、デンマーク新王ブレゼリク六世（1808-39年）に仏丁同盟の発動＝対英・
対瑞戦争への介入を要請し、同年 3月には露土戦争も再開した。 (31）こうして仏露両国は、それぞ
れ半島戦争・対土＝対瑞戦争の遂行に専念するなか、相互の後盾を求め、 1808年9月30日(lo月 12
日）のエルフルト条約によって前年のテイルジット条約を再認したほか、フランスのドイツ支配・
イベリア侵攻、ロシアのルーマニア支配・フィンランド併合を互いに公認したのである。 (32)
スウェーデ、ンでは、露丁両国に挟撃されるなか、 1809年 3月の政変（1809年革命）によって主
戦派のグスタフ四世が失脚、老齢の新王カール十三世（1809ー 18年）が即位する。同王は同年 9
月 17日のフレードリクスハム条約によってツアーリを元首とするフィンランド大公園を認めたほ
か、同年 12月の丁瑞講和・ 1810年 1月の仏瑞講和によってイギリス包囲の一翼を担った。また 1810
年 1月、フランス出身の元帥ベルナドット Bernadotte（カール・ユーハンK訂1Johan）がスウェー
デン王位継承権を獲得するに伴い仏瑞両国の紐帯は一段と深まり、英瑞戦争が発生している。｛均
オスマン帝国では 1808年 7月の再度の政変で新帝マフムート二世（1808- 39年）が即位し、
同年 10月7日の「同盟誓約J（「オスマン帝国のマグナ・カルタJMagna C訂也 ofthe Ottomans）で
はアーヤーン勢力の地方権益を公認する一方、その代償として徴兵・徴税義務を求め、｛納またフ
ランスには迅速な露土講和の仲介を督促した。しかし今や仏露同盟を強化するフランスはこの要請
を拒否し、以後マフムート二世にとって新たな盟邦の獲得は死活問題となる。（3S）他方、ポートラ
ンド内閣も仏露同盟・北欧両国に対抗するべく英土関係に期待し、駐土大使アダイア RobertA伽ir
(1809ー 10年）を派遣して同盟交渉を開始した。この結果両国は 1809年 1月 5日にダーダネル
ス条約を締結、イギリスのオスマン領土保全とオスマン帝国の対仏宣戦を確認した。｛話｝またオー
ストリアは侍従長タレーランと内通して帝制転覆を策謀する一方（「タレーランの裏切J）、 1809年4
月の英填同盟ではイギリスのイベリア侵攻とオーストリアの対仏開戦を約束している。（3η
対仏同盟の再建に対して、ナポレオンは 1809年 1月にタレーランを更迭する一方、対外的には
同年 5月にウィーンを制圧、続く 10月のシェーンプルン条約によってアドリア東岸のイストリア
・クロアチアを獲得し、 1810年 4月にはハプスプルク皇女と婚姻して国威発揚・仏填連携を図っ
た。また同年 7月にオランダ王国、続く 12月にハンザ都市・オルデンブルク公園を併合してバル
ト海支配に着手し、イギリス・パーシヴァル内閣（1809-12年）への包囲体制を強化した。
他方、アレクサンドル一世は仏露同盟の強化と並行して権力機構の整備を図り、 1810年に内相
補佐スペランスキーは一連の改革計画を立案している。このうち大臣制度の再編（警察省の新設・
商務省の廃止・内務省の拡充）・国家評議会の改革（立法・軍事・民事・財政の 4部門化）が実行
に移され、以後スペランスキーは事実上の宰相として国防・外交を除く国務全般を牽引した。（38)
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なおアメリカ合衆国の共和派マディソン政権（1809- 17年）は、中立外交を保ちながらも孤立
を危慎して米露関係の安定に努め、 1809年に駐露公使J・Q ・アダムズ（1809-14年）を派遣す
る一方、外相＝商相ルミアンツェフも通商関係の安定のため 1808年に初代フィラデルフィア領事
ダシコブ AndreiY akovlevich D部hkov(1808ー IO年）を派遣、露米会社の在外通信員を兼任させる
とともに、 1811年には大使 (1811ー 17年）に任命し、正式国交を樹立している。（匁）
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(2）通商関係
① フランス
統領政府は既に前述 1803年 4月の関税改革でイギリス製品輸入を抑制していたが、英仏開戦に
続く同年 6月 20日の法令でイギリス製品・英領産品の直接・間接輸入を禁止する一方、ハノーヴ
ァー占領後はハンブノレク・プレーメン両市を封鎖し、 1804年 3月 13日の法令はイギリスより来航
した中立船舶の入港を規制した。以上の措置は中立諸国を経由するイギリス産品の流入を加速した
ため、 1805年 2月 6日の関税規定は原産国の如何によらず綿製品・植民地産品の輸入関税を強化
している。しかし同年 10月のトラフアルガー海戦の敗北＝制海権の喪失によってフランス植民地
貿易が途絶し、熱帯産品の取引におけるイギリスの優位が明白となるなか、 1806年 2月 23日の法
令はイギリス綿製品の輸入を全面禁止する一方、同年3月4日の法令は熱帯産品の輸入関税を禁止
的税率まで高め、両者を統合した同年 4月 30日の「帝国関税法Jによって保護関税体制が確立す
る。しかし戦略的な経済封鎖については、制海権の喪失に伴い、水際＝港湾での密輸取締以外に有
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効な手段は無く、 1805年 12月のプレスプルク 図m-1 ズンド海峡通航船舶（東航船・西航船）
条約でアドリア海東岸を、 1806年 10月のイエ 15000 
ナ・アウエルシュタット会戦以後はバルト海沿
岸一帯を封鎖した。仰こうした経済的・戦略的
な通商規制の頂点として 1806年 11月 22日の 10000 
「ベルリン勅令JBerlin Decreeは大陸諸国の対
英通商を禁止する一方、同年 12月2日の法令は
北海沿岸及びエルベ・ヴェーゼル河口に関税哨 5,000 
兵線を設置し、「大陸封鎖JContinental Blockade 
が成立する。（2）大陸制度の加盟国は第一帝制の
0 
（隻）
軍事活動と並行して拡大し、前述 1807年 7月の 1800 1805 1810 1815 
テイルジット条約・同年 10月のフォンテーヌ 典拠） Guide and 白舵・or，ぬ町e加伽SoundToll Registers, 
149?・1857on Microfilm, Amster・伽 n, 'pp. 
プロ一条約でバルト海貿易の主要市場・通商経 ’ 
路たるロシア・デンマーク両国が、（3）同年 10月のエトルリア王国併合で地中海貿易の中継拠点リ
ヴ、オルノが、同年 11月のイベリア遠征に伴い親英国家ポルトガルが加盟する。付）他方、オランダ
国王ルイは大陸封鎖に反して対英通商を続けたため、第一帝制は 1810年 7月にオランダ直轄支配
を、同年 12月にハンザ都市・オルデンブルク併合を断行し、バルト海の封鎖を確立する。 （S）以後
ズンド海峡の通航船舶は激減、 1808- 09年には東航船・西航船とも途絶した（図m-1)。
大陸封鎖はイギリス通商を撹乱した反面、フランス経済にも多大な反作用を及ぼした。まず対外
的には列国の連鎖的な報復措置が挙げられる。ベルリン勅令の発布は続くイギリスの海上封鎖（後
述： 1807年 11月 11日の法令）を招来したため、第一帝制は直後 1807年 11月 23日の f第一次ミ
表m-1 フランス海外貿易：主要市場内訳
①輔 出
総額 イギリス オランダ ノ、ンザ都市 ドイツ諸邦 バルト海世界
プロイセン デンマーク スウェーデン
1803 349.1 17.l ( 4.9) 54.6 (15.6) 22.2 ( 6.4) 74.1 (21.2) 13.5 ( 3.9) 6.6 (1.9) 1.1 (0.3) 
1804 395.2 0.2 ( 0.1) 53.0 (13.4) 12.0 ( 3.0) 104.1 (26.3) 22.5 ( 5.7) 14.7 (3.7) 2.9 (0.7) 
1805 384.6 0.0 50.2 (13.1) 13.3 ( 3.5) l 08.3 (28.2) 33.7 ( 8.8) 22.2 (5.8) 0.6 (0.2) 
1806 458.0 0.0 56.4 (12.3) 24.1 ( 5.3) 126.l (27.5) 18.7 ( 4.1) 30.8 (6.7) 0.2 
1807 372.1 0.0 45.1 (12.1) 3.3 ( 0.8) 99.4 (26.7) 1.2 ( 0.3) 35.6 (9.6) 0.0 
1808 329.6 0.0 80.2 (24.3) 5.8 ( 1.8) 131.8 (40.0) 1.1 ( 0.3) 2.7 (0.8) 0.0 
1809 333.5 0.0 66.7 (20.0) 3.7 ( 1.1) 115.6 (34.7) 2.0 ( 0.6) 28.4 (8.5) 0.0 
1810 369.3 38.9 (10.5) 44.6 (12.1) 1.9 ( 0.5) 143.4 (38.8) 0.7 ( 0.2) 0.8 (0.2) 0.1 
1811 327.4 29.9 ( 9.1) 16.4 ( 5.0) 3.1 ( 0.9) 110.5 (33.8) 1.1 ( 0.3) 9.4 (2.9) 0.1 
1812 418.6 76.9 (18.4) 0.0 ( 0.0) 24.5 ( 5.6) 111.0 (26.5) 2.1 ( 0.5) 30.1 (7.2) 0.5 (0.1) 
② 1 員入
1803 473.0 2.1 ( 0.4) 66.8 (14.1) 6.4 ( 1.3) 39.1 ( 8.3) 64.2 (13.6) 14.7 (3.1) 5.9 (1.2) 
1804 492.1 0.0 95.l (19.3) 11.5 ( 2.3) 66.6 (13.5) 19.1 ( 3.9) 7.7 (1.6) 7.0 (1.4) 
1805 526.9 0.0 121.7 (23.1) 2.6 ( 0.5) 80.9 (15.4) 11.0 ( 2.1) 10.5 (2.0) 2.6 (0.5) 
1806 523.2 0.0 126.5 (24.2) 2.5 ( 0.5) 75.9 (14.5) 2.5 ( 0.5) 7.9 (1.5) 1.5 (0.3) 
1807 407.6 0.0 98.4 (24.1) 0.1 54.9 (13.5) 0.5 ( 0.1) 5.3 (1.3) 0.0 
1808 303.1 0.0 151.8 (50.1) 0.8 ( 0.2) 78.1 (25.8) ( 0.0) 1.4 (0.5) 0.0 
1809 330.8 0.0 93.7 (28.3) 0.6 ( 0.2) 90.7 (27.4) ( 0.0) 0.1 (0.0) 0.0 
1810 324.8 41.l (12.7) 58.5 (18.0) 0.8 ( 0.2) 70.8 (21.8) 0.1 ( 0.0) 0.8 (0.2) 0.0 
1811 253.1 32.4 (12.8) 10.6 ( 4.2) 2.9 ( 1.1) 78.5 (31.0) 2.6 ( 1.0) 8.6 (3.4) 0.9 (0.4) 
1812 295.8 26.4 ( 8.9) 0.0 ( 0.0) 5.2 ( 1.8) 110.9 (37.5) 6.5 ( 2.2) 18.2 (6.2) 1.7 (0.6) 
典拠） M. Kutz, a. a. 0., S. 253・254；服部、前掲書、 116ー 117頁。
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ラノ勅令jで入港船舶に対するイギリス寄港歴の調査を強化する一方、同年 12月 17日の f第二次
ミラノ勅令Jでは 1798年のニヴォーズ法を復活、船籍不問の無差別傘捕を再開している。紛しか
しこの措置は制海権を握るイギリス海軍の仏領植民地に対する攻撃を加速したのみならず、（7）中継
貿易に従事するアメリカの対抗措置（後述： 1807年 12月 23日の出港禁止法）を招いたため、第
一帝制は 1808年4月 17日の「ベイヨンヌ勅令JBeyonne Decreeでアメリカ商船のフランス・イタ
リア・ハンザ都市への入港を、 1810年3月23日の「ランプイエ勅令jRambuille Decreeではフラ
ンス諸港への入港を禁止した。｛旬報復措置の応酬によってフランス海外貿易、とりわけ輸入貿易は
下落を続け、 1808年以降のハンザ都市・バルト海諸国・合衆国の急落が著しい。他方、政治支配
を挺子にイタリア貿易が絶対的・相対的に上昇したが、レヴァント貿易の中継拠点リヴオルノも輸
入総額の5%を占めており、同港経由のオスマン産品輸入が推定される（表m-1)。
こうしたなか内務省・貿易総監はレヴァント・黒海貿易を振興するべくオスマン帝国への最恵国
待遇を含む関税制度の改正を提案する一方、外相タレーランも対英戦争に対処する必要から仏土関
係の強化を志向し、 1803年 12月より駐土大使ブリュヌを通じて仏土通商条約を交渉している。（9)
またナポレオンはレヴァント・黒海貿易に精通する商人アントワーヌをマルセイユ市長(1805ー 15
年）に任命し、レヴァント貿易の復権を模索した。側しかしながら国際的には 1806年の露土開戦
によって黒海貿易が途絶、続く 1807・08年の仏露同盟・ 1809年の英土同盟によって仏土関係が悪
化する一方、圏内的には革命時代の改革立法によって工業生産の拠点が北部に移行、リヨン絹織物
・ラングドック毛織物産業が後退するとともに、海港都市マルセイユの通商特権も依然制限されて
いるなか、岡市拠点のレヴァント貿易が 18世紀の水準に回復することは困難であった。（II)
また大陸封鎖に伴う国内経済への影響として、国内産業向け原料調達・輸出向け農業生産の圧迫
が深刻となった。内相クレテ Cretetは事態打開のため、 1809年4月 14日の「特許状制度jregime de 
一一ーーー－ -
スペイン 地中海世界 アメリカ
ロシア 小計 イタリア トスカーナ オスマン 小計 合衆国
3.8 (1.1) 25.0 ( 7.2) 70.2 (20.1) 12.5 ( 3.6) 0.0 14.4 ( 4.1) 26.9 ( 7.7) 17.1 ( 4.9) 
4.3 (1.1) 44.4 (11.2) 89.9 (22.7) 15.2 ( 3.8) 0.0 7.6 ( 1.9) 22.8 ( 5.8) 39.9 (10.1) 
3.6 (0.9) 60.1 (15.7) 64.1 (16.7) 20.8 ( 5.4) 0.0 4.3 ( 1.1) 25.1 ( 6.5) 32.2 ( 8.4) 
1.6 (0.3) 51.3 (11.2) 65.3 (14.3) 46.6 (10.2) 0.0 5.8 ( 1.3) 52.4 (11.4) 45.9 (10.0) 
0.4 (O.I) 37.2 (10.0) 65.6 (17.6) 44.8 (12.0) 0.0 2.4 ( 0.6) 47.2 (12.7) 43.1 (II.6) 
0.8 (0.2) 4.6 ( 1.4) 33.2 o.o 47.7 (14.5) 0.0 0.3 ( 0.1) 48.0 (14.6) 1.8 ( 0.5) 
4.0 (1.2) 34.4 (10.3) 33.9 (10.2) 51.7 (15.5) 0.0 6.6 ( 2.0) 58.3 (17.5) 1.3 ( 0.4) 
0.8 (0.2) 2.4 ( 0.7) 38.3 (10.4) 64.9 (17.6) 0.0 5.3 ( 1.4) 70.2 (19.0) 4.4 ( 1.2) 
0.2 (0.1) 10.8 ( 3.3) 40.4 (12.3) 72.5 (22.1) 0.0 6.0 ( 1.8) 78.5 (24.0) 14.6 ( 4.5) 
0.1 (0.0) 32.8 ( 7.8) 38.1 ( 9.1) 88.1 (21.0) 0.0 3.9 ( 0.9) 92.0 (22.0) 24.8 ( 5.9) 
10.5 (2.2) 95.3 (20.2) 121.8 (25.8) 25.8 ( 5.5) 5.7 (1.2) 26.2 ( 5.5) 52.0 (11.0) 44.7 ( 9.4) 
3.2 (0.7) 37.0 ( 7.6) 122.9 (25.0) 14.7 ( 3.0) 5.7 (1.2) 19.9 ( 4.0) 34.6 ( 7.0) 70.7 (14.4) 
4.2 (0.8) 28.3 ( 5.4) 90.2 (17.1) 25.4 ( 4.8) 5.7 (1.1) 17.1 ( 3.2) 42.5 ( 8.1) 107.7 (20.4) 
1.3 (0.2) 13.2 ( 2.5) 63.6 (12.2) 58.0 (11.1) 27.0 (5.2) 10.4 ( 2.0) 68.4 (13.1) 113.2 (21.6) 
0.0 (0.0) 5.8 ( 1.4) 39.7 ( 9.7) 47.6 (11.7) 23.1 (5.7) 9.8 ( 2.4) 57.4 (14.1) 98.7 (24.2) 
0.0 (0.0) 1.4 ( 0.5) 55.8 (18.4) 47.1 (15.5) 15.2 (5.0) 3.7 ( 1.2) 50.8 (16.8) 29.8 ( 9.8) 
0.8 (0.2) 0.9 ( 0.2) 38.9 (11.8) 70.6 (21.3) 18,0 (5.4) 9.8 ( 3.0) 80.4 (24.3) 6.5 ( 2.0) 
0.6 (0.2) 1.5 ( 0.4) 40.7 (12.5) 71.2 (21.9) 12.1 (3.7) 17.6 ( 5.4) 88.8 (27.3) 2.0 ( 0.6) 
0.6 (0.2) 12.7 ( 5.0) 22.1 ( 8.7) 61.l (24.1) 6.3 (2.4) 12.5 ( 4.9) 73.6 (29.1) 8.2 ( 3.2) 
0.5 (0.2) 26.9 ( 9.1) 21.3 ( 7.2) 71.6 (24.2) 0.0 5.8 ( 2.0) 77.4 (26.2) 15.3 ( 5.2) 
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licencesによって、フランス国産製品・農業産品の輸出、フランス産業向け船舶用品の輸入、イギ
リス製品の輸入禁止、輸出超過＝貿易黒字の維持、以上の条件を満たすフランス商船にはベルリン
．ミラノ勅令の適用を免除する特許状を交付し、事実上イギリスとの通商活動を認めた。また 1810
年5月におけるアメリカ通商規制の軟化を受け、同年7月6日の法令はアメリカとの特許状貿易を
認め、同年 1 月 1日にはランプイエ勅令も撤廃し、アメリカ商船を大陸制度の規定から除外して
いる。また 1810年7月3日の「サン・クルー勅令jS剖nt Cloudは、イギリス海軍の洋上臨検を回
避するため、 f偽装許可状jpennis de simultationによってフランス商船の偽装行為を公認した。（問
偽装商船の活動が拡大するに伴い、同年8月5日の「トリアノン関税表JTrianon Tari宵は税収確保
の観点から植民地産品の輸入を解禁して従価 50%の高率関税を導入する一方、同年 10月 18日の
「フォンテーヌプロー勅令JFontainebleau Decreeはイギリス製品の密輸監視を強めた。｛日）
大陸封鎖の緩和に伴い 1810年より敵国イギリスとの貿易関係は上昇し、またバルト海諸国・ア
メリカ合衆国との取引関係も復調の兆しを見せた。しかし全体として輸入貿易は一貫して下落する
一方、輸出貿易も低迷を続け、いずれもベルリン勅令以前の水準まで回復することはなかった。こ
うしたなか、ライン同盟に駐在するフランス大使パシェ Bacherは、.1810年 10月の報告において、
フランス海外貿易の危機、とりわけオランダ・ハンザ都市を中継拠点とするライン河・バルト海貿
易の閉塞を打開する手段として、新たにオデッサ・ウィーンを中継拠点とする黒海・ドナウ河経由
のバルカン・中欧貿易の可能性を示唆している。イギリスのバルト海支配に対抗するべく、依然と
して仏露両国の連携を前提としたレヴァント・黒海貿易の開拓が模索されたことは興味深い。（14)
② イギリス
英仏開戦に伴いイギリス政府も一連の海上封鎖を展開する。アデイントン内閣は開戦直後 1803
年5月 17日に自国領内のフランス・オランダ商船を拘束する一方、同年6月24日には中立船舶の
表m-2 イギリス海外貿易：主要市場内訳
① 1 員出
総額 フランス オフンダ バルト海世界
プロイセン デンマ目F スウェ』デン ロシア 小計
1803 31,458 1,184 (3.8) 1,692 (5.4) 1,544 ( 4.9) 1,684 ( 5.4) 82 ( 0.3) 1,260 (4.0) 4,570 (14.5) 
1804 34,451 20 (O.l) 2,338 (6.8) 3,941 (1 I.4) 3,776 (11.0) 125 ( 0.4) 1,200 (3.5) 9,042 (26.2) 
1805 34,309 1 (0.0) 365 (1.1) ・5,017(14.6) 4,360 (12.7) 124 ( 0.4) 1,508 (4.4) 11,009 (32.1) 
1806 36,527 1,157 (3.2) 462 ( 1.3) 1,438 ( 3.9) 175 ( 0.5) 1,700 (4.7) 3,775 (10.3) 
1807 34,567 1,657 (4.8) 153 ( 0.4) 4,898 (14.2) 635 ( 1.8) 395 (1.1) 6,081 (17.6) 
1808 34,554 2 (0.0) 358 (1.0) 70 ( 0.2) 21 ( 0.1) 2,358 ( 6.8) 879 (2.5) 3,328 ( 9.6) 
1809 50,287 2,458 (4.9) 594 ( 1.2) 258 ( 0.5) 3,524 ( 7.0) 877 (1.7) 5,253 (lQ.4) 
1810 45,870 732 (1.6) 487 (1.1) 2,597 ( 5.7) 236 (0.5) 4,871 ( 10.6) 731 (1.6) 8,435 (18.4) 
1811 32,410 420 (1.3) 261 (0.8) 57 ( 0.2) 726 ( 2.2) 522 ( 1.6) 731 (2.3) 2,036 ( 6.3) 
1812 43.293 1.010 (2.3) 306 (0.7) 84 ( 0.2) 756 ( 1.7) 2.308 ( 5.3) 1.807 (4.2) 4.955 (11.4) 
(2) • 量入
1803 27,992 479 (1.7) 647 ( 2.3) 831 ( 3.0) 325 ( 1.2) 289 ( 1.0) 2,335 (8.3) 3,780 (13.5) 
1804 29,201 140 (0.5) 875 (3.0) 1,543 ( 5.3) 1,0斜（ 3.7) 194 ( 0.7) 2,264 (7.8) 5,085 (17.4) 
1805 30,345 470 (1.5) 729 (2.4) 2,220 ( 7.3) 1,072 ( 3.5) 269 ( 0.9) 1,527 (5.0) 5,088 (16.8) 
1806 28,836 237 (0.8) 637 (2.2) 605 ( 2.1) 436 ( 1.5) 192 ( 0.7) 2,577 (8.9) 3,810 (13.2) 
1807 28,855 511 (1.8) 卯4(3.1) 284 ( 1.0) I，似川（ 3.5) 219 ( 0.8) 2,569 (8.9) 4,072 (14.1) 
1808 29,629 214 (0.7) 786 (2.7) 56 ( 0.2) 15 ( 0.1) 371 ( 1.3) 814 (2.7) 1,256 ( 4.2) 
1809 33,772 738 (2.2) 1,722 (5.1) 321 ( 1.0) 122 ( 0.4) 431 ( 1.3) 2,023 (6.0) 2,897 ( 8.6) 
1810 41,136 541 (1.3) 748 (1.8) 936 ( 2.3) 683 ( 1.7) 427 ( 1.0) 2,747 (6.7) 4,793 (11.7) 
1811 28,627 36 (0.1) 29 (0.1) 252 ( 0.9) 263 ( 0.9) 377 ( 1.3) 1,529 (5.3) 2,421 ( 8.5) 
1812 28.595 711 (2.5) 237 (0.8) 89 ( 0.3) 220 ( 0.8) 223 ( 0.8) 2.323 (8.1) 2.855 (10.0) 
典拠） M. Kutζa. a. 0., S. 248・249.
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フランス植民地貿易を禁止し、同年6月・ 7月にはエルベ・ヴェーゼ、ル河口を封鎖した。間続くピ
ット政権は 1804年 8月9日にイギリス海峡・北海沿岸のフランス諸港を封鎖する一方、 1805年 7
月23日の「エセックス決議JEssex Decisionは中立商船の敵国貿易、なかでもアメリカ商船の中継
貿易を妨害した。（尚｝また同年 10月のトラファルガー海戦によって制海権を掌握するなか、グレン
ヴ、イル内閣・外相フォックスは 1806年4月8日の「海上封鎖令J（フォックス封鎖法Fox’sBlockade) 
によって敵国製品・禁輸品目を運搬する中立船舶のエルベ＝プレスト間への寄港を禁止し、同年 5
月 16日の「封鎖宣言JBlockade Declarationではオステンド＝セーヌ間の監視を強化する。 (Iη
以上の措置は 1806年 11月のベルリン勅令＝大陸封鎖を招いたため、イギリスは対抗的な海上封
鎖によってフランス経済の封じ込めを図り、 1807年 1月7日の「枢密院令JOrder in Councilによ
って中立商船のフランス植民地貿易（直接貿易）・フランス沿海貿易を規制する一方、続く同年 11
月 11日の枢密院令は中立商船の母国を経由するフランス植民地貿易（間接貿易）も禁止した。｛凶）
また大陸封鎖によって縮小した対欧貿易を補完するべく、 1797年の英露通商条約（1807年 3月25
日満了）の更新・改正による輸入関税の緩和、及び高級審修品（馬車・家具・絹布・宝石）の取引
解禁を試みた。しかし 1807年のテイルジット条約＝仏露同盟に伴いイギリスに対するロシア通商
規制はむしろ強化され、同年 10月の大陸制度加盟によって英露通商が急落する一方、イギリス海
上封鎖の強化は同年 11- 12月に仏米両国の対抗措置（前述のミラノ勅令・後述の出港禁止法）を
誘発するに至った。このためイギリス商船は、バルト海東岸リガ・白海沿岸アルハンゲリスク拠点
の密輸活動やフィンランド・アフガニスタン経由の間接取引を試みる一方、グレンヴィル内閣もイ
ギリス商船に中立諸国の国旗・船積書類で偽装した密輸活動を公認し、またバルト海諸国の船舶に
はイギリス海軍の臨検を免除する「特許状貿易jLicense Tradeを認めた。それでもバルト海貿易の
後退は避けられず（表m-2）、 1807一08年には船舶用品の輸入が激減して大麻価格はトン当た
(1.000ポンド：公式価格
ポルトガル 地中海世界 アメリカ 西インド 東インド
イタリア オスマン 小計 合衆国 英領 英領以外
561 ( 1.8) 642 (2.0) 154 (0.5) 796 (2.5) 5,273 ( 16.8) 2,380 ( 7.6) 193 ( 0.6) 2,733 ( 8.7) 
910 ( 2.6) 351 (1.0) 81 (0.2) 432 (1.3) 6,398 (18.6) 4,282 ( 12.4) 312 ( 0.9) 1,766 ( 5.1) 
1,395 ( 4.1) 490 (1.4) 132 (0.4) 622 (1.8) 7,147 (20.8) 3,832 ( 11.2) 319 ( 0.9) 1,699 ( 5.0) 
1,436 ( 3.9) 271 (0.7) 130 (0.4) 401 (1.1) 3,613 ( 9.9) 4,734 (13.0) 1,796 ( 4.9) 1,937 ( 5.3) 
1,020 ( 3.0) 534 (1.5) 19 (0.1) 553 (1.6) 7,921 (22.9) 4,579 (13.2) 1,326 ( 3.8) 1,884 ( 5.5) 
1,074 ( 3.1) 282 (0.8) 14 (0.0) 296 (0.9) 3,992 (11.6) 5,929 (17.2) 4,830 (14.0) 1,933 ( 5.6) 
1,429 ( 2.8) 343 (0.7) 102 (0.2) 445 (0.9) 5,188 (10.3) 5,975 (11.9) 6,382 (12.7) 1,648 ( 3.3) 
1,975 ( 4.3) 165 (0.4) 96 (0.2) 261 (0.6) 7,813 (17.0) 4,790 (10.4) 5,970 (13.0) 1,717 ( 3.7) 
5,110 (15.8) 266 (0.8) 266 (0.8) 532 (1.6) 1,432 ( 4.4) 4,123 (12.7) 3,047 ( 9.4) 1,665 ( 5.1) 
3.764 ( 8.7) 408 (0.9) 564 (1.3) 972 (2.2) 4.136 ( 9.6) 4.767 (11.0) 4.115 ( 9.5) 1.779 ( 4.1) 
1,160 ( 4.1) 654 (2.3) 175 (0.6) 829 (3.0) 1,914 ( 6.8) 6,132 (21.9) 355 ( 1.3) 6,349 (22.7) 
696 ( 2.4) 196 (0.7) 148 (0.5) 344 (1.2) 1,651 ( 5.7) 7,682 (26.3) 346 ( 1.2) 5,215 (17.9) 
937 ( 3.1) 275 (0.9) 104 (0.3) 379 (1.2) 1,767 ( 5.8) 6,720 (22.1) 736 ( 2.4) 6,072 (20.0) 
918 ( 3.2) 263 (0.9) 136 (0.5) 399 (1.4) 1,000 ( 3.5) 8,815 (30.6) 1,227 ( 4.3) 3,755 (13.0) 
883 ( 3.1) 191 (0.7) 113 (0.4) 304 (1.1) 2,848 ( 9.9) 7,980 (27.7) 1,341 ( 4.6) 3,402 ( 11.8) 
681 ( 2.3) 172 (0.6) 57 (0.2) 229 (0.8) 836 ( 2.8) 8,778 (29.6) 2,838 ( 9.6) 5,853 (19.8) 
887 ( 2.6) 222 (0.7) 185 (0.5) 407 (1.2) 2,205 ( 6.5) 7,703 (22.8) 5,090 (15.1) 3,366 (10.0) 
1,579 ( 3.8) 226 (0.5) 349 (0.8) 515 (1.4) 2,614 ( 6.4) 8,258 (20.1) 6,961 (16.9) 4,710 (11.4) 
405 ( 1.4) 129 (0.5) 196 (0.7) 325 (1.1) 2,309 ( 8.1) 8,452 (29.5) 3,834 (13.4) 4,106 (14.3) 
735 ( 2.6) 168 (0.6) 244 (0.9) 412 (1.4) 1.294 ( 4.5) 7.487 (26.2) 2.471 ( 8.6) 5.602 (19.6) 
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り66ポンドから 118ポンドへと高騰している。側他方、レヴァント会社は 1799年の英土同盟を
後盾としてレヴ、アント・黒海貿易を推進し、なかでも 1805年のトラフアルガー海戦に際してはル
ーマニア食肉の調達によって海軍向け兵糧供給を支え、その勝利に貢献した。しかし 1806- 07年
の仏土友好・英土危機によってレヴァント貿易は急落し（表班－ 2）、ポートランド内閣は 1808年
に同社への財政補助を再開する一方、マルタ拠点の密輸貿易を奨励した。側
続く 1808年の半島戦争に伴い、イギリスは英葡同盟の形成・スペイン植民地の反乱を背景とし
てブラジル・西領南米向け輸出を促進する一方、仏領植民地の攻略によって新大陸貿易を拡大し、
1809年4月には駐米大使エルスキンErskineを派遣してアメリカ商船への措置を緩和した。（21）バル
ト海世界では 1807年の英瑞同盟を後盾にスウェーデン向け輸出を拡大する一方、特許状貿易を挺
子にロシア産品輸入も回復し（表m-2）、この結果 1808ー 09年のトン当たり大麻価格は 118ポ
ンドから 72ポンドへと下落している。｛均しかし同年 5月のウィーン陥落に伴い、外相G・キャニ
ングはフランスへの経済封鎖を強化するべく 5月 30日にアメリカ商船の傘捕を再開する一方、続
くパーシヴァル内閣は必要物資の調達のため外国商船への特許状交付を拡大したほか、 1811年 7
月には特許状の交付条件としてイギリス製品の輸出を義務付けた。それでもロシア向け輸出は依然
低迷し、 1811年の商務院令はロシアへの制裁としてバルト海産品への輸入関税を強化した。（23)
他方、マンチェスター綿業資本は製品販路・原料調達の市場としてレヴァント・黒海市場の開拓
を試み、パーシヴァル内閣は上記 1809年 1月のダーダネルス条約によって、政治的には 1799年の
英士同盟を復活する一方、経済的には 1802年の通商特権＝従価 3%の対外関税、オスマン市場・
表m-3 アメリカ輸出貿易：主要市場内訳 (1,000 ドノレ）
総額 イギリス フランス オランダ バルト海世界 地中海世界 西インド
1803 55,800 17,801 (31.9) 4,402 ( 7.9) 3,987 ( 7.1) 1,031 ( 1.8) 2,205 ( 4.0) 14,928 (26.8) 
1804 77,699 13,207 (17.0) 8,524 ( 11.0) 13,821 (17.8) 2,891 ( 3.7) 2,831 ( 3.6) 20,628 (26.5) 
1805 95,566 15,413 ( 16.1) 12,114 (12.7) 16,743 (17.5) 2,469 ( 2.6) 4,979 ( 5.2) 27,518 (28.8) 
1806 101,537 15,594 (15.4) 10,932 (10.8) 18，“2 (18.4) 1,620 ( 1.6) 7,671 ( 7.6) 28,130 (27.7) 
1807 108,343 23,150 (21.4) 11,659 (10.8) 16,184 (14.9) 1,948 ( 1.8) 9,835 ( 9.1) 30,981 (28.6) 
1808 22,431 1,206 ( 5.4) 2,444 (10.9) 2,610 (11.6) 151 ( 0.7) 2,168 ( 9.7) 8,414 (37.5) 
1809 52,203 5,566 (10.7) 1,118 ( 2.1) 10,610 (20.3) 3,452 ( 6.6) 12,201 (23.4) 
1810 66,758 12,281 ( 18.4) 19 ( 0.0) 103 ( 0.2) 20,881 (31.3) 1,842 ( 2.8) 11,801 (17.7) 
1811 61,317 13,741 (22.4) 1,677 ( 2.7) 7,315 (11.9) 3,482 ( 5.7) 14,815 (24.2) 
1812 38.527 6.090 (15.8) 2.838 ( 7.4) 31 ( 0.0 2.811 ( 7.3) 2.290 ( 5.9) 8.309 (21.6) 
典拠） M. Kutz, a. a. 0., S. 259・263.
表m-4 アメリカのバルト海貿易：主要品目の相手市場
D 輸出 （砂措・コー ヒー ・恒董： 1.000デンマーク・トヴル／ラム：ホァグスヘy
砂糖 ラム コー ヒー 煙草
計 デンマー ク 計 デンマー ク 計 デンマー ク 計 デンマー ク
1,802 1,634 (90.7) 7,512 6,727 (89.6) 270 238 (88.1) 591 523 (88.5) 
1804 5,035 4,958 (98.5) 759 746 (98.3) 1,838 1,477 (80.4) 1,146 1,132 (98.8) 
4,264 4,253 (99.7) 4,151 4,151 (100) 886 748 (84.4) 871 871 (100) 
3,639 3.柑0(93.4) 7.160 7160 (100) 
入
鉄 大麻
計 ロシア 計 ロシア 計 ロシア 計 ロシア
1803 44,698 41,226 (92.2) 38,922 35,609 (91.5) 35,763 34,255 (95.8) 1,433 1,077 (75.2) 
1804 32,417 27,484 (84.8) 28,487 27,087 (95.1) 36,430 31,839 (87.4) 1,557 1,549 （”.5) 
1805 31,807 27,582 (86.7) 33,184 32,566 (98.1) 39,155 36,477 (93.2) 1,581 ”。（62.6)
1806 47.769 40.432 (84.6) 38.973 36.306 (93.2) 20.039 19.406 (96.8) 531 450 (84.7 
典拠） A.R鎚ch,op. cit, pp. 43・46,5か54.
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黒海地域における自由通商を回復した。例以後イギリスのレヴァント貿易は漸増、とりわけ輸入
貿易が拡大したが、輸出貿易も 1812年には 17世紀以来最大の取引総額を記録した（表直一 2）。（笥）
③ アメリカ
英仏開戦によってアメリカ商船の中継貿易は再び活発となるが（表直一 3）、イギリスのバルト
海封鎖に伴い、 1804年を頂点としてデンマーク向け輸出は概ね下落、ロシア産品輸入も停滞する
（表直－4）。駐露領事ノ、リスは中立諸国の自由貿易を保証する米露通商条約を構想するが、 1804
年の仏露断交・ 1805年の英露同盟によってロシアは対仏包閤・海上封鎖に合流したため、計画は
挫折する。附むしろ 1807年のイギリス枢密院令＝海上封鎖、フランスのミラノ勅令＝大陸封鎖に
よって中立船舶の中継貿易は大幅に撹乱されるなか、同年6月の仏領西インド貿易に従事するアメ
リカ商船の傘捕事件（チェサピーク号事件 Chesapeak Affi剖r）を契機として、ジ、ェファーソン政権
は 1807年 12月 22日に「出港禁止法JEmbargo Actを公布、ヨーロッパ通商を全面禁止した0 (27) 
以後アメリカではイギリス通商から脱却した国内市場の形成が進む反面、貿易活動は大幅に下落
する（表m-a）。イギリス通商を重視する北部の海運・産業利害は連邦派に結集して同法の撤廃
運動を展開し、マディソン政権は 1809年3月 1日の「通商禁止法jNon-Intercourse Actによって
ヨーロッパ通商を解禁する一方、海上・港湾封鎖を続行する英仏両国には報復措置として輸出禁止
を維持した。同年4月 19日にはイギリス大使エルスキンの要請によって米英通商を一時認めたが、
同年5月にポートランド内閣が中立船舶の傘捕を再開するに及び、マディソン政権も同年8月9日
に米英貿易の自由を撤回する。（28）このため駐露公使J・Q ・アダムズはアレクサンドル一世に助
力を求めて北海経由の米露貿易・ロシア領内経由の陸上貿易を保全し、 1809- 10年のバルト海貿
易は未曾有の成長を示した（表m-3）。しかしバルト海貿易の主要相手たる丁露両国が大陸制度
に荷担する限り、中継貿易に立脚するアメリカ海外貿易の成長には限界が存在した。｛別事態を打
開するためマディソン政権は 1810年 5月 1 日に通商禁止法改正（「メーコン第二法JMacon Act No. 
2）を公布、英仏両国のいずれか一方がアメリカ商船の中継貿易を承認した場合、合衆国政府は他
方との通商活動を禁止する旨を表明した。これを受けてフランスは同年7月にアメリカ商船を大陸
制度の規定から免除し、同年 11月にランプイエ勅令を廃止したため、マディソン政権もメーコン
第二法を発動、 1811年2月 1 日に対英通商を禁止した。 図m-2 ロシア海外貿易
かくしてアメリカは大陸制度の枠内における中継貿易の 80 
自由を実現し、間接的に大陸封鎖に合流したのである。側 70 
続く同年5月 16日の米英海軍の交戦（「小ベルト事件J ω 
Little Belt A偽ir）によって主戦派の「戦争鷹JWar Hawks 
50 
が台頭するなか、 1812年 4月4日の出港禁止法は対英規
制を一層強化し、米英緊張は高まった。（幻）
④ ロシア
1803年の英仏開戦に伴い対仏同盟を準備するなか、ア 20 一一一一輸出
レクサンドル一世は 1804年の関税改革によって輸入関税 IO十一一一輸入
を緩和し、織布工場の綿糸調達を後援するとともに、英 0 
(1,00,00ルーヴリ）
1795 1800 号
露関係の強化に努めた0 (32）この結果ロシア海外貿易は、 典拠） A. K油加， op.cit., p. 1よ4・165,192・
1804年の減少を経て、 1805年には輸出・輸入とも漸増す 193；伊藤昌太「農奴制ロシアにおける関税
政策の特質J福島大学『歴史』第 19号 1967
る。しかし対仏包囲・海上封鎖に伴うバルト海貿易の撹 年、 12頁、メンデリソン、前掲邦訳、第 4
乱によって、 1806ー 07年の貿易総額は再びアミアン和 巻、 428-441頁。
(1.000.000ノレー プリ）
油脂 ｜ 穀物
11.1 (18.8) I 8.1 (13.8) 
9.3 <12.8) I 21.0 (29.0) 
9.5 (15.1) I 13.3 <21.2) 
7.3 (13.5) I 4.5 < 8.3) 
1.000.000ループリ）
茶
2.25 (5.3) 
2.35 (5.1) 
1.99 (4.6) 
2.87 (8.6) 
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繊維製品
3.95 (6.7) 
4.05 (5.6) 
3.59 (5.7) 
4.17 (7.8) 
鉄
1.90 (3.2) 
3.16 (4.4) 
3.32 (5.3) 
2.48 (4.6) 
木材
1.28 (2.2) 
1.31 (1.8) 
1.14 (1.8) 
0.93 (1.7) 
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大麻・亜麻
20.0 (33.9) 
19.9 (27.5) 
18.2 (29.0) 
19.7 (36.8) 
繊維製品
11.3 (26.5) 
11.6 (25.2) 
9.1 (21.1) 
7.2 (21.6) 
総 額 l 鉱物 I 金属製品 I 化学製品
42.7 (100) I 0.63 (1.5) I 0.58 (I.4) I 2.59 (6.1) 
46.1 <100) I 0.10 (I.5) I o.67 (I.5) I 3.42 (7.4) 
43.3 (100) I 1.06 (2.4) I o.81 (I.9) I 3.67 (8.5) 
33.2 <100> I 1.05 (3.2) I o.44 (I.3) I 2.90 (8.7 
メンデリソン、前掲邦訳、第4巻、 428-441頁。
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典拠）
1820 
約以前の水準まで縮小している。（図m-2）。品目構成では、 18世紀と同様、輸出産品における
船舶用品（麻類・木材）・鉄の、輸入品目における繊維製品・熱帯産品（砂糖・茶）の優位が顕著
であるが、輸出構成では穀物が 20- 30 %まで上昇したほか、国内産業の成長を背景として加工製
品＝繊維製品の漸増が注目される（表m-4）。市場編成としては、依然イギリスが最大の相手市
場で、あったが、英仏開戦に伴いイギリス通商が急落する一方、中継貿易国家アメリカとの取引関係
が拡大している（図m-a）。こうしたなか商相ルミアンツェフは、 1803年のアメリカ領事着任、
同年のルイジアナ買収に伴うアメリカ領土の西部拡張に触発されつつ、シベリア・太平洋経由の極
東・北米貿易に注目する一方、先に対日使節ラクスマンを派遣した宰相ヴ、オロンツオフもこの構想
を支持し、露米会社のレザノフNikolaiPetrovich Rez.anovを日本（1805年）・露領アラスカ・西領
北米（1806年）に派遣している。｛お）
続く 1806年 11月のベルリン勅令によってバルト海貿易が阻害されるなか、代替経路として黒海
1815 1810 1805 1800 1820 1815 
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－地中海貿易の開拓は急務となった。（見）オデッサ市長リシュリューは小型の「啓蒙専制君主j と
して貿易振興に努め、都市財源として関税収入の 10% (1803年 6月以降20%）・酒税のほかに国
庫補助 200,000ループリを獲得し、海峡経由で来航する大型外洋船舶の専用岸壁を整備する一方、
1803年 1月にはギリシア入居住区を復活して外国商人を誘致した。 1804年には民間商業銀行（資
本金 750,000ループ、リ）の設立を支援し、同行は為替手形の割引（年利 6%）・貨物担保の貸付に
よって商業信用の供与に従事した。問また 1805年に新ロシア三県が再度統合するに及び、リシュ
リューは新ロシア知事（1805- 14年）に就任し、南部ロシアの人口増大・農業振興を推進する一
方、｛拘 1806年には株式企業の「帝国保険会社j を設立したほか、フランス亡命貴族サン＝プリー
スト AnnandEmmanuel Saint-Priestを商業裁判所の判事に任命した。さらに各国領事の誘致に努め、
以後フランス・オーストリア・スペイン・ナポリ・イギリス・ラグーサ・イオニアがオデッサ領事
を開設している。（37）また外相チャルトリスキーは、外交的には 1805年の英露同盟・露土同盟によ
ってフランスのバルカン進出を限止するなか、経済的には祖国ポーランドのチャルトリスキー家門
が従事するオデッサ経由の黒海貿易を推進し、その販路としてイギリス向け輸出を推奨した。（38)
こうしてオデッサ海外貿易は急速に増大し、 1802ー OS年において輸出貿易は2倍、輸入貿易は3
倍に拡大している。オデッサの成長に牽引されて黒海貿易も全体として上昇し、当該期を通じて輸
出貿易は200万ループリから 570万ループリへと、輸入貿易も 150万ループリから 400万ループリ
へと 2-3倍に成長した。ロシア海外貿易に占める黒海貿易の割合も 1802年時点の 3%から 1805
年の 8-9%へと伸張している（表班ー5）。なかでも穀物輸出の成長が著しく、ソウルの推計に
よれば、前述の知く 1802-04年に so万チェトベルチから 100万チェトベルチへと倍増した後、
1805年には 160万チェトベルチまで増大している。ただしこの数値は、メンデリソンの示す 1805
年におけるロシア穀物輸出総量 200万チェトベルチの 75%に相当し、過大評価と思われる（表直
一6）。黒海穀物の販路としてはイギリス向け輸出の上昇が注目され、イギリス穀物輸入に占める
割合は、 1804年で0.5%にとどまったものの、 1805年には 11.6%まで上昇したとされる。｛納
塞m-s ロシア黒海貿易 (I.000ルー プリ
輸 出 輸 入
ロシア総額 黒海経由 うちオデ、ッサ ロシア総額 黒海経由 うちオデッサ
1802 63,300 (100) 2,132.072 (3.4) 1,534.114 (72.0) 45，紛0(100) 1,467.119 (3.2) 719.982 (49.1) 
1803 6,7_,10 (100) －~.，？｝9ュ.~1Q. (5:.9)_ --.恒圃・，，ー 圃幅圃曹司・・ー ・ー _ +!.?9＿〔！Q)_ 2~.68.708 (5.3) ・・ー ーー ・ー・ー 曲ー圃・ー ・・ー ・・ー
1804 59,000 (100) 3,897.878 (6.6) 2,339.509 (60.0) 42,700 (100) 3,343.559 (7.8) 1,223.000 (36.6) 
1805 72,400 (100) 5,700.596 (7.9) 3,399.291 (59.6) 46,100 (100) 4,131.095 (9.0) 2,156.000 (52.2) 
1806 62,700 (100) 2,648.675 (4.2) 822.927 (31.1) 43,300 (100) 3,453.000 (8.0) 1,845.000 (53.4) 
1807 53,600 (100) 336.022 33,200 (100) 490.000 
1808 1,975.013 1,901.000 
1809 1,776.290 2,259.000 
1810 3,146.994 2,763.000 
1811 7,747.544 7，例0.000
1812 139.000 5.855.045 76.400 2.313.000 
※黒海経由のカッコ内数値は貿易総額に占める%、オデッサ貿易のカッコ内数値は黒海貿易に占める%。
典拠）海外貿易の総額は、メンデリソン、前掲邦訳、第4巻、428-429頁。黒海貿易の総額は、V.G. Sirotkin, op. cit., 
p. 80.オデッサ貿易の総額は、 M.L.Hぽvey,op. cit., p. 76; P. Herlihy, Odessa, p. 39. 
180ヨ I 1803 I 1804 I 1805 I 1806 
ロシア総量 I I I I 1,930，鵬 I 560,000 
うち黒海経由 I 519,211 I 950,141 I 1州，108 I l，併5,229
典拠）メンデリソン、前掲邦訳、第4巻、 434-437頁、 N.E. Saul, Mediten沼neanWorld, p. 179, n. 13. 
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続く 1806年 12月に露土戦争が再発した反面、 1807年 6月のテイルジット条約によって仏露戦
争が終結するなか、新任外相ルミアンツェフは、外交的には仏露両国の提携・対土包囲の形成に努
める一方、商相兼務の立場からイギリス海運の独占体制に不満を抱き、経済的にはロシア海運・商
業資本を育成するべくイギリス商人への規制を強めた。まず 1807年 1月にはイギリス商人の領内
通商（生産者・消費者との直接取引）を禁止し、ロシア商人媒介の産品買付・製品販売を強制する
一方、領内居留のイギリス商人には商人組合への加入・資本金額の登録を義務付け、 50,000ループ
リ超過の登録資本には年間 14%を課税した。また同年3月25日に英露通商条約が満了した際、グ
レンヴ、イル内閣の更新要求を拒否して当該条約を失効している。さらに同年 10月 26日（11月 7
日）より大陸制度に正式加盟して英露通商を停止する一方、アメリカの出港禁止法に対抗してアメ
リカ商船の中継貿易も遮断し、また瑞露戦争の勃発に伴いスウェーデ、ン経由の輸出も禁止した。続
く1808年 9月のエルフルト条約＝仏露同盟に伴い、 1809年 5月の勅令は入港船舶の船籍確認（出
発地・目的地）を徹底してバルト海経由のイギリス向け船舶用品輸出・イギリス製品流入を阻止す
る一方、イギリス商船及びイギリス貨物を運搬する中立商船の傘捕を開始した。 1810年にはフラ
ンスのトリアノン関税・フォンテーヌプロー勅令を受諾し、大陸制度を後援している。（制
対英通商の断絶に伴い、従来イギリスを最大の貿易相手としてきたロシア海外貿易は、先行研究
の示す 1806- 07年の数値を見る場合、輸出総額で 6,000万ループリから 5,000万ループリへと、
輸入総額で 4,000万ループリから 3,000万ループリへと下落、 19世紀に入ってからの最低水準を記
録し（図m-2）、続く 1807- 10年には、合法貿易に関する限り、英露貿易は完全に途絶したと
される。取引総額の量的縮小に比して、 1806-07年の品目構成に特段の変化はないが（表皿－4）、
これはイギリス製品・英領植民地産品に代わってフランス製品・熱帯産品が流入し、ロシア市場が
フランス輸出貿易の販路として存立したことをうかがわせる。とはいえフランス産業に安価・良質
なイギリス綿糸を代替する能力はなく、その輸入
停止はロシアにおける綿糸価格の急騰・織布工場
の減産を招いた。またフランスはロシア輸出産品
の主力（穀物・麻類）を自給する故に、その仕向
け先として機能することはなかったから、当該品
目、なかでも穀物の輸出は絶対的・総体的に低落
している。こうしたフランス産品輸入の加速・一
次産品輸出の減少は貿易収支の悪化を招き、戦費
調達に伴う紙幣増発＝通貨減価と相候って、ルー
プリ相場は急落（72%）した。このためアレクサ
ンドル一世は銀ループリに対する紙幣ループ、リの
通貨価値を切り下げ、銀ループ、リに対する換算割
合を従来の 1.5前後から 1809年に2.25、1810年に
は3.24へと半減している（図fil-4）。附
図m-4 紙幣ルー プ、リの減価。
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※ 1銀ルー プ、リに対する紙幣ルー プリの換算割合。
典拠）有馬達郎『ロシア工業史研究一一農奴解放の
歴史的前提の解明一一』東大出版会 1973年、 9頁。
他方、1806年 12月における露土戦争の再発はオデッサの貿易活動を撹乱し、その輸出総額は 1805
-07年において 340万ループリから 30万ループリまで、輸入総額も 200万ループリから 50万ル
ープリまで下落した。黒海諸港全体の取引規模も 1805-06年において輸出は 570万ループリから
Z60万ループリへと半減、輸入は410万ループリから 340万ループリへと減少している（表直一5）。
続く 1807年8月のスロボシア休戦協定によって黒海貿易は回復に転じるが、なかでも同年 11月・
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12月のミラノ勅令によってフランス諸港経由の地中海貿易が途絶するなか、各国の商業資本は海
上貿易の一部を陸上貿易に転換したため、オデッサはその立地条件からフランス・中欧市場とオス
マン・ベルシア・エジプトとの陸路交易を媒介し、東西貿易の中継地点として成長している。新ロ
シア知事リシュリューは 1808年3月5日の法令によって 12ヶ月以内の貨物保管に対する関税を免
除し、また検疫期間の短縮・倉庫設備の拡充によって中継貿易の機能を整備した。ところで休戦協
定は 1808年 3月に満了し、政治的には露土戦争が再開するものの、経済的には戦時を通じてオデ
ッサ経由の黒海貿易は続行されたと言われる。実際、オデッサの輸出貿易は、 1808年に 200万ル
プーリ、 1810年に 300万ループリへと戦前水準に回復、輸入貿易も 1808-09年には戦前規模を
上回る 200万ループリに上昇している（表皿ー5）。なお 1811年には輸出・輸入とも 700万ループ
リを超えるオデッサ史上最大の年額を記録したが、これは紙幣ループリの切り下げに由来する。
しかし 1809年 1月の英土同盟に伴い英土両国との対立が深まるなか、外相・商相ルミアンツェ
フはむしろ大陸封鎖の一環として黒海通商を規制する必要を認識し、 1809年 5月の上記勅令がバ
ルト海経由のイギリス通商を規制したとすれば、同月の別の勅令は黒海諸港におけるオスマン商船
の入港を禁止するとともに、黒海経由のオスマン向け食糧供給・イギリス製品流入を規制した。続
く1810年2月 19日の勅令はオデッサの穀物輸出を禁止し、なかでも敵国オスマン向け供給を妨害
している。（位）この結果、復調したオデッサの貿易活動は 1812年に再び下落し、輸出貿易は 770万
ノレー プ、リから 580万ループリへと、輸入貿易は700万ルーブリから 230万ループリへと急落してい
る（表班ー 5）。これに対してオデッサ商人組合は、政府の規制措置によって黒海諸港の貿易活動
が多大な被害を受けていること、黒海諸港の輸入産品は主にレヴ、アント地域の産品であってイギリ
ス製品の比重は低いこと、黒海諸港で活動する外国商人はギリシア・イタリア商人が中心であって
オスマン・イギリス商人の地位は低いこと、等々を指摘して通商規制の外交効果に疑問を示す一方、
新ロシア総督リシュリューも国家の外交利害から独立した貿易活動を推進するべきこと、黒海貿易
の推進は 18世紀以来の悲顕であること、以上の観点から黒海貿易の自由を主張した。開｝
こうしてバルト海・黒海貿易の両面において大陸封鎖の弊害が露呈するなか、アレクサンドル一
世は 1810年の内政改革＝大臣制度の再編に伴い、蔵相グリエブ DmitriiAleksandrovich Guriev ( 1810 
- 23年）を登用する一方、商務大臣を廃止して内務大臣に経済政策を委ね、内相補佐スペランス
キー・海相モルドヴィノフNikolaiSemenovich Mordvinovが通商政策を主導することになった。（制）
まず 1810年 12月31日（1811年 1月 12日）の関税改革では輸入規制の対象品目を緩和した反面、
輸入禁止の対象としてイギリス工業製品のほかに者修的な熱帯産品・繊維製品（絹織物・ベルベッ
ト・レース）を加え、また葡萄酒に関しては海路輸入のみ許可して陸路輸入を禁止した。新たに規
制対象とされた者修品・葡萄酒はいずれもフランスの主力産品であり、海路輸送の義務付けは軽量
高価なフランス産品の輸送方法として不適であったのみならず、イギリス海軍が海上封鎖を展開す
る現状においては実質上の取引禁止を意味した。また 1810年の関税改革は、中立船舶の領内入港
・自由貿易を認め、 1808ー09年の領事・大使交換と相侯ってアメリカ商船の中継貿易を促進した
ほか、隣国スウェーデンを経由する英露通商を是認した。（的アレクサンドル一世は関税改革の目
的として、あくまで重量安価な船舶用品の輸出促進、貿易収支の安定・ループリ相場の回復を強調
したが、フランス大使コランクールは当該関税の撤廃・大陸制度の遵守を要請し、 1811年 4月 24
日には対露宣戦も辞さない旨を警告した。このため外相ルミアンツェフはアメリカ商船への臨検措
置を強化したものの、敵国産品の不積載を自己申告した場合の臨検免除を認め、実質的に大陸制度
の履行を無視した。｛的黒海貿易に関しては、 1809年 9月・ 10月の勅令によって中立船舶のみなら
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ず敵国オスマン商船の入港を認め、ギリシア商人の黒海通商を奨励する一方、米露関係の強化に伴
い 1809- IO年には黒海史上初めてアメリカ商船がオデッサに入港している。続く 1811年 3月に
はオデッサの穀物輸出も解禁された。これに対してフランス大使コランクールはフランス・イタリ
ア商船の排他的な寄港を求めたが、外相ルミアンツェフは外交利害に対して通商利害を優先し、こ
の要請を拒否している。こうして列国の海上封鎖・港湾封鎖が交錯するバルト海世界とは対照的に、
黒海水域では露土戦争の続行にもかかわらず安定的な貿易活動が展開されたのである。（47）以上の
知くバルト海・黒海の両面で大陸制度に対抗的な通商政策を導入するなか、アレクサンドル一世は
1812年 4月 8日の自由貿易宣言によって大陸制度から脱退し、以後むしろパーシヴ、アル内閣と英
露通商条約の交渉を開始する。側
⑤ オスマン帝国
オスマン帝国は 1802年のアミアン和約によって仏土関係・カヒ。チュレーションを回復するに伴
い、世紀転換期に断絶していたフランスとの通商関係を急速に拡大する一方、一時フランスを凌駕
したイギリスとの通商取引は低減傾向にある（図m-s）。続く 1803年の英仏開戦によって両国が
地中海域の海上封鎖・傘捕活動を展開するに伴い、英仏との貿易活動は急激に下落する。その後
1806年の仏土接近と 1807年の英土危機＝英土同盟の破棄によってイギリス通商特権を停止する一
方、むしろ 1806年に勃発した露土戦争の戦費を調達する必要から、イギリス商人の通商活動に対
する課税を強化するなか、 1806一07年においてイギリス通商はほぼ途絶している。こうしてオス
マン帝国はフランスの友邦として大陸制度に荷担し、イギリス通商を撹乱したのである。｛納
しかしながら続く 1807・08年の仏露同盟に伴う 1809年の英土同盟＝ダーダネルス条約によって
英土関係、を回復、イギリス通商特権を再認した結果、以後オスマン帝国は大陸制度より離脱してイ
ギリス通商を拡大する。輸出市場としてはフランスが依然として首位を占めるものの、 1810年代
前半にはフランスの減少・イギリスの上昇傾向によって両国向け輸出はほぼ措抗しており、また輸
入貿易においてはフランスの停滞傾向とは対照的にイギリスの一貫した上昇が際立ち、最大の輸入
相手に成長している。こうして全体としてはオスマン帝国の相手市場におけるフランスからイギリ
スへの移行が進むことになった。なお列国の海上封鎖・港湾封鎖に伴い直接通商が限害されるなか、
第三国としてアメリカがオスマン海外貿易を仲介していることが注目される。なかでも 1804- 11 
年の輸入貿易においてアメリカは英仏両国を上回る最大の輸入相手として登場している。
次に帝国経済の動向を見ょう。フランス軍隊の撤退によってオスマン帝国のエジプト支配が回復
したものの、続く太守メフメット・アリ（1805-49年）は独立傾向を一層強め、軍隊の増強・装
備の刷新に努める一方、その財源を確保するべく徴税請負制を廃止、直接徴税制を導入するととも
に、農業生産に関する専売制度を導入して輸出貿易の独占を図った。なかでも 1806-12年の露土
戦争によってオスマン本国の食糧・兵糧需要が高まったにもかかわらず、 1800- IO年にかけてエ
ジプトのオスマン向け穀物供給は 30,000キラから 15,000キラへと半減、帝国の食糧輸入に占める
比重は 1%未満の無視しうる水準まで低下している（表m-7）。これは決してエジプト農業生産
の縮小に由来する訳ではなく、むしろ露土戦争の再発に伴う黒海地域の西欧向け穀物輸出が撹乱さ
れるなか、エジプト太守は相互に抗争する英仏両国に対して食糧供給を加速したと言われる。のみ
ならず 1811年には穀物の民間流通を禁止して穀物輸出の国家独占を図り、 1812年よりあらゆる商
品作物（米穀・砂糖・染料・原綿）に対して専売制度・輸出独占を漸次適用している。かくしてエ
ジプトはオスマン帝国経済から離脱する一方、西欧市場との通商関係を深めることになる。｛知）
エジプト市場の離脱が確定するなか、マフムート二世は残された帝国経済の生命線としてルーマ
鳥取大学教育センタ一紀要第 6号（2009) 71 
図m-5 オスマン海外貿易：主要市場内訳
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典拠） M.Ku民 a.a. 0., s. 270. 
表m-1 オスマン帝国の穀物調達市場 (I，似）（）キラ）
総計 黒海沿岸 マルマラ海 地中海沿岸
I ロシア領 ノレメリア アナトリア 沿岸 ノレメリア アナトリア エジプト
1800・05 3,144 (100) 1,970 (62.7) 142 (4.5) 333 (10.6) 669 (21.3) 28 ( 0.9) 
1805 -10 5,900 (100) 552 ( 9.4) 2,614 (44.3) 132 (2.2) 1,426 (24.2) 898 (15.2) 260 (4.4) 15 ( 0.3) 
1810・14 5.583 (100) 1,451 (26.0) 1,045 (18.7) 473 (8.5) 672 (12.0) 605 (10.8) 355 (6.4) 980 (17.6) 
典拠） T.G伽加，op.cit., p. 40. 
ニア穀物貿易への統制を強化せざるを得ず、 1800- IO年にかけてルーマニアの穀物供給は絶対的
な総量で2,000千キラから 2,600キラへと拡大している（表Eー 7）。しかしながら露土戦争に伴う
ロシア黒海艦隊の傘捕行為によってオスマン商船の海運活動は大きく阻害され、ルーマニア穀物貿
易の相対的な比重は 44%に下落したのみならず、｛幻）戦費調達に伴う 1808年の通貨改革は貨幣価
値の下落と穀物価格の高騰を加速し、帝都の食糧危機は深まった。このためオスマン政府は中立諸
国の商船を媒介とした黒海経由の穀物輸入を試み、｛均 1806年にはプロイセンに対して黒海貿易を
承認したほか、以後帝都に在外大使を設置する諸国には個別の通商条約を締結することなく無条件
に黒海貿易の自由を承認する意向を示した。（幻）なお 1809年にはアメリカ商船に対して黒海航行を
認めたが、アメリカ商船は必ずしも期待されたロシア穀物の帝都向け供給に従事せず、むしろロシ
ア輸出貿易を媒介したため、間もなくアメリカ商船の黒海航行は禁止された。（鈎）
前述の知くアレクサンドル一世は 1809年に黒海経由の敵国通商を公認し、以後オスマン政府は
敵国ロシアからも穀物を実施している。その総量は 1809-IO年には 500千キラ、比重にして全体
の 10%未満にとどまったものの、続く 1810ー 14年には 1,500千キラまで三倍に拡大、全体の 26
%に達し、オスマン帝国にとってロシア南部はルーマニアを凌駕する最大の穀物供給地帯へと成長
している（表Eー 7）。これはかつてオスマン帝国の食糧供給基地であった黒海北岸が今やロシア
領に帰属した結果であり、ロシア南下政策に伴うオスマン帝国経済の解体と食糧自給体制の崩壊を
象徴すると言えよう。
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註
(1) E. F. H田kscher,op. cit., pp. 82・86；吉田、前掲書、 147ー 152頁。
(2) E. F. H配kscher,op. cit., pp. 88・97,162・164;F. E. Melvin, Napoleon's Navigation System: A Study of Tr似たC倒的I
during the Continental Blockade, New York, 1919, pp. 6・7；吉田、前掲書、 150-156頁。なお 1807年8月6日・ 11
月 13日の追加条令はフランス本国以外の製品をほとんどイギリス製品とみなして取引を禁止したほか、フラン
ス植民地産品には原産地証明を義務付け、ギリス諸港に寄港した商船船員への罰則を強化した。
(3) デンマークは、 1807年 9月の対英開戦・同年 10月の丁仏同盟形成＝大陸制度加盟を受け、同年9月 14日の
私傘捕令によってイギリス商船への武力攻撃を開始する。続く 1808年 10月 14日の勅令はノルウェ一向け中立
船舶に一定金額（積荷価格の 25%）の供託を義務付け、ノルウェー諸港の発行する入港証書の提示を条件とし
て返還し、ノルウェ一向け取引を偽装したイギリス通商を防止した。その反面、中継貿易に従事する商業資本は
対英戦争に伴う経済撹乱に疲弊する一方、国王フレゼリク六世も国内産業向け物資供給の必要を考慮し、 1809
年 3月3日の勅令はハンプ、ルク・リューベック経由の輸出貿易を解禁、同年3月 27日の勅令は中立船舶への規
制を緩和している。この結果アメリカ合衆国は後述する同年3月 1日の通商禁止法によってデンマーク向け輸出
を解禁する一方、フランスは同年 5月 13日にデンマーク商品の輸入を許可している。さらにパーシヴ、アノレ内閣
もデ、ンマ？ク商船への許可状発行を拡大し、実質的にデンマーク経由のイギリス海外貿易も拡大した。
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〔W〕第四国対仏同盟（1812-15年）とウィーン体制
( 1)外交関係
75 
当該段階は、大陸封鎖をめぐる仏露同盟の破綻とモスクワ遠征、これに伴う英露関係の接近と露
土戦争の終結、続く第一帝制の崩壊とウィーン体制の成立、以上が国際関係の焦点となる。
① 仏露間盟の解体と露土戦争の終結
仏露関係が緊迫するなか、重臣スペランスキーは第一帝制の解体を前提とした仏露関係の再建を、
また外相ルミアンツェフもルーマニア支配の実現に固執して対土戦争の続行・仏露同盟の温存を主
張した。対してアレクサンドル一世は、バルト海貿易の中継拠点ハンザ都市、及び実妹の嫁ぐ縁戚
国家オルデンプルクの仏領編入を契機として親仏派の両名を更迭する一方、外交顧問ネッセルロー
デKarlBasilievich Nesselrodeを登用して対仏戦争の準備を進める。（I）まず 1812年3月24日（4月5
日）には瑞露同盟を締結し、仏露戦争・丁瑞戦争の開始を相互に約束する一方、バルカン方面では
1811年 10月 28日の休戦協定によって露土戦争の講和交渉に入った。その際、同帝は早期停戦を
優先して過度な領土要求を控え、モルダヴィア（セレス河 Sereth以北）・ドナウ河口スリナ水道
Sulina Channelのみ要求するにとどめたが、オスマン政府は仏露開戦の危機につけ込んで強硬姿勢
を崩さず、ルーマニア両国の保全を主張したため、交渉は停滞する。（2)
他方、イギリス・リヴ、アプール内閣（1812-27年）の外相カスルレー（1812-20年）は、仏
露関係の冷却を機会に英露関係、の修復を急ぎ、 1812年 7月 18日のオレブロ条約によって瑞露両国
と講和、瑞露同盟に合流した。（3）またロシアの迅速な対仏宣戦を促すべく、オスマン帝国の盟邦と
して露土講和を仲介し、駐土大使S・キヤニング S回tford Canning ( 1810 - 12年）はロシアに有
利な講和条件を斡旋している。｛め逆に英露両国の接近を察知したフランスは、対露戦争を展開する
オスマン帝国との提携を求め、 1811年 4月に駐土大使ラトウール＝モブールLatour-Maubourgを通
じて対露同盟の形成を打診、代償としてルーマニア・クリミア奪回の支援を約束した。しかし既に
1807年のテイルジット条約・ 1808年のエルフルト条約によってロシアのルーマニア支配を黙認し
て以来、オスマン政府の反仏感情を修復することは困難であり、同盟交渉は破綻する。（5)
最終的に 1812年 5月 16日（28日）のプカレスト条約によって、ロシアはモルダヴィア東部の
ベッサラピア（ドニエストル＝プルート河間）・ドナウ河口キリア水道KiliaChannelの確保で満足
する一方、オスマン政府はルーマニア・セルピア自治を承認した。（めこの結果ロシアはルーマニア
両国の公式併合にこそ挫折したものの、ルーマニアをロシアの実質的な「保護国jProtectorateとす
ることに成功する。めかくして女帝時代以来のロシア南下政策は、フランス第一帝制への包囲体制
を共通利害とする英露協調の復活を後盾として、一つの頂点を迎えることになる。
②仏露戦争の展開と第一帝制の崩壊
フランスは外相マレ Maret( 1811 - 14年）を任命し、 1812年 2月の仏普同盟、同年 3月の仏了
・仏填同盟によって対露包囲を構築する一方、駐露大使ローリストン Lauristonを派遣して大陸制
度の遵守を再度要請した。しかし交渉は挫折し、同年 6月 24日よりモスクワ遠征に着手する。フ
ランス軍は緒戦の勝利・モスクワの占領にもかかわらず、ロシア軍の戦術的後退・焦土作戦と補給
物資の枯渇・気候条件の悪化によって 10月より退却に転じ、この機に乗じて 1813年2月より第四
回対仏同盟が成立、同年 10月のライプツィヒ会戦（諸国民戦争）によってフランスの劣勢が確定
した。続く 1814年 3月のパリ陥落・タレーラン臨時政府を経て、同年6月4日の憲章によってブ
ルボン復古王制が成立、国王ルイ十八世（1814-24年）が即位する。フランス領土は同年 5月の
第一次パリ条約によって 1792年時点に、続く 1815年3月一 6月のナポレオン百日天下・ワーテル
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ロー会戦を経た後、同年 11月の第二次パリ条約では 1790年水準まで縮小された。
解放戦争の本流は種々の局地紛争を随伴した。北欧ではスウェーデンがフランス唯一の盟邦デン
マークを攻め、 1814年 1月のキール条約によってノルウェーを獲得する。デンマーク・ノルウェ
一同君連合の終駕に伴い、ノルウェーは同年5月のエイツヴ、オル憲法によって独自の立憲君主政体
を樹立したが、スウェーデンは同年8月のモス条約によってむしろスウェーデ、ン・ノルウェ一同君
連合の形成を強制した。（8）イベリア半島ではモスクワ遠征に伴うフランス駐留部隊の縮小を機会に
リヴァプール内閣がスペイン侵攻に着手し、 1813年 6月にマドリードを攻略、同年 12月のヴァラ
ンセ条約によって国王ブエルナンド七世（1814- 33年）が復位した。これに対してアメリカ・マ
ディソン政権は、スペイン南米貿易の中継活動を維持する上でイギリスのスペイン支配を警戒し、
1812年 6月に米英戦争（「1812年の戦争J・「第二次独立戦争J）に着手する。アレクサンドル一世
は、対仏同盟で連携する盟邦イギリスと、自由貿易で提携するアメリカとの敵対関係を危倶し、聖
ペテルプルク講和会議の開催を提唱するが、イギリス外相カスルレーの拒絶によって挫折した。ア
メリカは戦況の劣勢から 1814年 12月にガン条約を結ぶが、続く戦勝に伴い批准は拒否している。
例バルカン半島では対仏戦争の再発に伴うロシア軍の撤退に伴い、マフムート二世はバルカン・ア
ナトリア西部においてアーヤーン勢力の討伐＝封土の回収と集権体制の再建に努め、なかでも列国
の関心がライプツィヒ会戦に集中する 1813年 10月にはセルピア武装勢力を鎮圧した。この反動政
策は 1815年 4月に第二次セルピア蜂起へと帰結するが、列国が百日天下の粉砕に専心するなか、
マフムート二世はセルピアをオスマン宗主権下の自治公園とすることに成功した。 (10)
③ ウィーン体制
ナポレオン戦争の戦後処理・領土調整に関して 1814年 9月よりウィーン会議が開催される。そ
の参加資格は原則として 1814年のパリ条約の加盟諸国にあったが、英填両国の全権代表カスルレ
ー・メッテルニヒは東地中海・バルカン問題を解決するべくオスマン代表の招聴を打診する一方、
ロシア代表ネッセルローデも露土国境問題の全面解決を条件に了承したが、マフムート二世は領土
問題に列国が介入することを忌避し、提案を拒絶している。聞このためウィーン会議ではオスマ
ン領土を除く国境問題が対象とされ、正統主義・代償主義を原則とする利害調整の結果、 1815年6
月9日の最終議定書では以下の諸点が確認された。すなわち、①ロシアはワルシャワ大公国を継承
するポーランド王国の元首を兼任し、また対瑞・対土戦争に伴うフィンランド・ベッサラピア領有
を公認された。②プロイセンはザクセン北部・ラインラント・ポンメルンの領有を再認され、③ス
ウェーデ、ンは露普両国にそれぞれフィンランド・ポンメルンを割譲する一方、代償としてデンマー
クよりノルウェーを獲得、④オーストリアはベルギー・ポーランド・南ドイツの所領を放棄する一
方、代償として北イタリア（ヴェネツィア・ロンパルディア）を獲得している。⑤イギリスは戦中
に占領したマルタ島・イオニア諸島を確保したほか、オランダからケープ植民地・セイロンを獲得
した。また議定書の第 108-117条では国際河川の自由航行が確認され、主に北西ヨーロッパに流
出するライン・ネッカール・マイン・モーゼル・ミューズ・エスコーの各河川が各国商船に開放さ
れたが、オスマン政府の不参加に伴い、ドナウ河はやはり対象から除外されている。仰
アレクサンドル一世は、新任外相ネッセルローデ (1814- 56年）、イオニア出身の外務長官カ
ポデ、イストリアス IoannisAntoniou Capodis凶as(1815 -22年）を重用しつつ、 1815年9月に神聖
同盟（露普填）を、続く同年 11月には四国同盟（英露普填）を組織した。神聖同盟はキリスト教
的友愛主義に基づく国際平和を提唱するものであり、後にイギリス・ローマ教皇を除くほとんどの
ヨーロッパ諸国が加盟するが、その趣旨からして、ウィーン条約同様、イスラム国家のオスマン帝
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国は除外しており、結果的に東欧三国のオスマン包囲体制として機能した。｛日）また四国同盟は、
本来の構想では大国・小国の連帯と国際秩序の維持を目指したとされるが、カスルレーの意向によ
ってフランス膨張主義への監視を重視したほか、民族主義・革命運動を予防する武力干渉を含意し、
神聖同盟の唱える平和主義との矛盾を苧むものとなった。（14)
以後アレクサンドル一世は、まずポーランド問題に関しては、腹心ノヴォシリツェフを派遣して
皇弟コンスタンティンの統治体制を補佐し、今や祖国に帰還してポーランド立憲王国の復興を志向
するかつての重臣チャルトリスキーの独立運動を牽制した。｛閉またバルカン問題に関しては、駐
土大使ストロガノフ Grgorii Stroganovを派遣して 1812年のブカレスト条約の解釈・履行をめぐる
露土交渉を再開し、①ルーマニア保護の保証、②セルピア保護又は自治の保証、③ロシアの黒海・
小アジア貿易、④ドナウ河口オスマン要塞の破壊、⑤ロシア経済振興の支援、以上を要求した。し
かしマブムート二世はロシア通商特権の拡大を拒否し、交渉は難航する。附以後アレクサンドル
一世はオスマン帝国のバルカン支配に対抗するべく、重臣カボディストリアスの志向するギリシア
独立運動を支援することになる。 (Iη かくして同帝は、一方では神聖同盟・四国同盟を先導してポ
ーランド独立運動を弾圧する反面、他方では自らの南下政策・黒海貿易に必要なルーマニア・ギリ
シア独立運動を支援し、この点で同帝の外交政策は根本的な矛盾を苧んだのである。
なおフランスでは、 1816年選挙の結果、地方貴族・亡命貴族の支持する極端王党ul伽・ royalistes
から新興地主・金融業者に立脚する立憲王党royalis旬sconstitutionnelsへと主導勢力が移行し、リシ
ュリュー内閣 (1816ー 18年）が成立する。リシュリューはオデッサ市長の経験から仏露関係の維
持に努め、しばしば「ツアーリの健偏政権ja puppet of the ts紅・「ロシアの西欧問題担当大臣Jwes旬m
minister for Russiaと非難されたが、 1818年のエクス・ラ・シャベル条約（アーへン条約）では、
ーその私的人脈を通じて四国同盟＝ウィーン体制への加入に成功した。（Iめ対照的にイギリス・リヴ
アプール内閣は、戦後の安全保障を維持する上で露土関係の車L礁を懸念し、神聖同盟への加入を拒
否する一方、｛問アメリカ・モンロ一政権（1817- 25年）も駐米・駐露領事の不祥事やアラスカ国
境調整の難航に伴い対露関係を悪化させている。｛拘続く南米諸国の独立戦争をめぐって、リヴァ
プール改造内閣の外相G・キャニングが自由主義外交に着手する一方、アメリカ国務長官J・Q ・
アダムズは 1823年のモンロー宣言を起草し、両国はロシア中心の反動体制から漸次離脱する。
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(2）通商関係
① フランス
フランス海外貿易は対仏同盟の形成に伴い 1812- 13年にかけて輸出・輸入とも急落した後、帝
制崩壊・臨時政府樹立に伴い回復傾向に入る。市場編成においては、新大陸・植民地貿易の縮小に
表IV-1 フランス海外貿易：主要市場内訳
① 1 量出
総額 イギリス オランダ ハンザ都市 ドイツ諸邦 バルト海世界
プロイセン デン7』F スウエ』デン
1813 354.2 114.6 (323) 9.6 ( 2.7) 72.5 (20.5) 0.8 ( 0.2) 9.3 ( 2.6) 0.6 ( 0.2) 
1814 405.8 53.3 (13.1) 53.5 (13.2) 4.9 ( 1.2) 65.3 (16.1) 2.0 ( 0.5) 1.5 ( 0.4) 1.1 ( 0.3) 
1815 405.7 38.6 ( 9.5) 64.7 (15.9) 3.2 ( 0.8) 81.2 (20.0) 10.4 ( 2.6) 3.4 ( 0.8) 3.2 ( 0.8) 
1816 384.1 26.5 ( 6.9) 72.9 (19.0) 2.9 ( 0.8) 73.0 (19.0) 10.2 ( 2.7) 4.9 ( 1.3) 3.2 ( 0.8) 
1817 343.4 41.5 (12.1) 48.3 (14.1) 2.4 ( 0.7) 52.2 (15.2) 10.0 ( 2.9) 3.7 ( 1.1) 2.4 ( 0.7) 
1818 422.5 50.7 (12.0) 60.9 (14.4) 2.3 ( 0.5) 70.4 (16.7) 10.0 ( 2.4) 4.7 ( 1.1) 1.5 ( 0.4) 
1819 378.1 35.9 ( 9.5) 59.8 (15.8) 3.0 ( 0.8) 60.1 (15.9) 14.5 ( 3.8) 5.8 ( 1.5) 5.1 ( 1.3) 
1820 439.8 34.5 ( 7.8) 56.8 (12.9) 3.7 ( 0.8) 59.8 (13.6) 14.2 ( 3.2) 5.1 ( 1.2) 3.1 ( 0.7) 
② i 員入
1813 240.3 44.5 (18.5) 0.0 ( 0.0) 5.3 ( 2.2) 76.6 (31.9) 0.1 ( 0.0) 4.5 ( 1.9) 0.7 ( 0.3) 
1814 230.8 77.0 (33.4) 35.5 (15.4) 1.1 ( 0.5) 16.2 ( 7.0) 2.2 ( 1.0) 0.8 ( 0.3) 2.9 ( 1.3) 
1815 270.1 50.7 (18.8) 46.3 (17.1) 2.1 ( 0.8) 13.5 ( 5.0) 1.8 ( 0.7) 0.6 ( 0.2) 5.1 ( 1.9) 
1816 275.2 45.8 (16.6) 71.6 (26.0) 2.2 ( 0.8) 25.9 ( 9.4) 5.1 ( 2.1) 0.7 ( 0.3) 5.0 ( 1.8) 
1817 322.0 47.0 (14.6) 69.0 (21.4) 2.0 ( 0.6) 19.5 ( 6.1) 8.9 ( 2.8) 1.0 ( 0.3) 5.4 ( 1.7) 
1818 338.5 42.8 (12.6) 57.7 (17.0) 3.1 ( 0.9) 16.5 ( 4.9) 9.4 ( 2.8) 1.1 ( 0.3) 4.4 ( 1.3) 
1819 299.8 35.5 (11.8) 42.1 (14.0) 2.4 ( 0.8) 14.8 ( 4.9) 7.4 ( 2.5) 1.7 ( 0.6) 4.1 ( 1.4) 
1820 346.3 37.9 (10.9) 53.4 (15.4) 2.1 ( 0.6) 13.6 ( 3.9) 9.1 ( 2.6) 1.4 ( 0.4) 4.3 ( 1.2) 
典拠） M. Kutζa. a. 0., S. 253・254；服部、前掲書、 116-117頁。
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伴いヨーロッパ市場の比重が相対的に高まっており、なかでも英仏戦争の終結を背景に対英通商の
成長が著しいが、 18世紀と比較してバルト海・地中海市場とも伸張している。国別ではロシアが
バルト海世界最大の相手市場に台頭する一方、オスマン帝国は革命以前の水準を絶対的・相対的に
下回っている点が注目される（表W-1)。（I）このため臨時政府の首班タレーランは、工業製品の
輸出販路、穀物・木材の調達源泉としてバルト海経由の仏露貿易を振興する一方、「今やコノレベー
ル時代とは異なり、バルト海におけるイギリス覇権が確定した以上、仏露貿易の復興には黒海経由
の通商活動を促進する以外に道はないj としてマルセイユ拠点レヴ、アント貿易の再建に努め、 1814
年 12月 6日の法令では同市の通商特権・自由港化を回復したほか、 1815年 2月 20日の法令では
マルセイユ商業会議所に対して貿易活動の特許制度、及び輸出商品に関する規格統制・品質管理の
復活を認めた。また 1815年には駐土大使リヴィエラ Rivieraを通じて近世以降の一連の通商特権、
なかでも 1802年のアミアン条約が規定する黒海自由航行、及び 1802年の通商規定が保証するオス
マン領内自由通商の再認を求めている。（2）続く首相リシュリューは、長らく新ロシア知事・オデッ
サ市長として黒海貿易の振興に従事してきた経験から、自ずと黒海経由の対露通商に関心を払い、
1816年7月に株式企業「黒海会社」 Compagniede la Mer Noireの計画を支援する一方、 1816年の
凶作・食糧不足に際しては南部ロシア・ウクライナから大量の穀物を輸入した。（3)
しかし黒海・レヴァント貿易を回復するこうした試みは、復古王制の通商政策によって大幅に制
約された。第一に、復古王制時代の歴代内閣は、政権基盤たる地主勢力の農業利害を防衛するべく
穀物価格の安定を図り、 1814年 11月20日の法令によって外国穀物に伸縮関税制度を導入した後、
1816年の凶作に伴い穀物輸入を解禁したものの、続く豊作によって圏内穀価が低落するに及び、
1819年7月7日の関税改革ではイギリスの穀物法を模倣した穀物関税を採用した。続く 1821年に
は国内穀価が最低限度を下回った場合における全面的な穀物輸入の禁止を確認する一方、 1826年
の関税改革は勃興する国内産業の利害を考慮して工業関税の体系を整備し、保護制度は頂点に達す
る。｛め復古王制が保護主義を維持・強化し続ける限り、穀物輸入を基盤とするレヴァント・黒海貿
易の発展には自ずと限界があったと言えよう。第二に、復古王制を支持する北部の地主勢力・新興
(1.000.000フラン
スペイン 地中海世界 アメリカ
ロシア 小計 イタリア オスマン 小計 合衆国
0 0 ( 0.0) 10.7 ( 3.0) 22.1 ( 6.2) 69.2 (19.5) 5.6 ( 1.6) 74.8 (21.l) 31.6 ( 8.9) 
4.3 ( 1.1) 8.9 ( 2.2) 61.7 (15.2) 46.6 (11.5) 4.4 ( I.I) 51.0 (12.6) 56.1 (13.8) 
4.7 ( 1.2) 21.7 ( 5.4) 54.3 (13.4) 55.1 (13.7) 3.1 ( 0.8) 58.8 (14.5) 4.4 ( 1.1) 
4.7 ( 1.2) 23~0 ( 6.0) 56.6 (14.7) 28.9 ( 7.5) 2.5 ( 0.7) 31.4 ( 8.2) 43.1 (11.2) 
5.8 ( 1.7) 21.9 ( 6.4) 50.0 (14.6) 33.0 ( 9.6) 2.9 ( 0.8) 35.9 (10.5) 41.7 (12.1) 
6.8 ( 1.6) 23.0 ( 5.5) 56.9 (13.5) 35.0 ( 8.3) 9.4 ( 2.2) 44.4 (I0.5) 53.4 (12.6) 
12.3 ( 3.3) 37.7 ( 9.9) 46.3 (12.2) 45.2 (12.0) 8.0 ( 2.1) 53.2 (14.1) 21.5 ( 5.7) 
15.2 ( 3.5) 37.6 ( 8.5) 52.2 (11.9) 96.1 (21.8) 9.2 ( 2.1) 105.3 (23.9) 24.5 ( 5.6) 
0.1 ( 0.0) 5.4 ( 2.2) 12.0 ( 5.0) 61.0 (25.4) 10.1 ( 4.2) 71.1 (29.6) 13.3 ( 5.5) 
2.3 ( 1.0) 8.2 ( 3.6) 26.7 (11.6) 30.0 (13.0) 9.3 ( 4.0) 39.3 (17.0) 6.3 ( 2.7) 
2.4 ( 0.9) 9.9 ( 3.7) 21.2 ( 7.8) 50.7 (18.8) 9.1 ( 3.4) 59.8 (22.1) 44.3 (16.4) 
3.4 ( 1.2) 14.8 ( 5.4) 24.1 ( 8.8) 34.5 (12.5) 7.3 ( 2.7) 41.8 (15.2) 26.9 ( 9.8) 
13.3 ( 4.1) 28.6 ( 8.9) 28.0 ( 8.7) 62.0 (19.3) 14.7 ( 4.6) 76.7 (23.8) 29.1 ( 9.0) 
11.8 ( 3.5) 26.7 ( 7.9) 37.7 (11.1) 82.0 (24.2) 6.5 ( 1.9) 88.5 (26.1) 36.8 (10.9) 
13.5 ( 4.5) 26.7 ( 9.0) 26.9 ( 9.0) 59.0 (19.7) 23.3 ( 7.8) 82.3 (27.5) 40.8 (13.6) 
16.3 ( 4.7) 31.l ( 8.9) 41.5 (12.0) 77.8 (22.5) 20.9 ( 6.0) 98.7 (28.5) 40.3 (11.6) 
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産業は、国民経済の育成・集権主義の確立を優先する一方、フランス南部に固有な地域経済の復興
・分権主義の割拠には否定的であり、マルセイユ商業会議所が輸出産品に対する強力な生産規制＝
監察官制度の回復、あるいは外国商人に対する 20%の差別関税＝フランス商人の優遇措置を要請
したのに対して、パリの貿易総監はこれらの要求を革命前の重商主義規制を復活するものとして拒
否したのみならず、むしろ運賃の安価なギリシア商船の参入と海運活動における自由競争の原則を
国民経済の観点から推奨している。めかくしてレヴァント貿易が革命前夜の水準まで回復すること
はなく、レヴ、アント市場におけるフランス覇権の解体は明らかとなった。（6)
② イギリス
イギリスは 1812年のオレブロ条約＝英露同盟を背景としてバルト海経由の英露貿易を拡大した
ものの、 1807年のロシア通商規制・ 1810年の関税制度は依然としてイギリス商人の通商活動を抑
制しており、ロシア会社は度々その弊害を陳情している。このためリヴァプール内閣は、パリ陥落
後 1814年 6月のアレクサンドル一世訪英を機会に通商条約の改正交渉に臨み、 1815年 5月 19日
のロンドン条約によって、英蘭両国はロシア債務利払のそれぞれ 25%を負担する一方、ロシア政
府はイギリス通商利害に不利な関税制度の改正（後述： 1816年 4月のロシア関税改革）を約束し
た0 (7)他方、リヴァプール内閣は対仏戦争の終結に伴い 1814年に穀物輸出の自由を認めたが、こ
の結果むしろ安価な大陸穀物が氾濫して園内穀価が下落した結果、 1815年の穀物法では地主利害
を防衛するべく穀物輸入を制限するに至った。｛めこのため以後イギリスはロシア向け製品輸出を急
速に拡大し、ロシア市場をヨーロッパ最大の製品販路として位置付ける一方、ロシア穀物の輸入は
抑制し、 1820年には史上初めて対露貿易の収支黒字を記録している（表W-2）。
またレヴァント市場は、ウィーン条約によってレヴァント貿易の中継拠点マルタ島・イオニア諸
島が英領に帰属する一方、オスマン政府の伝統的なカピチュレーションのもと依然として圏内市場
が開放されており、大陸市場を代替する有望な輸出販路として注目された。 1817年に着任したコ
ンスタンチノープル総領事J・カートライト Johnc釘twrightもイギリス商人の活動を積極的に支援
し、以後オスマン向け輸出は未曾有の規模を記録している。対照的にオスマン産品輸入は必ずしも
十分成長せず、オスマン向け輸出の相対的な比重も全体の2%未満にとどまった。｛め同じくオスマ
表IV-2 イギリス海外貿易：主要市場内訳
① i 量出
総額 ブフンス オランダ バルト海世界
プロイセン デンマーク スウェーヂン ロシア 小計
1814 56,624 2,225 ( 3.9) 8,876 (15.7) 1,595 ( 2.8) 409 ( 0.7) 896 ( 1.6) 1,340 ( 2.4) 4,240 ( 7.5) 
1815 60,983 1,442 ( 2.4) 8,206 (13.5) 1,097 ( 1.8) 666 ( 1.1) 597 ( 1.0) 1,201 ( 2.0) 3,561 ( 5.8) 
1816 51,260 1,609 ( 3.1) 6,583 (12.8) 929 ( 1.8) 458 ( 0.9) 127 ( 0.2) 1,707 ( 3.3) 3,221 ( 6.3) 
1817 53,123 1,649 ( 3.1) 4,424 ( 8.3) 1,078 ( 2.0) 450 ( 0.8) 152 ( 0.3) 2,759 ( 5.2) 4,439 ( 8.4) 
1818 56,858 1,195 ( 2.1) 3,968 ( 7.0) 1,063 ( 1.9) 508 ( 0.9) 137 ( 0.2) 2,812 ( 4.9) 4,520 ( 7.9) 
1819 46,935 982 ( 2.1) 4,059 ( 8.6) 975 ( 2.1) 377 ( 0.8) 160 ( 0.3) 2,036 ( 4.3) 3,548 ( 7.6) 
1820 51 733 1.163 ( 2.2) 3.590 ( 6.9) 1 313 ( 2.5) 394 ( 0.8) 126 ( 0.2) 3.668 ( 7.1) 5.501 (10.6) 
②車B 入
1814 36,560 718 ( 2.0) 2,163 ( 5.9) 592 ( 1.6) 206 ( 0.6) 271 ( 0.7) 2,450 ( 6.7) 3,519 ( 9.6) 
1815 35,990 743 ( 2.1) 1,248 ( 3.5) 374 ( 1.0) 258 ( 0.7) 231 ( 0.6) 2,305 ( 6.4) 3,168 ( 8.8) 
1816 30,106 408 ( 1.4) 731 ( 2.4) 294 ( 1.0) 77 ( 0.3) 99 ( 0.3) 1,316 ( 4.4) 1,786 ( 5.9) 
1817 33,965 518 ( 1.5) 853 ( 2.5) 801 ( 2.4) 219 ( 0.6) 141 ( 0.4) 2,194 ( 6.5) 3,355 ( 9.9) 
1818 40,136 1,138 ( 2.8) 1,706 ( 4.3) 1,391 ( 3.5) 465 ( 1.2) 197 ( 0.5) 2,852 ( 7.1) 4,905 ( 12.2) 
1819 33,626 621 ( 1.8) 788 ( 2.3) 588 ( 1.7) 239 ( 0.7) 144 ( 0.4) 2,484 ( 7.4) 3,455 ( 10.3) 
1820 36.515 762 ( 2.1) 662 ( 1.8) 712 ( 1.9) 173 ( 0.5) 110 ( 0.3) 2.500 ( 6.8) 3.495 ( 9.6) 
典拠） M. Kutζa. a. 0., s. 248・249.
鳥取大学教育センタ一紀要第 6号（2009) 81 
ン経由の黒海貿易も停滞し、レヴァント会社は 1816年にプカレスト支社を閉鎖している。側これ
は 1815年の穀物法が穀物輸入を制限したことに加え、オスマン政府が帝都向け食糧調達を図るた
めルーマニア穀物の国外輸出を規制したことに由来する。なかでもブカレスト領事ウィルキンソン
William Wilkinson ( 1814 - 16年）は、著書『ワラキア・モルダヴィア公園図説』 AnAccount of the 
Principalit伝Sof Wallachia and Moldavia （ロンドン・ 1820年）を公刊してルーマニア市場における良
質・豊富な小麦・木材の存在を指摘しつつ、イギリス黒海貿易の障害としてオスマン帝国のルーマ
ニア通商規制を批判した。（I）ただし黒海貿易の不振は、終戦に伴いバルト海貿易が回復した結果、
黒海貿易の意義が相対的に低減したこと、また黒海通商に関しては依然ギリシア商人が主導権を握
り、レヴァント会社に参入の余地が無かったことも大きい0 (12）現にバルト海・東欧を経由するイ
ギリス綿製品のルーマニア向け輸出、あるいはギリシア商人を媒介とするイギリスのルーマニア穀
物輸入は順調に展開したとされる。｛日）以後イギリスにおいて穀物輸入の解禁を求める自由貿易運
動が発生するに伴い、オスマン穀物禁輸の撤廃は両国の通商交渉における最大の争点となる。（14)
③ アメリカ
アメリカ海外貿易は、米英戦争に伴う撹乱を経て、戦後急速に回復したが、この結果イギリス製
品の国内流入も加速した。このためマディソン政権は北部の繊維・製鉄産業を防衛するため、 1816
年の関税法によって工業製品に対する従価 25%の保護関税を導入する。続くモンロ一政権も 1818
年に同法を更新する一方、 1823年のモンロー宣言によってヨーロッパ国際状勢から独立した外交
体系を構築するなか、 1824年の関税改革では課税品目の対象拡大・税率引上を行い、イギリス資
本主義から自立した国内産業の育成・国内市場の創出に努めることになる。（切
なお米英戦争に際してロシア政府が米英講和を試みるなか、駐露大使J• Q・アダムズは米露関
係の基盤として通商条約を交渉しているが、最終的に米英講和が挫折する一方、対仏包囲の英露同
盟が成立するに伴い、条約交渉は失敗している。その後モンロ一政権の国務長官に就任したJ・Q
．アダムズは、自身の後任大使W ・ピンクニー（1816ー 18年）及びキャンベルCampbell(1818 - 20 
年）を通じて条約交渉を継続したが、両者ともロシア関税制度が既に十分低率である以上、あえて
最恵国待遇条項を含む通商条約を締結する意義は小さいとの見解を示し、交渉は見送られる 0 (16) 
、－・司凶F可凶F司副F ” ・ . －層圏唱 ’F 司.... 岨『 ,_, 
ポルトガノレ 地中海世界 アメリカ 西インド 東インド
イタリア オスマン 小計 合衆国 英領 英領以外
2,522 ( 4.5) 2,292 (4.0) 176 (0.3) 2,468 ( 4.4) 7 ( 0.0) 6,315 (11.2) 4,302 ( 7.6) 1,699 ( 3.0) 
2,111 ( 3.5) 1,864 (3.1) 218 (0.4) 2,082 ( 3.4) 11,937 (19.6) 6,916 (11.3) 3,786 ( 6.2) 2,093 ( 3.4) 
1,885 ( 3.7) 1,817 (3.5) 403 (0.8) 2,220 ( 4.3) 7,800 (15.2) 4,608 ( 9.0) 3,284 ( 6.4) 2,205 ( 4.3) 
1,593 ( 3.0) 2,943 (5.5) 599 (1.1) 3,542 ( 6.7) 6,377 (12.0) 6,762 (12.7) 4,882 ( 9.2) 2,795 ( 5.3) 
1,408 ( 2.5) 4,289 (7.5) 1,062 (1.9) 5,351 ( 9.4) 8,383 (14.7) 5,785 (10.2) 5,552 ( 9.8) 3,196 ( 5.6) 
1,534 ( 3.3) 3,806 (8.1) 767 (1.6) 4,573 ( 9.7) 4,302 ( 9.2) 4,490 ( 9.6) 3,472 ( 7.4) 2,422 ( 5.2) 
1 825 ( 3.5) 3.768 (7.3) 962 (1.9) 4.730 ( 9.1) 3.920 ( 7.6) 4.353 ( 8.4) 4.450 ( 8.6) 3.391 ( 6.6) 
697 ( 1.9) 372 (1.0) 331 (0.9) 703 ( 1.9) 23 ( 0.1) 8,497 (23.2) 6,220 (17.0) 6,304 (17.2) 
639 ( 1.8) 553 (1.5) 274 (0.8) 827 ( 2.3) 2,370 ( 6.6) 8,527 (23.7) 3,371 ( 9.4) 8,042 (22.3) 
354 ( 1.2) 455 (1.5) 165 (0.5) 620 ( 2.1) 2,387 ( 7.9) 7,547 (25.1) 1,974 ( 6.6) 8,313 (27.6) 
587 ( 1.7) 722 (2.1) 186 (0.5) 908 ( 2.7) 3,057 ( 9.0) 8,021 (23.6) 1,702 ( 5.0) 7,687 (22.6) 
707 ( 1.8) 1,274 (3.2) 369 (0.9) 1,643 ( 4.1) 3,427 ( 8.5) 8,347 (20.8) 2,331 ( 5.8) 7,343 (18.3) 
456 ( 1.4) 939 (2.8) 251 (0.7) 1,190 ( 3.5) 2,688 ( 8.0) 7,888 (23.5) 2,017 ( 6.0) 7,544 (22.4) 
401 ( 1.1) 818 (2.2) 417 (1.1) 1.235 ( 3.4) 3.651 (10.0) 8.011 (21.9) 2.326 ( 6.4) 7.568 (20.7) 
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④ ロシア
アレクサンドル一世は 1812年の英露同盟と祖国戦 図W-1 ロシア海外貿易
争の展開に伴い、 1810年関税を年々更新してバルト 300 
海経由の英露貿易を促進した反面、産業育成・戦費 ~ 一一一輸出
調達の観点から一定の保護関税・収入関税は温存し ］ 一一一一一輸入
た。貿易総額は大陸封鎖との決別を契機に急増し、 200 
ナポレオン戦争末期に輸出総額は 13,000万ループリ
から 20,000万ループリへ、輸入総額は7,000万ループ
リから 12,000万ループリへと成長している（図IV-
1)。品目構成については、戦時の食糧政策によって
100十／／
0 
， 
( 1,000,000 Iレー ヴリ）
， ， ， ， -， 
， 
， ， -， ， 
穀物輸出が 10%前後まで後退する一方、 1810年関税
の保護機能によって国産繊維製品の輸出が上昇し、 1810 1815 1820 
1816年には 10%に達する一方、外国製品の輸入は 10
%未満まで下落した点が留意される（表IV-3）。
典拠）伊藤、前掲論文、 12頁、メンデリソン、
前掲邦訳、 428-429頁。
他方、 1812年のプカレスト条約＝ベッサラピア併合に伴い、新ロシアは四県（ニコライエブ・
エカチェリノスラフ・タヴリダ・ベッサラピア）へと拡大し、知事リシュリューは併合領土の植民
活動を進める一方、アレクサンドル一世も 1812年 6月の勅令によって入植農民への優遇措置 (15
デシャチナの土地給付、 5年間の納税・兵役免除、 100ループ、リの貸付と 12年間の返済猶予）を認
め、生産基盤の拡充に努めた。以後、新ロシアの農業人口は着実に上昇し、オデッサ近郊の農地開
墾が進むとともに、都市向け食料生産・牧羊経営が発達する。 (17）またリシュリューは 1812年の疫
病流行を教訓として密輸防止の必要を痛感し、オデッサの自由港化を進言しているが、その実現は
当面見送られた。 (18）ナポレオン戦争末期のオデッサ海外貿易は、露土戦争の終結・黒海通商規制
の撤廃によって 1813年より上昇に転じ、輸出貿易は 580万ルーブリから 880万ループリへと、輸
入貿易も 230万ル｝プリから 310万ループリへと 1.5倍に増加した。しかし 1814- 15年には、ロ
シア貿易総額の上昇傾向とは対照的に、オデッサ貿易は輸出・輸入とも急落し、貿易総額に占める
開港の地位も無視しうる程度まで激減している（表IV-4）。これは大陸封鎖の解消によってズン
ド海峡経由のバルト海通商が回復した結果、黒海貿易の迂回機能が失われたことを意味する。
戦後アレクサンドル一世は国際協調体制の経済基盤として自由貿易体制を推奨する一方、蔵相グ
リエフは国内産業向け半製品の供給と密輸防止・税収確保の観点から 1813年より関税改正の準備
を進め、前述 1814年のロンドン協定に従って 1816年 4月に関税引下を実施、続く 1819年の関税
改革では 19世紀史上最も自由主義的とされる低率関税を導入した。以後 1815-20年において、
輸出総額が漸増にとどまる一方、輸入総額は 10,000万ループリから 25,000万ループリへと倍増し、
1820年には収支赤字を記録している。輸入激増は何よりも関税緩和に伴う繊維製品の流入に由来
し、 1816-20年においてその規模は 1,500万ループリから 6,000万ループリへと 4倍に上昇、輸
入総額の 25%を占めた。逆に輸出品目では、外国製品と競合する繊維製品が 1816年を頂点として
停滞する一方、従来の船舶用品とともに穀物が成長し、なかでも西欧諸国で凶作・穀物不足を記録
した 1817-18年には単独で輸出総額の 50%近い比重を占めた（表IV-3）。なおイギリスの穀物
輸入に占めるロシア穀物の地位は、小麦・大麦で 10-20%（例外的に30%）、飼料向け燕麦では20
-30%に達し、イギリス食糧調達の重要な源泉として機能しつつあった（表IV-5①）。また市場
編成としては（前掲図m-3）、工業製品の輸入を挺子として、輸入相手におけるイギリスの伸張
鳥取大学教育センタ一紀要第 6号（2009) 83 
表IV-3 ロシア海外貿易：主要品目内訳
① 1 歯出 (1.000.000ルー プリ）
年度 総額 大麻・亜麻 木材 鉄 繊維製品 油脂 穀物
1812 139 (100) 43.7 (31.4) 0.7 (0.5) 4.2 (3.0) 7.6 ( 5.5) 15.9 (11.4) 14.1 (10.1) 
1813 132 (100) 34.6 (26.2) 1.0 (0.8) 2.9 (2.2) 5.1 ( 3.9) 20.6 (15.6) 17.6 (13.3) 
1814 194 (100) 44.7 (23.0) 3.2 (1.7) 6.7 (3.5) 12.3 ( 6.3) 43.3 (22.3) 17.5 ( 9.0) 
1815 219 (100) 51.7 (23.6) 4.6 (2.1) 6.9 (3.2) 16.2 ( 7.4) 46.6 (21.3) 22.8 (10.4) 
1816 200 (100) 32.5 (16.3) 4.0 (2.0) 3.9 (1.9) 21.6 (10.8) 35.3 (17.7) 55.4 (27.7) 
1817 295 (loo) 38.2 (12.9) 4.6 (1.6) 4.6 (1.6) 11.3 ( 3.8) 39.l (13.3) 143.0 (48.5) 
1818 256 (100) 52.0 (20.3) 4.2 (1.6) 7.1 (2.8) 10.8 ( 4.2) 41.2 (16.1) 82.3 (32.1) 
1819 215 (100) 46.9 (21.8) 5.8 (2.7) 4.6 (2.1) 7.3 ( 3.4) 44.6 (20.7) 52.3 (24.3) 
1820 223 (100) 45.8 (20.5) 3.9 (1.8) 6.3 (2.8) 11.0 ( 4.9) 54.5 (24.4) 38.2 (17.1) 
② l 員入 (I.000.000ルー プリ）
年度 総額 鉱物・石炭 金属製品 化学製品 繊維製品 砂糖 茶
1812 76 (100) 2.83 (3.7) 0.65 (0.9) 10.0 (13.2) 5.7 ( 7.5) 16.1 (21.2) 1.60 (2.1) 
1813 122 (100) 2.02 (1.7) 1.68 (1.4) 11.6 ( 9.5) 8.0 ( 6.6) 28.4 (23.3) 3.90 (3.2) 
1814 113 (100) 1.87 (1.7) 2.58 (2.3) 13.5 (11.9) 10.3 ( 9.1) 19.4 (17.2) 2.83 (2.5) 
1815 114 (100) 2.73 (2.4) 2.47 (2.2) 12.0 (10.5) 7.5 ( 6.6) 19.9 (17.5) 4.06 (3.6) 
1816 129 (100) 2.52 (2.0) 2.78 (2.2) 15.7 (12.2) 15.6 (12.1) 27.0 (20.9) 2.31 (1.8) 
1817 167 (100) 3.31 (2.0) 3.01 (1.8) 14.4 ( 8.6) 39.3 (23.5) 28.8 (17.2) 5.42 (3.2) 
1818 181 (100) 2.69 (1.5) 3.68 (2.0) 16.4 ( 9.1) 45.6 (25.2) 30.0 (16.6) 3.98 (2.2) 
1819 177 (100) 3.50 (2.0) 4.03 (2.3) 14.0 ( 7.9) 34.8 (19.7) 27.1 (15.3) 5.08 (2.9) 
1820 245 (100) 3.13 (1.3) 4.86 (2.0) 18.7 ( 7.6) 59.0 (24.0 45.8 (18.7) 5.52 (2.3) 
典拠）メンデリソン、前掲邦訳、 428-441頁。
表IV-4 オデッサ海外貿易 (I似加ループリ
輸 出 輸 入 穀物輸出
ロシア総額 うちオデ、ッサ ロシア総額 うちオデッサ ロシア総額 うちオデッサ小麦輸出
1812 139,000 (100) 5,855 (4.2) 76,400 (100) 2,313 (3.0) 14,100 (100) (1,000 czw) 
1813 132,000 (100) 8,861 (6.7) 122,000 (IOO) 3,169 (2.6) 17,600 (loo) 
1814 194,000 (IOO) 1,444 (0.7) 113,000 (100) 808 (0.7) 17,500 (100) 1,360 ( 7.8) 
1815 219,000 (IOO) 2,800 (1.3) 114,000 (IOO) 22,800 (100) 3,350 (14.7) 4% 
1816 200,000 (IOO) 9,553 (4.8) 129,000 (100) 55,400 ( 100) 9,700 (17.5) 1,068 
1817 295,000 (IOO) 10,465 (3.5) 167,000 (100) 1,185 (0.7) 143,000 (IOO) 10,930 ( 7.6) 1,200 
1818 256,000 (IOO) 5,185 (2.0) 181,000 (100) 82,300 (loo) 4,520 ( 5.5) 718 
1819 215,000 (100) 4,008 (1.9) 177,000 (100) 1,356 (0.8) 52,300 (100) 3,730 ( 7.0 837 
1820 223.000 (loo) 4.759 (2.1) 245.000 (100) 2.180 (0.9) 38.200 (100) 3.550 ( 9.3) 713 
典拠） M. L. H釘vey,op. cit, pp. 74, 76; P. Herlihy, op. cit, pp. 242・244,252・253;idem，α'/esa, p. 39. 
表IV-5 イギリス穀物輸入
① i 量物内訳 (I 000クォーター
麦 大 麦 ライ麦 燕 麦
総計 ロシア産品 総計 ロシア産品 ロシア産品 総計 ロシア産品
1815 192 (100) 1 ( 0.5) 2 (100) 120 (100) 
1816 210 (100) 19 ( 9.0) 15 (100) 5 75 (100) 
1817 1,064 (100) 200 (18.8) 134 (100) 17 (12.7) 69 484 (100) 120 (24.8) 
1818 1,594 (100) 243 (15.2) 696 (100) 74 (10.6) 49 987 (100) 309 (31.3) 
1819 472 (100) 157 (33.3) 373 (100) 34 ( 9.1) 28 586 (100) 375 (64.0) 
1820 585 (100) 93 (15.9) 29 (100) 9 (31.0) 9 682 (100) 261 (38.3) 
＠ ロシア小麦の 由入経路 (1.000クォーター
計 バルト海経由 黒海経由
1815 1 (100) (1,000 czw) 
典拠） 史アイエ穀統ノギレ計物編リ』のス（原輸毅犬書入井物房総輸正量入1・9の中9・5経村総年路寄計、は男は2、訳、＼.）頁B、•R ・1816 19 (100) ミッチ 『イギ
1817 200 (100) 198 (99.0) 
リス歴
ロシ Fairlie, 
1818 243 (lOO) 230 (94.7) 12 ( 4.9) 17 “Shipping in the Anglo-Russian Grain Trade to 
1819 157 (100) 109 (69.4) 21 (13.4) 29 1870＂，ル白 ！ritimeHistory, Vols. 1, 2, 1971・72,
1820 93 (100) 82 (88.2) 11 (11.8) 15 pp. 159, 162. 
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が顕著であり、 18世紀を通じて収支黒字を維持してきた対英貿易は初めて収支赤字へと転換して
いる。輸出相手としては、依然イギリスが圧倒的比重を占めるが、敵対関係の終結に伴いフランス
向け輸出も回復する。全体として、イギリス産業資本を中心とする世界市場に綿製品の輸出販路・
穀物の供給基地として編入されつつあることが認められよう。対英赤字を根源とした赤字貿易と産
業危機・通貨危機を打開するべく、 1822年の関税改革によって高率関税を復活、自ら協調外交の
経済基盤を解体する一方、以後 19世紀前半を通じて保護貿易を維持することになる。｛問
1814年のプルボン復古王制の成立に伴いリシュリューは祖国フランスへと帰国し、その後同じ
くフランス亡命貴族ランジュロン Alexander Langeronが新ロシア知事・オデッサ市長（1814-22 
年）に就任して都市整備事業を継承することになった。（20）また自由主義政策路線を展開するアレ
クサンドル一世は、 1817年 4月 29日の勅令によってオデッサを自由貿易都市 p聞かfrancoに指定
し、他の諸港では禁止されている商品を含め、あらゆる産品の輸入を認め、 1819年より 20年期限
で施行した。なお同帝は 1817年に国立商業銀行を創設した際、同行のオデッサ支店も設置し、円
滑な貿易決済・国際取引を支援している。｛幻）この結果、戦後のオデッサ貿易は次第に回復し、輸
出貿易は 1816- 17年に例外的に 1,000万ルーブリを記録した後、 400- 500万ループリの水準で
安定し、また輸入貿易は 100-200万ループリの規模を推移したが、貿易総額に占める割合は輸出
で2-3%程度、輸入では 1%未満にとどまる。ただしオデッサの輸出品目はほぼ全て穀物、とり
わけ小麦から編成され、国内穀物輸出総額の 5- IO%を占めた（表W-4）。 1815年における輸
出貿易の回復は、ナポレオン百日天下の際に動員された各国軍隊への兵糧供給によるものであり、
また 1816- 17年における穀物輸出の激増は、当該期に深刻化した西欧各国の凶作・穀価高騰に由
来している。聞かくしてオデッサは、穀物貿易の動脈としての役割こそバルト海諸港に譲ったも
のの、西欧向け食糧供給を調整する重要な安全弁として機能していたと言えよう。黒海経由での穀
物輸出の販路は不詳であるが、さしあたり 1810年代後半のイギリス向け輸出を見る場合、その主
要経路はあくまでバルト海通商であって、黒海諸港の小麦輸出は比重にして IO%程度、総量にし
て10,000-20,000クォーター、すなわち 15,000-30,000チェトベルチにすぎないが（表W-5②）、
これらは当該期にオデッサが供給した小麦総量70-80万チェトベルチの 3-4%にとどまる。｛お）
ただし黒海経由の穀物輸出は、可能な限り有利な価格で販売する手段として、ひとまずリヴオル
ノその他の中継拠点に搬出した後、西欧市場の作柄・穀価を見極めながら適正な時期まで穀物を一
時保管する間接貿易の形態が一般的であったとされ、こうした穀物取引の慣行を考慮に入れた場合、
イギリス市場への黒海穀物の流入は実際にはもっと高かったと推定される。｛お）
なおギリシア商人は欧州各地の親族を通じた穀物売買・情報交換・資金融通によって黒海経由の
穀物輸出を媒介し、巨額の利潤を蓄積する一方、本拠オデッサでは祖国ギリシアの革命運動を目指
す秘密結社を組織し、続くギリシア独立戦争の経済的・精神的基盤を形成することになる。間
⑤ オスマン帝国
ナポレオン戦争末期から戦後にかけてオスマン海外貿易は輸出・輸入とも倍増するが、輸出相手
としては依然フランスが圧倒的比重を占める一方、輸入相手においては、戦時の中継貿易を掌握し
たアメリカの地位が後退する反面、イギリスが首位の座に立ち、オスマン向け輸出におけるフラン
スからイギリスへの主導権の移行は明白となった（前掲図m-5）。イギリスの輸出品目を見れば、
熱帯産品からなる再輸出品が下落する一方、国産製品の純輸出が上昇しているが、その基軸は伝統
的な羊毛製品から新興の木綿製品へと転換している（表W-6）。当該戦争を通じてオスマン帝国
本土のイギリス綿業資本を中心とした世界市場への編入がほぼ確定したと言えよう。｛拘
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181ル14I 5,583 <100) 
1814・19I 3,855 <100) 
1819・24I 4.969 (100) I 134 < 2.7 
典拠） T.G町an,op. cit., p. 40. 
木綿製品
224,078 (72.0) 
188,8ゆ9(63.1) 
545,217 (67.6) 
412.184 (74.7) 
ルメリア ｜アナトリア
1,045 <18.1) I 473 (8.s) 
837 <21.1> I 235 (6.1) 
1.914 (38.5) I 314 (6.3) 
盈盤
50,101 (16.1) 
24,220 ( 8.1) 
40,771 ( 5.1) 
35.364 ( 6.4) 
マルマラ海
典拠）
沿岸 ｜ルメリア lアナトリア lエジプト
672 (12.0) I 605 (10.8) I 355 ( 6.4) I 980 (17.6) 
498 (12.9) I 463 <12.0) I 476 (12.4) I 642 (16.7) 
415 ( 8.4)J238 (4.8) L9B3. 02.B) I 968 (19.5) 
オスマン政府は 1812年のブカレスト条約によってベッサラピア・キリア水道を割譲し、ルーマ
ニア穀倉地帯の一角とその輸送経路を喪失する一方、 1813年の勅令ではルーマニアにおける公定
価格以下での小麦買付を制限し、穀物貿易の独占体制を縮小した。その反面、オスマン政府は依然
として特権商人以外の穀物取引を禁止し、ルーマニア穀物の国外流出を抑制している。またナポレ
オン戦争の末期以来、オスマン政府は海峡支配＝通商独占を通じた穀物供給の保全よりも、むしろ
海峡開放＝自由通商を挺子とした穀物貿易の振興に関心を示したが、ルーマニアへの貿易統制は例
外的に維持し、しかも 1815年のウィーン条約はオスマン代表の不在に伴いドナウ河を国際河川の
自由航行原則から除外したため、オスマン帝国は依然として外国商船の黒海・ドナウ河航行を統制
できた。（2＇ηこの結果、戦後のオスマン食料輸入において、バルカン半島の黒海沿岸は 1814- 19 
年平均で 21.7%、 1819- 24年平均で 38.5%を占め、一貫して最大の供給市場として機能してい
る（表N-7）。またプカレスト駐在のロシア領事によれば、 1812- 19年のワラキア海外貿易に
おいて、オスマン帝国は輸出貿易の 57% (808万ピアストル）を、また輸入貿易の62% (980万
ピアストル）を占める一方、填露その他の西欧諸国は合算で残余 30-40 %を占めるにとどまった。
今やワラキア公国がヨーロッパ諸国と直接通商を展開し、オスマン貿易独占が解体したとはいえ、
依然としてオスマン帝国が最大の貿易相手としてワラキア海外貿易を掌握していたことに留意され
たい。（お）こうしてギリシア商人の資本蓄積はギリシア独立戦争への、またメフメット・アリの専
売制度・独占貿易はエジプト独立戦争への道程を準備し、東方問題の背景が形成される。
註
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むすび
最後に以上の論点を整理し、ロシア南下政策・黒海貿易の観点からフランス革命・ナポレオン戦
争の史的意義を確認しよう。
まず当該戦争をめぐる英仏対立において、エカチェリーナ二世はこれまで対土包囲の手段として
仏填同盟との提携を進めてきた官房書記ベズボロドコを解任する一方、むしろ一連の英露同盟（1793
年・ 95年）を通じて対仏同盟の一翼を担った。これに対してパーヴ、ェル一世は、当初こそエジプ
ト遠征を契機に英露同盟（1798年）を形成したものの、英露関係の緊迫に伴いむしろ武装中立同
盟（1800年）を組織してフランスの対英戦争を後援し、続くアレクサンドル一世も、親英派の外
交顧問パーレンの献策から英露関係を回復した反面、親仏派の外務参議会長官コチュベイの建議か
ら仏露友好（1801年の和親条約・パリ密約）を維持してイギリスの対仏包囲を牽制した。その後、
第一帝制の領土拡張を警戒する親英派の宰相＝外相ヴォロンツオフ・外相補佐チャルトリスキーの
主導によって英露協調（1805年）が復活するが、最終的には親仏派の外相ルミアンツェフの登用
によって強力な仏露同盟 (1807年のテイルジット条約、 1808年のエルフルト条約）が形成され、
続くモスクワ遠征によって仏露関係は破綻・英露同盟が復活（1812年）するものの、全体の潮流
として外交政策の基本方針は英露同盟から仏露同盟へと転換していることが確認できる。かくして
ロシアは、イギリスにとっては対仏同盟の、フランスにとっては対英包囲の、それぞれ重要な一角
を占め、ヨーロッパ国際政治の帰趨を左右する重要な役割を果たしたのである。
こうした同盟政策で留意するべきは同盟締結の交換条件である。一般に英露同盟の形成に際して
は、ロシアの対仏出兵に対する代価として露土戦争に対するイギリスの軍事支援が要求される一方、
仏露同盟の組織をめぐっては、一連のオスマン分割構想（ロシアでは女帝時代 1780年における官
房書記ベズボロドコの fギリシア計画J、パーヴェル治世 1800年における宰相ロストプチンの覚書、
アレクサンドル一世時代 1803年における外相補佐チャルトリスキーの「外交方式J、フランスでは
統領政府時代 1799年における外務官僚グータンの覚書、第一帝制時代 1804年における外相タレー
ランの露帝宛て親書）を底流としつつ、対英協調の代償として両国の領土分割（フランスのドイツ
・イベリア支配、ロシアのフィンランド・ルーマニア支配）が初めて公認された。すなわち、同盟
相手がイギリスであれフランスであれ、いずれの場合も同盟形成の条件として対土戦争の後援が要
求された点で変わりは無く、歴代ツアーリは盟邦をイギリスからフランスへと乗り換えつつ、その
時々の同盟関係を後盾としながら南下政策を進めたのであった。最終的な仏露同盟の解消も、同盟
締結の動機であった露土戦争の完遂（1812年のブカレスト条約）に由来すると言えよう。
他方オスマン帝国は、ロシア南下政策の脅威には伝統的な仏土提携（1796年の共和政権公認）
をもって対処したものの、フランスの地中海進出（1798年のイオニア支配・ 1799年のエジプト遠
征）には新たな英露両国との三国同盟（1798年・ 1805年）をもって臨み、続く英露両国との関係
破綻に伴い仏土協調を再建（1806年の帝制公認）するとはいえ、仏露両国がオスマン領土分割を
構想するに及び英土同盟（1809年）を回復しており、趨勢として同盟関係の基本路線は仏土友好
から英土提携へと推移している。こうしてオスマン帝国は、対仏同盟の包囲に直面したフランスの、
あるいは仏露同盟によって孤立したイギリスの貴重な盟邦として、ヨーロッパ勢力均衡における分
銅の機能を果たしたが、その役割はあくまで消極的・受動的なものにとどまった。しかもこれまで
ロシア（1779年）・オーストリア（1783年）のみ享受してきたルーマニア領事権は、こうした同盟
・講和条約の条件としてフランス（1795年・ 1802年）・イギリス（1802年）にも順次認可され、
エジプト宗主権の後退と相侠って、オスマン帝国の領域支配は大幅に縮小したのである。
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また当該戦争をめぐる通商関係において、エカチェリーナ二世はこれまでイギリス経済覇権の打
倒と仏露貿易の振興に尽力してきた商業参議会議長ヴォロンツオフを解任する一方、英露同盟の形
成と連動した英露通商条約の復活・仏露通商条約の破棄（1793年）によってイギリス海上封鎖（1793
年の各種司，，令・海上戦時公法）に荷担した。これに対してパーヴェル一世は、当初こそ英露通商条
約の更新（1797年）によって英露貿易を推進したものの、英露関係の決裂に伴う武装中立同盟の
形成（1800年）によってむしろ中立諸国のフランス通商を支援し、続くアレクサンドル一世も英
露関係の改善に伴う英露航海条約（1801年）において戦時における中立諸国の自由貿易を確認し
ている。のみならず商相ルミアンツェフは 1801年の仏露提携に伴う仏露通商条約の回復（1802年）
によってフランス沿岸制度（1798年のニヴォーズ法＝中継貿易禁止、 1800-01年の南欧通商条約
体系）に、さらに 1807-08年の仏露同盟に従って大陸制度（1806年のベルリン勅令・ 1807年の
ミララ勅令）に合流する一方、英露通商条約の失効・イギリス通商特権の縮小（1807年）によっ
て英露貿易を抑制しており、最終的には大陸封鎖の姪楕から仏露貿易の試みは挫折するものの、イ
ギリス貿易独占を克服する手段としてフランス市場の開拓が絶えず模索された点は注目される。
こうした通商関係において留意するべきは取引品目とその流通経路である。英露貿易の場合、聖
ペテルブルクを拠点としてバルト海・ズンド海峡を経由するイギリス繊維製品・英領植民地産品の
輸入、イギリス向け船舶用品・棒鉄の輸出がその基軸であったのに対して、仏露貿易の場合、貿易
経路としては英仏海上戦争の展開するバルト海世界を回避しながら、むしろ海港整備・商人誘致の
進む新興都市オデッサを拠点として黒海・両海峡を経由する行程が、また輸出品目としては南部ロ
シアの植民活動・農業振興を背景とする穀物（小麦）が主力をなした。かくしてロシア海外貿易、
とりわけ輸出貿易の基盤は、 18世紀におけるバルト海経由の原料輸出から、 19世紀における黒海
経由の穀物輸出へと転換するのである。最終的な仏露貿易の頓挫も、結局のところ農業国フランス
は黒海貿易の想定する穀物販路として十分機能し得なかったことに由来すると言えよう。
オスマン帝国の場合、伝統的な仏土関係こそ維持した反面、革命政権の南仏統制によってフラン
スとの通商関係を大幅に縮小したのみならず、続く仏土戦争の勃発・英土同盟の形成に伴うフラン
ス通商特権の停止・イギリス通商特権の拡充（1799年）によって以後むしろイギリス通商を拡大
する。仏土講和に伴うフランス通商特権の復活・拡充（1802年）、続く仏土接近・英土危機に伴う
イギリス通商特権の停止（1807年）によって仏土貿易は一時回復するものの、英土同盟の再建に
伴うイギリス通商特権の再認（1809年）によってイギリス通商の優位は決定的となった。しかも
これまでロシア（1774年）・オーストリア（1784年）のみ享受してきた海峡通航・黒海貿易の自由
は、エジプト遠征に伴う同盟・講和条約によってイギリス（1799年・ 1802年）・フランス（1802
年）にも順次承認され、ルーマニア・エジプト支配の軟化と相候って、穀物輸入の独占体制に立脚
するイスタンプール中心の自律的な帝国経済が解体する一方、ルーマニア・エジプト市場はむしろ
イギリスを中心とする世界経済の周辺地域として位置付けられることになる。
イギリスが当該戦争を通じて英仏対立を終結し、世界経済における「イギリスの平和Jを創出し
たとすれば、ロシアは当該戦争を通じて露土対立を決着し、国際政治における「ロシアの平和Jを
現出したが、前者がオスマン領土を経由する東洋貿易をその一角に据える一方、後者がその経済基
盤として黒海経由の穀物輸出を進めるなか、オスマン帝国領土の支配・保全をめぐる英露対立＝東
方問題は 19世紀前半における国際経済・外交問題の一大焦点として浮上するのである。
〔付記〕本稿は平成20年度鳥取大学学長裁量経費（若手研究の育成）に基づく研究成果の一部である。
